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は じ め に 

 

本市の高齢者人口は、令和６年１０月現在、３２０,１１７人、高齢化率２０.６％となって

おります。依然として全国平均の高齢化率２９．３％と比較すると若い都市ではありますが、

令和７年には、いわゆる『団塊の世代』がすべて７５歳以上となる節目の年を迎え、本市にお

いても後期高齢者人口が大きく増加するなど、急速に高齢化が進んでおります。今後は、令和

３２年頃に高齢者人口がピークを迎える見通しであり、高齢者を取り巻く環境の変化に的確に

対応することが求められています。 

このような中、本市では、誰もが住み慣れた地域や自ら望む場で安心して暮らし続けるため

の地域の支えあいの仕組みである『地域包括ケアシステム』の取組を、組織横断で推進してお

ります。 

高齢者施策においては、令和６年度から令和８年度までを計画期間とする『第９期川崎市高

齢者保健福祉計画・介護保険事業計画』を進めており、①高齢者が住み慣れた地域で安心して

暮らせるまちづくり、②介護が必要になっても『かわさき』で暮らし続けられる支えあいのま

ちづくり、を基本目標としています。これらを実現するため、『地域包括ケアシステムの構築

に向けた５つの取組』として、いきがい・健康づくり・介護予防等の推進、地域のネットワー

クづくりの強化、利用者本位のサービスの提供、医療介護連携・認知症施策等の推進、高齢者

の多様な居住環境の実現など、様々な施策を展開しております。 

今回実施した高齢者実態調査では、介護保険の認定を受けていない一般高齢者、要介護・要

支援認定者、特別養護老人ホーム入居希望者を対象とした標本調査に加え、介護保険サービス

事業者を対象とした全数調査を行いました。調査の実施にあたっては、高齢者実態調査検討委

員会を設置し、有識者のご意見を踏まえながら、調査方法や調査項目・内容等を検討した上で

進めております。 

これにより、高齢者の状態に応じたニーズや介護保険サービスの提供状況を把握することが

でき、今後の高齢者保健福祉施策を推進する上での現状と課題を明らかにする貴重な調査結果

が得られました。 

今後、令和９年度から令和１１年度までを計画期間とする、「第１０期川崎市高齢者保健福

祉計画・介護保険事業計画」を策定する中で、この高齢者実態調査を基礎資料とし、関係者や

市民の皆様から幅広くご意見やご要望を伺いながら、地域の活力を生かした川崎らしい、利用

者本位の福祉サービスを提供できる計画づくりに取組んでまいりたいと考えております。 

最後になりましたが、本調査にご協力いただきました市民の皆様、介護保険サービス事業者

の皆様、そして日頃から本市の高齢者施策の推進にご理解とご協力をいただいている多くの

方々に、心より感謝申し上げます。 

 

令和８年３月 

川崎市健康福祉局 
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Ⅰ 調査実施の目的 

本調査は、川崎市の高齢者の生活実態及び川崎市で介護保険事業を展開する事業者とそこで就労する

職員の実態等を把握し、高齢者保健福祉計画及び介護保険事業計画の見直しに必要な基礎資料を得るこ

とを目的として実施する。 

 

 

Ⅱ 調査の全体構成 

本調査は、市民を対象にした「（１）一般高齢者調査」、「（２）要介護・要支援認定者調査」、「（３）特

別養護老人ホーム入居希望者調査」、並びに介護保険事業者を対象にした「（４）居宅介護支援事業者調

査」、「（５）居宅介護サービス事業者調査」、「（６）介護保険施設等調査」、及び介護保険事業者従事者を

対象にした「（７）介護労働者実態調査」から構成される。 

調査の構成は、以下に示すとおりである。 

なお、本報告書（介護保険事業者・従事者アンケート調査編）については、介護保険事業者を対象に

した「（４）居宅介護支援事業者調査」、「（５）居宅介護サービス事業者調査」、「（６）介護保険施設等調

査」、及び介護保険事業者従事者を対象にした「（７）介護労働者実態調査」について掲載する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

※１ 居宅介護支援事業者、居宅療養管理指導事業者、福祉用具貸与事業者、訪問看護ステーション以外の訪問看護事業者は除く。 

※２ 認知症対応型共同生活介護（グループホーム）、特定施設入居者生活介護を含む。  

介護保険の認定を 

受けていない高齢者 

 

 

 

 

 

 

 

介護保険の認定を受けている高齢者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

川崎市の介護保険事業者 

（１）一般高齢者調査 

（２）及び（３）の調査対象

者以外で65歳以上の高齢者 

の中から23,000人を抽出 

（６）介護保険施設等調査 
 
 

市内介護保険施設等に対する

全数調査（335施設）※２ 

（５）居宅介護サービス 

事業者調査 

市内居宅介護サービス提供事

業者に対する全数調査 

（1,231事業所）※１ 

（４）居宅介護支援事業者 

調査 

市内居宅介護支援事業者に対

する全数調査（335事業所） 

（７）介護労働者実態調査 

（４）～（６）1,901事業所の従事者で、以下の職

員計５名を基本とする調査 
・管理職：１名 
・主任又はリーダーなど職場のまとめ役：１名 
・一般職・担当職：１名 
・その他任意の職員：２名 

川崎市の高齢者（65歳以上） 

（２）要介護・要支援認定者調査 

要介護・要支援認定を受けている高齢者の中から 

9,000人を抽出 

（３）特別養護老人ホーム入居希望者調査 

特別養護老人ホーム入居希望者の高齢者の中から 

1,000人を抽出 
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Ⅲ 各調査の概要 

介護保険事業者・従事者アンケート調査 

 

（４） 

居宅介護支援 

事業者調査 

（５） 

居宅介護サービス 

事業者調査 

（６） 

介護保険施設等 

調査 

（７） 

介護労働者 

実態調査 

対 象 

市内にて指定を受

けている居宅介護

支援事業者 

市内にて指定を受

けている居宅介護

サービス提供事業

者 

（居宅介護支援事業

者、居宅療養管理指導

事業者、福祉用具貸与

事業者、訪問看護ステ

ーション以外の訪問

看護事業者を除く） 

市内にて指定を受

けている介護保険

施設 

（認知症対応型共同

生活介護（グループホ

ーム）特定施設入居者

生活介護を含む） 

（４）～（６）の

1,901 介護事業者

に従事する職員の

うち、下記に該当

する職員（計５名） 

・ 管理職：１名 

・ 主任又はリーダ

ーなど職場のま

とめ役：１名 

・ 一般職・担当職：

１名 

・ その他任意の職

員：２名 

標本数 335事業所 1,231事業所 335施設 9,505人 

調査基準日 令和７年10月1日 

調査期間 令和７年10月22日～令和７年11月25日（５週間） 

調査方法 郵送配布・郵送回収 及び WEBアンケート 併用 WEBアンケート 

配布数 335通 1,231通 335通 9,505通 

回答数 213件 548件 141件 1,647件 

回答率 63.6％ 44.5％ 42.1％ 17.3％ 
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Ⅳ 調査結果の見方 

・図表中の「ｎ」は各設問に該当する回答者の総数であり、回答率（％）の母数をあらわしている。 

・回答率は小数点第２位を四捨五入して掲載しているため、合計が 100％にならないことがある。また、

回答者が２つ以上回答することができる質問（複数回答）の場合、その回答率の合計は100％を超える

ことがある。 

・複数回答の図表においては、傾向をよりわかりやすくするために、「その他」「無回答」などを除き、

選択肢を回答率（％）の高いものから低いものへと並び替えて表示している場合がある。 

・クロス集計については、分析の柱となる項目（属性）の「無回答」は掲載を省略している。ただし、

「全体」は集計対象の全数を表示しているため、分析の柱となる選択肢の回答者数を合計しても必ず

しも全体の数値とは一致しない。 

・クロス集計の表中、回答数が皆無又は該当数値のないものは「－」と表記しているが、グラフにおい

ては「0.0」と表記している。 

・調査票の選択肢等の文言を一部簡略化している場合がある。 

・第２章の「全国調査」とは、公益財団法人介護労働安定センターが実施した「令和６年度介護労

働実態調査（事業所における介護労働実態調査）」のことをいう。図表中の「令和６年度全国」

についても同調査のことをいう。 

・第３章の「全国調査」とは、公益財団法人介護労働安定センターが実施した「令和６年度介護労

働実態調査（介護労働者の就業実態と就業意識調査）」のことをいう。図表中の「令和６年度全

国」についても同調査のことをいう。 

・調査結果について、次のように表記している。 

 例：５割の場合 

 「約５割」：（四捨五入して）48％～52％  

 「５割弱」：（四捨五入して）47％ 

 「５割を超える」：（四捨五入して）53％～56％ 

 

 「変化はなく」：（四捨五入して）±１％未満の増減 

 「微増・微減」：（四捨五入して）±１％～±３％未満の増減  

 「増加・減少」：（四捨五入して）±３％～±10％未満の増減 

 「大幅に増加・減少」：（四捨五入して）±10％以上の増減  
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0% 10% 20% 30% 40%

0% 10% 20% 30% 40%

Ⅴ 川崎市の高齢者の状況 

令和７年９月30日現在の高齢者人口、要介護・要支援認定者、特別養護老人ホーム入居希望者の状況

は、以下のとおりである。 
※小数点第２位を四捨五入して掲載しているため、割合の合計が100％にならないことがある。 

 

１ 高齢者人口 

■年齢５歳区分別の高齢者人口 

 

 

■区別の高齢者人口 

 人数（人） 割合（％） 

川 崎 区 51,415 16.5 

幸   区 36,840 11.7 

中 原 区 42,523 13.5 

高 津 区 45,074 14.3 

宮 前 区 50,610 16.1 

多 摩 区 43,993 14.0 

麻 生 区 43,686 13.9 

合   計 314,141 100.0 

 
※高齢者人口については、住民基本台帳の人口（日本人・外国人住民）を集計したものである。 

 

 

  

 人数（人） 割合（％） 

65歳～69歳 69,130 22.0 

70歳～74歳 65,884 21.0 

75歳～79歳 70,852 22.5 

80歳～84歳 51,866 16.5 

85歳～89歳 33,575 10.7 

90歳以上 22,834 7.3 

合   計 314,141 100.0 
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

0% 10% 20% 30% 40%

0% 10% 20% 30% 40%

２ 要介護・要支援認定者（第１号被保険者） 

 

■年齢区分別の要介護・要支援認定者数 

 人数（人） 割合（％） 

65歳～74歳 6,402 9.9 

75歳以上 58,490 90.1 

合   計 64,892 100.0 

 

■区別の要介護・要支援認定者数 

 人数（人） 割合（％） 

川 崎 区 11,498 17.7 

幸   区 7,973 12.3 

中 原 区 8,358 12.9 

高 津 区 9,348 14.4 

宮 前 区 10,169 15.7 

多 摩 区 8,949 13.8 

麻 生 区 8,597 13.2 

合   計 64,892 100.0 

 

■要介護度別の認定者数 

 人数（人） 割合（％） 

要支援１ 9,008 13.9 

要支援２ 8,528 13.1 

要介護１ 14,673 22.6 

要介護２ 11,395 17.6 

要介護３ 8,361 12.9 

要介護４ 7,744 11.9 

要介護５ 5,183 8.0 

合  計 64,892 100.0 
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0% 10% 20% 30% 40%

0% 10% 20% 30% 40%

0% 10% 20% 30% 40%

３ 特別養護老人ホーム入居希望者（なるべく早く入居したい） 

 

■年齢５歳区分別の入居希望者数 

 人数（人） 割合（％） 

65歳～69歳 44 2.1 

70歳～74歳 100 4.7 

75歳～79歳 236 11.2 

80歳～84歳 430 20.4 

85歳～89歳 561 26.6 

90歳以上 735 34.9 

合   計 2,106 100.0  

 

■区別の入居希望者数 

 人数（人） 割合（％） 

川 崎 区 492 23.4 

幸   区 352 16.7 

中 原 区 262 12.4 

高 津 区 239 11.3 

宮 前 区 302 14.3 

多 摩 区 240 11.4 

麻 生 区 219 10.4 

合   計 2,106 100.0  

 

■要介護度別の入居希望者数 

 人数（人） 割合（％） 

要介護１ 58 2.8 

要介護２ 153 7.3 

要介護３ 818 38.8 

要介護４ 660 31.3 

要介護５ 417 19.8 

合  計 2,106 100.0  
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１ 調査対象事業所の概要 

（１）事業所の運営主体 

図表2-1-1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）指定を受けているサービス （予防サービスも含む） 

図表2-1-2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

※居宅介護支援、介護保険施設等は併設サービスも対象とした複数回答、居宅介護サービスはサービス10項目を指定して調査 

88.7 

15.5 

23.9 

0.0 

1.9 

0.9 

8.9 

1.4 

0.9 

0.9 

0.9 

11.3 

**

1.4 

2.3 

5.2 

2.3 

2.8 

0.5 

0.5 

5.6 

2.3 

0.0 

2.3 

1.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

居宅介護支援

介護予防支援

訪問介護

夜間対応型訪問介護

定期巡回・随時対応型訪問介護看護

訪問入浴介護

訪問看護

訪問リハビリテーション

居宅療養管理指導

小規模多機能型居宅介護

看護小規模多機能型居宅介護

通所介護

地域密着型通所介護

認知症対応型通所介護

通所リハビリテーション

短期入所生活介護

短期入所療養介護

福祉用具貸与

認知症対応型共同生活介護

特定施設入居者生活介護

介護老人福祉施設

介護老人保健施設

介護医療院

指定計画相談支援(障害者総合支援法)

無回答
n=213

居宅介護支援 居宅介護サービス 介護保険施設等 

**

**

29.2

**

2.4

1.1

14.6

4.4

**

3.3

1.1

14.1

16.6

3.6

2.6

7.1

**

**

**

**

**

**

**

**

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=548

12.1 

**

4.3 

0.0 

0.7 

0.0 

1.4 

2.1 

2.8 

4.3 

1.4 

13.5 

0.0

4.3 

4.3 

24.8 

5.0 

0.0 

39.7 

26.2 

27.0 

5.0 

0.0 

**

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=141

居宅介護支援 居宅介護サービス 介護保険施設等 

54.6

0.0

8.5

34.8

0.0

1.4

0.0

0.0

0.7

0.0

0% 20% 40% 60%

n=141

53.5 

6.0 

9.1 

17.0 

1.8 

4.2 

2.9 

0.5 

4.4 

0.5 

0% 20% 40% 60%

n=548

40.8 

4.7 

8.9 

19.7 

2.3 

4.7 

4.7 

0.5 

11.7 

1.9 

0% 20% 40% 60%

株式会社

有限会社

医療法人

社会福祉法人

社団法人・財団法人

ＮＰＯ法人

協同組合

非法人

その他

無回答
n=213
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50.7 

17.8 

5.6 
2.3 1.4 2.8 

19.2 

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

０
人

１
人

２
人

３
人

４
人

５
人
以
上

無
回
答

n=213

37.6 

14.1 

4.7 
8.0 

3.8 
7.0 

24.9 

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

０
人

１
人

２
人

３
人

４
人

５
人
以
上

無
回
答

n=213

（３）職員の人数（令和７年10月１日現在） 
 
（３）-１ 居宅介護支援事業所 

▶ 非常勤の平均人数が前回調査より0.2人増加し、非常勤（常勤以外）を含めた合計の平均

人数が前回調査より0.2人減少している 

図表2-1-3 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

  

2.8 

22.5 
20.2 

15.5 
13.1 

24.9 

0.9 

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

０
人

１
人

２
人

３
人

４
人

５
人
以
上

無
回
答

n=213

合 計 
令和７年度平均：3.3人 
令和４年度平均：3.5人 
令和元年度平均：3.3人 

1.4 

28.6 

23.5 

15.0 
11.3 

19.2 

0.9 

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

０
人

１
人

２
人

３
人

４
人

５
人
以
上

無
回
答

n=213

常 勤 
令和７年度平均：2.8人 
令和４年度平均：2.8人 
令和元年度平均：2.6人 

非常勤（常勤以外） 
令和７年度平均：0.7人 
令和４年度平均：0.5人 
令和元年度平均：1.0人 

常勤換算 
令和７年度平均：1.6人 
令和４年度平均：2.5人 
令和元年度平均：2.4人 
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（３）-２ 居宅介護サービス事業所 

▶ 常勤の平均人数が前回調査より0.3人増加し、非常勤（常勤以外）を含めた合計の平均人

数は前回調査より1.6人減少している 

図表2-1-4 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

1.8 0.4 0.4 
3.5 

5.8 

10.4 

17.5 

50.4 

9.9 

0.0 
0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

０

人

１

人

２

人

３

人

４

人

５

│

６

人

７

│

９

人

10

│

29

人

30

人

以

上

無

回

答

n=548

8.2 
6.2 6.6 

10.2 
8.2 

11.7 

16.1 

28.5 

3.5 
0.9 

0%

10%

20%

30%

40%

０

人

１

人

２

人

３

人

４

人

５

│

６

人

７

│

９

人

10

│

29

人

30

人

以

上

無

回

答

n=548

1.1 

8.2 

13.3 

19.2 

13.3 
15.1 

11.7 
14.4 

3.6 

0.0 
0%

10%

20%

30%

40%

０

人

１

人

２

人

３

人

４

人

５

│

６

人

７

│

９

人

10

│

29

人

30

人

以

上

無

回

答

n=548

常 勤 
令和７年度平均：7.2人 
令和４年度平均：6.9人 
令和元年度平均：6.1人 

非常勤（常勤以外） 
令和７年度平均： 8.9人 
令和４年度平均：10.6人 
令和元年度平均：10.1人 

合 計 
令和７年度平均：15.8人 
令和４年度平均：17.4人 
令和元年度平均：16.0人 
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（３）-３ 介護保険施設等 

▶ 常勤の平均人数が前回調査より3.3人減少し、非常勤（常勤以外）を含めた合計の平均人

数が前回調査より5.9人減少している 

図表2-1-5 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

27.0 26.2 
28.4 

12.1 

6.4 

0.0 
0%

10%

20%

30%

40%

50%

10

人

未

満

10

│

19

人

20

│

39

人

40

│

59

人

60

人

以

上

無

回

答

n=141

常 勤 
令和７年度平均：23.4人 
令和４年度平均：26.7人 
令和元年度平均：20.4人 36.9 

30.5 

24.1 

6.4 

2.1 
0.0 

0%

10%

20%

30%

40%

50%

10

人

未

満

10

│

19

人

20

│

39

人

40

│

59

人

60

人

以

上

無

回

答

n=141

2.1 

31.2 
28.4 

17.7 
20.6 

0.0 
0%

10%

20%

30%

40%

50%

10

人

未

満

10

│

19

人

20

│

39

人

40

│

59

人

60

人

以

上

無

回

答

n=141

非常勤（常勤以外） 
令和７年度平均：16.9人 
令和４年度平均：18.7人 
令和元年度平均：16.1人 

合 計 
令和７年度平均：39.6人 
令和４年度平均：45.5人 
令和元年度平均：36.5人 
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２ 共通設問の比較 

この項では、居宅介護支援事業者調査、居宅介護サービス事業者調査、介護施設等調査における共

通の設問の調査結果を比較できるように、まとめて掲載している。 

なお、経年変化の分析を行う設問については、各調査結果のページに掲載している。 

また、全国調査（「令和６年度介護労働実態調査（事業所における介護労働実態調査）」）と比較す

る場合、居宅介護サービス事業者調査と介護施設等調査の合計で比較している。 

 

問 貴事業所の介護保険の指定介護サービス事業に従事する従業員について、令和７年10月１

日現在の在籍者数、１年間（令和６年10月１日から令和７年９月30日まで）の採用者数及

び離職者数をお答えください。（数字を入力） 

〔居宅介護支援：問２、居宅介護サービス：問９-１・問９-２、介護保険施設等：問12-１・問12-２〕 

▶ 全事業者の離職率は14.1％となっており、非正規職員の離職率は正規職員を上回っている 

 

図表2-2-1 

 

             単位：人 

  １年間の採用者・離職者  離職率 

 
在籍者数 
（A） 

採用者数 
（B） 

離職者数 
（C） 

 1年前の 
在籍者数（D） 
(D=A-B+C) 

離職率 
(C/D) 

全事業者（正規・非正規（計）） 
平均 

15,571 2,857 2,082  
14,796 14.1% 

17.55 3.37 2.46  

 
1.正規職員 

平均 

8,084 1,388 1,053  
7,749 13.6% 

9.16 1.67 1.27  

 
2.非正規職員（計） 

平均 

7,487 1,469 1,029  
7,047 14.6% 

8.79 1.80 1.27  

訪
問
介
護
員（
サ
ー
ビ
ス

提
供
責
任
者
は
含
ま
ず
） 

正規・非正規（計） 
平均 

2,725 509 297  
2,513 11.8% 

5.76 1.12 0.65 

 
1.正規職員 

平均 

733 177 89  
645 13.8% 

1.58 0.39 0.20  

 2.非正規職員（計） 
平均 

1,992 332 208  
1,868 11.1% 

 4.23 0.73 0.46  

介
護
職
員 

（
看
護
職
員
は
含
ま
ず
） 

正規・非正規（計） 
平均 

7,667 1,420 1,104  
7,351 15.0% 

12.41 2.36 1.84  

 1.正規職員 
平均 

3,942 673 567  
3,836 14.8% 

 6.44 1.13 0.95  

 2.非正規職員 
平均 

3,725 747 537  
3,515 15.3% 

 6.05 1.26 0.90  

サ
ー
ビ
ス
提
供
責
任
者 

正規・非正規（計） 
平均 

622 61 52  
613 8.5% 

1.27 0.13 0.11  

 1.正規職員 
平均 

465 35 42  
472 8.9% 

 0.96 0.08 0.09  

 2.非正規職員 
平均 

157 26 10  
141 7.1% 

 0.34 0.06 0.02  

 

  

令和７年度 
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図表2-2-2 

 

             単位：人 

  １年間の採用者・離職者  離職率 

 
在籍者数 
（A） 

採用者数 
（B） 

離職者数 
（C） 

 1年前の 
在籍者数（D） 
(D=A-B+C) 

離職率 
(C/D) 

生
活
相
談
員 

正規・非正規（計） 
平均 

655 66 44  
633 7.0% 

1.11 0.12 0.08 

 1.正規職員 
平均 

504 55 35  
484 7.2% 

 0.86 0.10 0.06  

 2.非正規職員 
平均 

151 11 9  
149 6.0% 

 0.26 0.02 0.02  

看
護
職
員 

正規・非正規（計） 
平均 

2,025 540 388  
1,873 20.7% 

3.35 0.92 0.66  

 1.正規職員 
平均 

1,032 257 174  
949 18.3% 

 1.75 0.44 0.30  

 2.非正規職員 
平均 

993 283 214  
924 23.2% 

 1.66 0.48 0.37  

Ｐ
Ｔ
・
Ｏ
Ｔ
・
Ｓ
Ｔ
等 

正規・非正規（計） 
平均 

695 102 66  
659 10.0% 

1.23 0.18 0.12  

 1.正規職員 
平均 

496 73 49  
472 10.4% 

 0.88 0.13 0.09  

 2.非正規職員 
平均 

199 29 17  
187 9.1% 

 0.35 0.05 0.03  

介
護
支
援
専
門
員 

（
ケ
ア
マ
ネ
ジ
ャ
ー
） 

正規・非正規（計） 
平均 

1,182 159 131  
1,154 11.4% 

1.50 0.21 0.17  

 1.正規職員 
平均 

912 118 97  
891 10.9% 

 1.17 0.16 0.13  

 2.非正規職員 
平均 

270 41 34  
263 12.9% 

 0.36 0.06 0.05  

※「離職者」とは、調査対象期間中に事業所を退職したり、解雇された方をいい、他企業への出向者や、同一企業内での転出入者、 

産休・育児休暇取得者を除く。 

  

令和７年度 
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問 貴事業所における居宅介護支援事業/提供しているサービスについて、昨年度の収支の状況

はいかがですか。（１つを選択） 

〔居宅介護支援：問４、居宅介護サービス：問３、介護保険施設等：問４〕 

▶ 「赤字」の事業所の割合は、居宅介護支援事業所で２割を超え、居宅介護サービス事業所

では約３割、介護保険施設等では約２割となっている 

図表2-2-3 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 貴事業所において、介護報酬請求事務にかかる時間は、１か月あたりおよそ何時間程度で

すか。（数字を記入） 

〔居宅介護支援：問５、居宅介護サービス：問４、介護保険施設等：問５〕 

▶ 請求事務にかかる時間について、居宅介護支援事業所では前回調査より平均1.6時間、介

護保険施設等では平均4.5時間減少しているが、居宅介護サービス事業所では平均3.9時

間増加している 

図表2-2-4 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

16.4 

21.5 

39.0 

40.4 

34.7 

32.6 

23.9 

27.7 

18.4 

18.8 

14.8 

7.8 

0.5 

1.3 

2.1 

0% 25% 50% 75% 100%

居宅介護支援 n=213

居宅介護サービス n=548

介護保険施設等 n=141

黒字 おおむね収支均衡 赤字 わからない 無回答

11.3 

20.7 

16.4 

11.7 
15.0 14.1 

8.0 

2.8 

21.4 22.1 

12.0 
8.2 

11.3 12.6 11.1 

1.3 

28.4 

20.6 

11.3 10.6 
7.1 6.4 

12.1 

3.5 

0%

10%

20%

30%

40%

５時間

未満

５～10

時間

未満

10～15

時間

未満

15～20

時間

未満

20～30

時間

未満

30～50

時間

未満

50時間

以上

無回答

居宅介護支援 n=213 居宅介護サービス n=548 介護保険施設等 n=141

居宅介護支援 
令和７年度平均：20.3時間 
令和４年度平均：21.9時間 
令和元年度平均：19.7時間 

居宅介護サービス 
令和７年度平均：26.3時間 
令和４年度平均：22.4時間 
令和元年度平均：23.8時間 

介護保険施設等 
令和７年度平均：20.5時間 
令和４年度平均：25.0時間 
令和元年度平均：17.6時間 
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問 貴事業所では、従業員の過不足の状況はどうですか。従業員全体と、職種別にご回答くだ

さい。（それぞれ１つを選択、当該職種がいない場合は「当該職種はいない」を選択） 

〔居宅介護サービス：問10、介護保険施設等：問13〕 

▶ 従業員全体の『不足感あり』の割合が、全国調査より7.9ポイント高くなっている 

図表2-2-5 ⑧従業員全体の過不足状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※『不足感あり』＝「大いに不足」＋「不足」＋「やや不足」 

※「当該職種はいない」「無回答」を除いた事業所数を母数としている 

 

 

図表2-2-6 従業員の過不足状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

22.2

6.9

17.6

6.0

1.8

9.6

3.8

12.7

35.2

16.3

25.8

16.7

11.7

19.3

11.3

25.5

25.0

13.4

28.5

24.7

15.7

24.8

19.6

34.9

17.6

63.4

26.6

50.9

69.2

46.3

64.6

25.5

0.0

0.0

1.5

1.6

1.5

0.0

0.8

1.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

0% 25% 50% 75% 100%

①訪問介護員 n=216

②サービス提供責任者

n=246

③介護職員 n=466

④看護職員 n=430

⑤生活相談員 n=325

⑥PT・OT・ST等 n=218

⑦介護支援専門員

n=240

⑧従業員全体 n=607

大いに不足 不足 やや不足 適当 過剰

「居宅介護サービス」＋「介護保険施設等」 

12.7 

16.0 

11.7 

10.0 

25.5 

29.4 

26.4 

21.2 

34.9 

34.4 

37.7 

34.0 

25.5 

19.8 

23.5 

34.3 

1.3 

0.4 

0.7 

0.5 

0% 25% 50% 75% 100%

令和７年度川崎市 n=607

令和４年度川崎市 n=524

令和元年度川崎市 n=549

令和６年度全国 n=7,512

大いに不足 不足 やや不足 適当 過剰

『不足感あり』73.1％ 

65.2％ 

「居宅介護サービス」＋「介護保険施設等」 

75.8％ 

79.8％ 
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問 前問「従業員全体でみた場合」で「大いに不足」「不足」「やや不足」と回答した事業所に

おうかがいします。不足した理由はどれですか。（あてはまるものすべてを選択） 

〔居宅介護サービス：問10-１、介護保険施設等：問13-１〕 

▶ 従業員全体で『不足感あり』と回答した事業所のうち、理由が「採用が困難である」割合

は減少傾向ではあるものの、約８割となっている 

図表2-2-7 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

78.2

23.4

22.5

9.2

0.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

採用が困難である

事業を拡大したいが

人材が確保できない

離職率が高い

（定着率が低い）

その他

無回答 n=444

令和７年度川崎市 

「居宅介護サービス」＋「介護保険施設等」 

令和４年度川崎市 

79.7

22.0

18.2

6.9

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=418

82.5

15.1

15.1

7.2

2.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=416

令和元年度川崎市 
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問 前問で「採用が困難である」と回答した事業所におうかがいします。 

採用が困難な原因は何にあるとお考えですか。（あてはまるものすべてを選択） 

〔居宅介護サービス：問10-２、介護保険施設等：問13-２〕 

▶ 採用が困難であると回答した事業所のうち、困難な原因として「賃金が低い」と回答した

事業所の割合は前回調査より大幅に増加し、６割を超えている 

図表2-2-8 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

「居宅介護サービス」＋「介護保険施設等」 

56.9

50.4

39.4

19.5

12.5

7.0

5.5

12.2

30.3

4.1

0.0

0% 20% 40% 60% 80%

n=343

65.7

47.6

40.1

16.1

12.4

8.1

7.8

6.3

17.9

7.2

0.3

0% 20% 40% 60% 80%

賃金が低い

仕事がきつい

（身体的・精神的）

社会的評価が低い

休みが取りにくい

雇用が不安定

労働時間が長い

キャリアアップの

機会が不十分

夜勤が多い

その他

わからない

無回答
n=347

令和７年度川崎市 令和元年度川崎市 

54.4

42.3

30.9

16.2

13.2

7.2

8.1

5.4

21.9

10.8

0.0

0% 20% 40% 60% 80%

n=333

令和４年度川崎市 



第２章 介護保険事業者調査（２ 共通設問の比較） 

 21 令和７年度 川崎市高齢者実態調査報告書 

問 貴事業所/貴施設では、人材確保に向けて、どのような取組を実施されていますか。 

（あてはまるものすべてを選択） 

〔居宅介護支援：問29、居宅介護サービス：問11、介護保険施設等：問14〕 

▶ いずれの事業所種別も「採用にあたり、多様な募集ルートを活用し、募集を行っている」

が最も高くなっている 

図表2-2-9 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

43.7 

22.5 

28.2 

24.4 

41.3 

2.8 

7.0 

26.3 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

採用にあたり、多様な募集ルートを

活用し、募集を行っている

採用にあたり、ケアの理念や経営

理念、業務内容等を詳細に説明し、

就労ニーズとのミスマッチの

解消に努めている

従業員の賃金について、職能給や

業績給を導入し、モチベーションの

向上に努めている

従業員の介護能力と就労ニーズを把握

しながら能力開発に努めている

従業員の悩みや不安・不満、疑問点等

について、上司や同僚に気軽に相談

できる体制づくりに努めている

外国人従業員の雇用を含め、

多様な方法を検討している

その他

特にない

無回答

n=213

居宅介護支援 居宅介護サービス 介護保険施設等 

72.1 

30.3 

31.0 

28.3 

49.1 

19.2 

1.6 

5.8 

1.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=548

80.1

35.5

30.5

27.7

56.7

46.8

4.3

3.5

0.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=141
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問 「採用にあたり、多様な募集ルートを活用し、募集を行っている」と答えた事業所におう

かがいします。どのようなルートを活用していますか。（あてはまるものすべてを選択） 

〔居宅介護サービス：問11-１、介護保険施設等：問14-１〕 

▶ 居宅介護サービスでは「求人情報誌・求人情報サイトの掲載」が８割弱、介護保険施設等

では「従業員からの紹介」が約９割と、それぞれ最も高くなっている 

図表2-2-10 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

69.9 

19.5 

72.9 

32.2 

76.5 

57.0 

23.5 

62.8 

4.3 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

職業安定所（ハローワーク）

学校訪問

従業員からの紹介

就職合同説明会（福祉のお仕事就職・

転職フェア）への参加

求人情報誌・求人情報サイトの掲載

人材紹介会社を通じた採用

派遣会社からの介護派遣の活用

ホームページ

その他

無回答
n=395

居宅介護サービス 介護保険施設等 

85.8

39.8

92.0

61.1

82.3

71.7

61.1

79.6

2.7

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=113
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20.4

65.2

77.9

33.3

1.6

1.4

0% 25% 50% 75% 100%

居宅介護サービス n=548

介護保険施設等 n=141

はい いいえ 無回答

問 外国人労働者を雇用していますか。（１つを選択） 

〔居宅介護サービス：問12、介護保険施設等：問15〕 

▶ 外国人労働者を雇用しているのは、居宅介護サービスでは約２割、介護保険施設等では６

割を超えている 

図表2-2-11 

 

 

 

 

 

 

 

問 「はい」と答えた事業所におうかがいします。 

令和７年10月１日現在、外国人労働者を何人雇用していますか。（数字を入力） 

〔居宅介護サービス：問12-１、介護保険施設等：問15-１〕 

▶ いずれの事業所種別も「１人」が最も高くなっている 

図表2-2-12 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

4.5

0.0

43.8

23.9

16.1

14.1

11.6

17.4

2.7

7.6

5.4

7.6

9.8

15.2

6.3

14.1

0.0

0.0

0% 25% 50% 75% 100%

居宅介護サービス n=112

介護保険施設等 n= 92

０人 １人 ２人 ３人 ４人 ５人 ６～９人 10人以上 無回答

平均

3.2人

5.0人
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問 貴事業所/貴施設において、離職防止や定着促進のため重点を置いて取り組んだことはどれ

ですか。（あてはまるものすべてを選択） 

〔居宅介護サービス：問13、介護保険施設等：問16〕 

▶ いずれの事業所種別も「職場内の仕事上のコミュニケーションの円滑化を図ること」が６

割を超えており、最も高くなっている 

図表2-2-13 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

60.0 

42.9 

29.9 

32.3 

42.5 

26.8 

38.3 

26.3 

64.4 

44.9 

43.1 

30.5 

65.5 

31.4 

46.4 

24.8 

28.5 

9.7 

0.7 

1.8 

0.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

賃金・労働時間等の労働条件（休暇を

取りやすくすることも含める）の改善

能力や仕事ぶりを評価し、

配置や処遇への反映

職員の仕事内容と必要な能力等の明示

キャリアに応じた給与体系の整備

非正規職員から正規職員への

転換の機会を設けること

新人の指導担当・アドバイザーの設置

能力開発の充実（社内研修、

社外講習等の受講・支援等）

管理者・リーダー層の部下育成や動機

付け能力向上に向けた教育研修の実施

労働時間（時間帯・総労働時間）の

希望を聞くこと

仕事内容の希望を聞くこと

（持ち場の移動など）

悩み、不満、不安などの相談窓口を

設けている（メンタルヘルスケア）

健康対策や健康管理に力を入れること

職場内の仕事上のコミュニケーションの

円滑化を図ること

経営者・管理者と従業員が経営方針、

ケア方針を共有する機会の設置

業務改善や効率化等による働きやすい

職場づくりに力を入れること

福利厚生を充実させ、職場内の交流を

深めること（同好会、親睦会の実施含む）

職場環境を整えること（休憩室、談話室、

出社時に座れる席の確保など）

子育て支援を行うこと（子ども預かり所の

設置や保育費用支援等）

その他

特に取り組んだことはない

無回答 n=548

居宅介護サービス 介護保険施設等 

55.3

45.4

38.3

34.0

52.5

35.5

49.6

33.3

51.1

44.7

53.2

32.6

64.5

35.5

57.4

22.0

31.2

14.9

2.1

1.4

0.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=141
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問 貴事業所/貴施設では、過去１年間（令和６年10月１日～令和７年９月30日）に採用した職

員の人数や質をどのように評価していますか。（１つを選択） 

〔居宅介護サービス：問14、介護保険施設等：問17〕 

▶ 居宅介護サービスでは「質には満足だが、人数は確保できていない」が３割を超え、介護

保険施設等では「人数・質ともに確保できていない」が４割を超えており、それぞれ最も

高くなっている 

図表2-2-14 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 貴事業所/貴施設では、「介護プロフェッショナルのキャリア段位制度」を導入していますか。

（１つを選択） 

〔居宅介護サービス：問15、介護保険施設等：問18〕 

▶ いずれの事業所種別も「当面導入の予定はない」が最も高く、居宅介護サービスでは４割

を超えており、介護保険施設等では約５割となっている 

図表2-2-15 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

19.9 

7.1 

14.6 

29.1 

32.7 

19.1 

30.7 

43.3 

2.2 

1.4 

0% 25% 50% 75% 100%

居宅介護サービス n=548

介護保険施設等 n=141

人数・質

ともに確保

できている

人数は確保

できている

が、質には

満足して

いない

質には満足

だが、人数は

確保できて

いない

人数・質

ともに確保

できていない

無回答

3.6

3.5

3.1

7.8

9.1

7.8

44.7

51.1

38.1

29.1

1.3

0.7

0% 25% 50% 75% 100%

居宅介護サービス n=548

介護保険施設等 n=141

すでに導入

しており、

評価者

（アセッサー）

登録者がいる

すでに導入

しており、

レベル認定に

取り組む、

またはレベル

認定を受けた

介護職員がいる

導入を予定

している

当面導入の

予定はない

この制度を

知らない

無回答
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27.6 

46.1 

43.1 

15.6 

29.4 

38.3 

0% 25% 50% 75% 100%

居宅介護サービス n=548

介護保険施設等 n=141

はい いいえ 無回答

問 ＬＩＦＥ関連加算を算定可能な通所介護・通所リハビリテーション・認知症対応型通所介

護・地域密着型通所介護・小規模多機能型居宅介護・看護小規模多機能型居宅介護事業所

におうかがいします。貴事業所では、ＬＩＦＥ関連加算を算定していますか。 

（１つを選択） 

〔居宅介護サービス：問16、介護保険施設等：問19〕 

▶ 居宅介護サービスではＬＩＦＥ関連加算を算定していない割合が高く、介護保険施設等で

はＬＩＦＥ関連加算を算定している割合が高い 

図表2-2-16 

 

 

 

 

 

 

 

問 算定していない事業所におうかがいします。貴事業所で、ＬＩＦＥの活用において課題だ

と感じていることはありますか。（あてはまるものすべてを選択） 

〔居宅介護サービス：問16-１、介護保険施設等：問19-１〕 

▶ 居宅介護サービスでは「ＬＩＦＥへの入力の手間（時間の確保）」が約４割、介護保険施

設等では「ＬＩＦＥやＬＩＦＥ関連加算についての職員への教育」が５割となっており、

それぞれ最も高くなっている 

図表2-2-17 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

38.6 

30.1 

28.0 

12.7 

20.8 

12.7 

21.2 

16.9 

5.9 

25.0 

14.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

LIFEへの入力の手間（時間の確保）

LIFEやLIFE関連加算についての

職員への教育

LIFE関連加算の理解

フィードバックの活用方法がわからない

LIFEの操作方法の理解

LIFE入力項目に関する実地指導への不安

LIFEの入力やLIFE関連加算算定の

ための人員が確保できない

PCや介護記録ソフトなどのLIFEへの

入力機器の整備

その他

課題なし

無回答
n=236

居宅介護サービス 介護保険施設等 

45.5

50.0

36.4

36.4

31.8

27.3

31.8

18.2

13.6

0.0

22.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=22
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問 算定している事業所におうかがいします。ＬＩＦＥをどのように活用していますか。 

（あてはまるものすべてを選択） 

〔居宅介護サービス：問16-２、介護保険施設等：問19-２〕 

▶ 居宅介護サービスでは「職員間での情報共有」が約４割、介護保険施設等では「自施設の利

用者像や課題の把握」が６割を超えており、それぞれ最も高くなっている 

図表2-2-18 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

39.1 

37.1 

33.8 

24.5 

19.2 

22.5 

41.1 

19.2 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

自施設の利用者像や課題の把握

ケアの実施状況の把握

ケアの結果の把握

ケアの在り方の見直し

利用者や家族への説明

施設内の管理指標としての活用

職員間での情報共有

活用していない

無回答
n=151

居宅介護サービス 介護保険施設等 

66.2

52.3

41.5

29.2

10.8

23.1

26.2

9.2

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=65
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問 利用者や家族からあげられる苦情の内容について、次の中から多いもの５つまでを選択し

てください。 

〔居宅介護支援：問19、居宅介護サービス：問８、介護保険施設等：問11〕 

▶ いずれの事業所種別も「サービスの質や内容に関すること」の割合が最も高くなっている 

図表2-2-19 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※居宅介護支援事業所の選択肢は「ケアプランに関すること」 

 

  

0.9 

44.1 

19.2 

43.2 

14.1 

14.1 

31.9 

30.0 

0.9 

3.8 

16.9 

0.0 

0% 20% 40% 60%

ケアプランに関すること※

個別のサービス計画に関すること

サービスの質や内容に

関すること

職員の資質等に関すること

認定調査や要介護認定結果に

関すること

サービス利用等の手続きに

関すること

制度やサービスの説明に

関すること

利用料や保険料負担に

関すること

介護保険制度そのものに

関すること

苦情については

把握していない

その他

苦情はない

無回答 n=213

居宅介護支援 居宅介護サービス 介護保険施設等 

5.1 

35.0 

23.7 

8.8 

6.6 

10.2 

15.7 

12.2 

3.5 

5.5 

33.2 

0.2 

0% 20% 40% 60%

n=548

14.9 

50.4 

38.3 

5.0 

6.4 

7.8 

14.9 

3.5 

11.3 

3.5 

22.7 

0.0 

0% 20% 40% 60%

n=141
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問 以下の取組について、貴事業所が実施しているものはどれですか。 

（あてはまるものすべてを選択） 

〔居宅介護支援：問20、居宅介護サービス：問17、介護保険施設等：問20〕 

▶ いずれの事業所種別も「事業所独自の方法で、定期的に自らのサービスの質の評価を行っ

ている」、「利用者からサービスの質に関する評価を受けている」、「第三者機関によりサー

ビスの質に関する評価を受けている」割合が低くなっている 

図表2-2-20 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

84.5 

26.3 

17.8 

4.2 

72.8 

93.4 

71.4 

93.9 

70.0 

85.9 

90.6 

71.8 

0.0 

0.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

事業所内のわかりやすい場所

に運営規程を掲示している

事業所独自の方法で、定期的

に自らのサービスの質の

評価を行っている

利用者からサービスの質に

関する評価を受けている

第三者機関によりサービスの

質に関する評価を受けている

居宅介護支援事業/居宅サービス

事業の基本的な業務に関する

手引書を整備している

苦情・相談対応窓口

（担当など）を設置している

苦情・相談への対応に関する

手続き等を定めた手引書を

整備している

業務上知り得た利用者や家族

の個人情報に関する守秘義務

を職員に徹底している

サービス提供中に事故が発生

した場合の対応手順、責任者等

を定めた手引書を整備している

感染症の予防や発生した場合の

蔓延防止に関する手引書を整備

している

職員に対する健康診断を

定期的に実施している

職員に対する感染症の予防

接種を定期的に実施している

上記について行って

いるものはない

無回答
n=213

居宅介護支援 居宅介護サービス 介護保険施設等 

86.3 

36.1 

33.8 

12.0 

58.8 

90.3 

76.5 

90.7 

80.3 

88.3 

88.3 

72.1 

0.7 

0.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=548

90.8

34.8

42.6

33.3

29.8

89.4

71.6

87.2

78.7

87.2

93.6

87.9

1.4

0.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=141
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問 貴事業所におけるケアマネジャー/職員の研修参加状況についておうかがいします。 

過去１年間（令和６年10月１日～令和７年９月30日）の研修参加状況について、あてはま

るものすべてを選択してください。なお、常勤と非常勤の区別は、雇用形態によります 

〔居宅介護支援：問21、居宅介護サービス：問18、介護保険施設等：問21〕 

▶ いずれの事業所種別も「常勤のケアマネジャー/職員の参加があった」事業所の割合が約

９割となっている 

図表2-2-21 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 過去１年間（令和６年10月１日～令和７年９月30日）で、ケアマネジャー/職員はどのよう

な研修に参加しましたか。（あてはまるものすべてを選択） 

〔居宅介護支援：問21-１、居宅介護サービス：問18-１、介護保険施設等：問21-１〕 

▶ 居宅介護支援事業所は「事例検討」が７割弱、居宅介護サービス事業所は「安全対策、接

遇・マナー」が８割弱、介護保険施設等は「介護技術・知識」が９割弱と、それぞれ最も

高くなっている 

図表2-2-22 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

居宅介護支援 居宅介護サービス 介護保険施設等 

90.1 

20.7 

1.9 

6.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

常勤のケアマネジャー/職員

の参加があった

非常勤(常勤以外)のケアマネ

ジャー/職員の参加があった

参加したケアマネジャー

/職員はいない

無回答

n=213

89.4 

70.4 

5.3 

1.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=548

93.6 

77.3 

3.5 

2.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=141

31.8

61.0

32.3

32.3

45.6

66.7

33.3

20.5

0.0

2.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

介護技術・知識

介護保険制度や関係法令

安全対策（事故時の

応急措置等）、接遇・マナー

情報共有、記録・報告方法

コンプライアンス・

プライバシー保護

事例検討

資格取得のための研修

その他

いずれも行っていない

無回答 n=195

居宅介護支援 居宅介護サービス 介護保険施設等 

73.2

48.4

76.8

50.2

69.7

54.1

22.7

11.5

0.2

2.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=512

87.2

57.1

84.2

48.1

74.4

53.4

48.9

9.0

0.0

3.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=133



第２章 介護保険事業者調査（２ 共通設問の比較） 

 31 令和７年度 川崎市高齢者実態調査報告書 

問 過去１年間（令和６年10月１日～令和７年９月30日）で、ケアマネジャー/職員の研修への

参加状況はどの程度ですか。（１つを選択） 

〔居宅介護支援：問21-２、居宅介護サービス：問18-２、介護保険施設等：問21-２〕 

▶ 居宅介護支援事業所では「すべてのケアマネジャー」が何らかの研修に参加している割合

が８割を超えている 

図表2-2-23 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※選択肢の詳細 

 「すべてのケアマネジャー/職員」：「すべてのケアマネジャー/職員が何らかの研修に参加している」 

 「７～９割程度」：「すべてのケアマネジャー/職員の７～９割程度が何らかの研修に参加している」 

 「４～６割程度」：「すべてのケアマネジャー/職員の４～６割程度が何らかの研修に参加している」 

 「２～３割程度」：「すべてのケアマネジャー/職員の２～３割程度が何らかの研修に参加している」 

 「１割程度、あるいはそれ以下」：「すべてのケアマネジャー/職員の１割程度、あるいはそれ以下しか、研修に参加していない」 

 

  

85.1 

54.5 

49.6 

9.2 

25.0 

27.8 

4.1 

11.1 

13.5 

0.5 

6.3 

7.5 

0.5 

1.8 

0.0 

0.5 

1.4 

1.5 

0% 25% 50% 75% 100%

居宅介護支援 n=195

居宅介護サービス n=512

介護保険施設等 n=133

すべての

ケアマネジャー

/職員

７～９割

程度

４～６割

程度

２～３割

程度

１割程度、

あるいは

それ以下

無回答



第２章 介護保険事業者調査（２ 共通設問の比較） 

令和７年度 川崎市高齢者実態調査報告書 32   

問 貴事業所では、事故や「ヒヤリ・ハット事例」については、ひと月に何件くらいあります

か。（１つを選択、数字を入力） 

〔居宅介護支援：問22、居宅介護サービス：問19、介護保険施設等：問22〕 

▶ 事故や「ヒヤリ・ハット事例」の発生は、居宅介護サービス事業所で約７割、介護保険施

設等でほぼ全事業所となっている 

図表2-2-24 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▶ 事故や「ヒヤリ・ハット事例」が発生した事業所のうち、ひと月あたりの発生件数は、介

護保険施設等では「５件以上」が約７割となっている 

図表2-2-25 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 貴事業所では、事故や「ヒヤリ・ハット事例」に関する周知、または研修等を行っています

か。（あてはまるものすべてを選択） 

〔居宅介護支援：問23、居宅介護サービス：問20、介護保険施設等：問23〕 

▶ いずれの事業所種別も「定期的に会議・打合せで議題として提示して注意喚起を行ってい

る」割合が最も高くなっている 

図表2-2-26 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

68.1 

76.6 

52.5 

0.7 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=141

20.2 

67.9 

95.7 

71.4 

28.6 

2.1 

6.6 

1.8 

2.1 

1.9 

1.6 

0.0 

0% 25% 50% 75% 100%

居宅介護支援 n=213

居宅介護サービス n=548

介護保険施設等 n=141

発生している 発生していない 把握していない 無回答

23.3 

55.8 

7.0 7.0 
0.0 

7.0 
0.0 

6.5

34.7

18.5
12.9

3.8

21.8

1.90.0 
5.2

9.6
14.1

1.5

69.6

0.0 
0%

20%

40%

60%

80%

１件未満 １件 ２件 ３件 ４件 ５件以上 無回答

居宅介護支援 n=43 居宅介護サービス n=372 介護保険施設等 n=135

居宅介護支援 居宅介護サービス 介護保険施設等 

55.7 

58.0 

47.6 

4.4 

0.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=548

27.7 

38.0 

25.4 

24.4 

1.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

定期的に資料の回覧などで周知

をして注意喚起を行っている

定期的に会議・打合せで議題として

提示して注意喚起を行っている

定期的に研修等を行い

注意喚起を行っている

特に対応していない

無回答
n=213
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 33 令和７年度 川崎市高齢者実態調査報告書 

問 貴事業所では、利用者からの「セクハラ」「いやがらせ・不当な要求・暴力」の発生につい

ては、ひと月に何件くらいありますか。（それぞれ１つを選択、数字を入力） 

〔居宅介護支援：問24、居宅介護サービス：問21、介護保険施設等：問24〕 

▶ 「セクハラ」の発生状況について、居宅介護サービス事業所では１割を超え、介護保険施

設等では約２割の事業所で「セクハラ」が発生している 

図表2-2-27 ①「セクハラ」の発生 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▶ 「セクハラ」が発生した事業所のうち、ひと月あたりの発生件数は、介護保険施設等では

「５件以上」が約３割となっている 

図表2-2-28 ①「セクハラ」発生件数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▶ 「いやがらせ・不当な要求・暴力」の発生状況について、居宅介護サービス事業所では約

１割の事業所で、居宅介護支援事業所や介護保険施設等では２割を超える事業所で発生し

ている 

図表2-2-29 ②「いやがらせ・不当な要求・暴力」の発生 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

14.1 

15.7 

20.6 

82.2 

79.2 

72.3 

2.8 

3.3 

5.0 

0.9 

1.8 

2.1 

0% 25% 50% 75% 100%

居宅介護支援 n=213

居宅介護サービス n=548

介護保険施設等 n=141

発生している 発生していない 把握していない 無回答

20.0 

63.3 

10.0 
3.3 0.0 0.0 3.3 

18.6 

51.2 

16.3 

5.8 
1.2 

7.0 
0.0 

6.9 

41.4 

6.9 10.3 

0.0 

31.0 

3.4 

0%

20%

40%

60%

80%

１件未満 １件 ２件 ３件 ４件 ５件以上 無回答

居宅介護支援 n=30 居宅介護サービス n=86 介護保険施設等 n=29

23.0 

12.2 

24.1 

73.7 

82.7 

69.5 

2.8 

3.6 

4.3 

0.5 

1.5 

2.1 

0% 25% 50% 75% 100%

居宅介護支援 n=213

居宅介護サービス n=548

介護保険施設等 n=141

発生している 発生していない 把握していない 無回答
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▶ 「いやがらせ・不当な要求・暴力」が発生した事業所のうち、ひと月あたりの発生件数は、

介護保険施設等では「５件以上」が約２割となっている 

図表2-2-30 ②「いやがらせ・不当な要求・暴力」発生件数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 貴事業所で「セクハラ」の対応策として、具体的に取り組んでいることを教えてください。

（あてはまるものすべてを選択） 

〔居宅介護支援：問25、居宅介護サービス：問22、介護保険施設等：問25〕 

▶ いずれの事業所種別も「報告・相談しやすい窓口の設置」が最も高くなっている 

図表2-2-31 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

8.2 

75.5 

4.1 
8.2 

0.0 2.0 2.0 

16.4 

52.2 

10.4 
4.5 4.5 

9.0 
3.0 5.9 

35.3 

14.7 14.7 

2.9 

20.6 

5.9 

0%

20%

40%

60%

80%

１件未満 １件 ２件 ３件 ４件 ５件以上 無回答

居宅介護支援 n=49 居宅介護サービス n=67 介護保険施設等 n=34

58.2 

58.2 

41.8 

78.7 

18.4 

13.5 

5.0 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80%

n=141

居宅介護支援 居宅介護サービス 介護保険施設等 

55.3 

55.5 

52.0 

73.9 

27.7 

14.2 

4.9 

0.5 

0% 20% 40% 60% 80%

n=548

46.5 

47.4 

40.4 

60.6 

29.6 

14.1 

14.6 

1.4 

0% 20% 40% 60% 80%

セクハラに対する事業者

としての基本方針の決定

基本方針の職員、利用者

及び家族等への周知

マニュアル等の作成

報告・相談しやすい窓口の設置

介護保険サービスの業務範囲

等へのしっかりとした理解と

統一に向けた取組

対応策の策定とＰＤＣＡによる更新

特にない

無回答 n=213
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 35 令和７年度 川崎市高齢者実態調査報告書 

77.0 

72.8 

80.1 

22.1 

26.6 

19.9 

0.9 

0.5 

0.0 

0% 25% 50% 75% 100%

居宅介護支援 n=213

居宅介護サービス n=548

介護保険施設等 n=141

知っている 知らない 無回答

問 貴事業所で「いやがらせ・不当な要求・暴力」の対応策として、具体的に取り組んでいるこ

とを教えてください。（あてはまるものすべてを選択） 

〔居宅介護支援：問26、居宅介護サービス：問23、介護保険施設等：問26〕 

▶ いずれの事業所種別も「報告・相談しやすい窓口の設置」が最も高くなっている 

図表2-2-32 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 介護・福祉現場で働く職員が、利用者・家族等からカスタマーハラスメントを受けた場合

の相談窓口（川崎市介護・障害福祉サービス事業所向けカスタマーハラスメント相談窓口）が

あることを知っていますか。（１つを選択） 

〔居宅介護支援：問27、居宅介護サービス：問24、介護保険施設等：問27〕 

▶ 「カスタマーハラスメントを受けた場合の相談窓口を知っている」割合は、いずれの事業

所種別も７割を超えている 

図表2-2-33 

 

 

 

 

 

 

  

53.2 

62.4 

37.6 

80.1 

22.7 

12.1 

5.0 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=141

居宅介護支援 居宅介護サービス 介護保険施設等 

50.4 

54.6 

47.3 

73.7 

27.6 

13.9 

6.9 

0.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=548

43.7 

46.9 

33.8 

55.4 

31.0 

10.3 

16.4 

1.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

「いやがらせ・不当な要求・暴力」

に対する事業者としての基本方針の

決定

基本方針の職員、利用者

及び家族等への周知

マニュアル等の作成

報告・相談しやすい窓口の設置

介護保険サービスの業務範囲

等へのしっかりとした理解と

統一に向けた取組

対応策の策定とＰＤＣＡによる更新

特にない

無回答 n=213
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問 貴事業所では、虐待の発生については、把握していますか。（１つを選択） 

〔居宅介護サービス：問25、介護保険施設等：問28〕 

▶ 「虐待の発生を把握している」割合は、居宅介護サービス事業所で約１割、介護保険施設

等で２割弱となっている 

図表2-2-34 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 貴事業所でこれまで確認された虐待事例の原因についてお答えください。 

（あてはまるものすべてを選択） 

〔居宅介護サービス：問26、介護保険施設等：問29〕 

▶ いずれの事業所種別も「虐待は発生していない・把握していない」が最も高いが、原因と

しては「職員育成が不十分」が最も高くなっている 

図表2-2-35 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

9.5 

17.0 

89.1 

83.0 

0.9 

0.0 

0.5 

0.0 

0% 25% 50% 75% 100%

居宅介護サービス n=548

介護保険施設等 n=141

虐待の発生を

把握している

虐待は発生

していない

虐待の有無を

把握していない

無回答

居宅介護サービス 介護保険施設等 

6.8 

3.1 

4.9 

7.5 

4.4 

83.6 

0.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現場に対する認識不足等

による指導不足

介護方針の不明確さ

ケア体制が不十分

職員育成が不十分

その他

虐待は発生していない・

把握していない

無回答 n=548

22.7 

7.1 

14.2 

25.5 

5.7 

65.2 

0.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=141
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問 貴事業所で虐待の対応策として、具体的に取り組んでいることを教えてください。 

（あてはまるものすべてを選択） 

〔居宅介護サービス：問27、介護保険施設等：問30〕 

▶ いずれの事業所種別も「虐待に対する事業者としての基本方針の決定」が最も高くなって

いる 

図表2-2-36 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

居宅介護サービス 介護保険施設等 

76.5 

70.3 

77.4 

74.3 

41.4 

20.8 

2.9 

0.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

虐待に対する事業者としての基本方針の決定

基本方針の職員、利用者及び家族等への周知

マニュアル等の作成

報告・相談しやすい窓口の設置

介護保険サービスの業務範囲等への

しっかりとした理解と統一に向けた取組

対応策の策定とＰＤＣＡによる更新

特にない

無回答 n=548

90.8 

81.6 

84.4 

83.7 

43.3 

30.5 

0.0 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=141
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問 貴事業所では、ケアマネジャー/職員の質の確保・向上を図るために、今後どのような視点

を重視した取組が必要だと思いますか。（あてはまるものすべてを選択） 

〔居宅介護支援：問30、居宅介護サービス：問32、介護保険施設等：問36〕 

▶ 居宅介護支援事業所では「ケアマネジメント技術やアセスメント能力の向上」が約８割、

居宅介護サービス事業所では「利用者の状態に応じた応用技術の向上」が約８割、介護保

険施設等では「基本的な技術や実践的知識の向上」が約９割と、それぞれ最も高くなって

いる 

図表2-2-37 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

88.7

86.5

68.8

84.4

56.7

45.4

62.4

41.8

21.3

32.6

1.4

0.0

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=141

居宅介護支援 居宅介護サービス 介護保険施設等 

79.4 

80.5 

47.8 

76.5 

47.8 

38.9 

51.5 

42.5 

15.3 

28.1 

1.6 

2.7 

0.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=548

54.9 

69.5 

77.5 

62.0 

53.1 

61.0 

60.6 

68.5 

7.5 

19.7 

2.3 

2.8 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

基本的な技術や

実践的知識の向上

利用者の状態に応じた

応用技術の向上

ケアマネジメント技術や

アセスメント能力の向上

利用者への対応の仕方など

マナーやｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ技術の向上

苦情や相談への対処能力の向上

処遇困難者への対処能力の向上

ケアマネジャー/サービス提供者

としての基本姿勢の徹底

制度に関する最新情報の取得

第三者評価の実施（介護サービス

情報の公表を除く）

事業所内でのキャリアパスの構築

その他

特にない

無回答 n=213
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問 貴事業所は、地域の中で次のような取組を行っていますか。 

（あてはまるものすべてを選択） 

〔居宅介護支援：問31、居宅介護サービス：問33、介護保険施設等：問37〕 

▶ 介護保険施設等では「ボランティアの受け入れ」が約６割、居宅介護サービス事業所では

「職場見学や職場体験・実習の受け入れ」が３割を超え、それぞれ最も高くなっている 

図表2-2-38 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

9.2 

38.3 

41.1 

39.0 

17.0 

14.2 

14.9 

7.8 

60.3 

61.7 

3.5 

7.8 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80%

n=141

居宅介護支援 居宅介護サービス 介護保険施設等 

27.7 

20.3 

22.4 

22.8 

10.8 

9.7 

10.6 

6.6 

36.1 

35.0 

2.2 

20.4 

0.7 

0% 20% 40% 60% 80%

n=548

20.7 

11.7 

23.0 

16.4 

23.0 

11.3 

13.6 

7.0 

26.8 

9.9 

2.8 

32.4 

0.5 

0% 20% 40% 60% 80%

介護保険外の生活

支援サービスの提供

事業所の設備や建物

等を地域に開放

祭りなどの地域行事に

事業所として参加

町内会・自治会等にメンバー

として参加・日常的な関係づくり

民生委員、関係機関等とともに

地域の見守りネットワークに参加

他の事業所等と連携した利用者の支援

について手順やマニュアルを整備

地域や学校において介護や

健康づくり等に関する

セミナー・教室を開催・支援

介護者の集いを開催・支援

職場見学や職場体験・実習の

受け入れ

ボランティアの受け入れ

生活・介護支援や見守りのため

のボランティアの育成・組織化

いずれも行っていない

無回答

n=213
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問 貴事業所では、災害時の対策を実施・計画していますか。（あてはまるものすべてを選択） 

〔居宅介護支援：問32、居宅介護サービス：問34、介護保険施設等：問38〕 

▶ いずれの事業所種別も「災害対策マニュアル等を作成している」が最も高く９割を超え、

介護保険施設等は「災害時の備蓄対策をしている」割合が他の事業所種別と比べて高く、

約９割となっている 

図表2-2-39 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

居宅介護支援 居宅介護サービス 介護保険施設等 

93.4 

69.5 

27.2 

16.9 

3.3 

2.8 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

災害対策マニュアル

等を作成している

災害時の備蓄対策をしている

施設の耐震対策(ガラスの飛散

防止・棚類の転倒防止など)を

実施している

防災訓練などで近隣の住民

組織(町内会、自主防災組織)と

連携したことがある

その他

特に何もしていない

無回答 n=213

94.9 

72.4 

31.2 

17.9 

1.8 

2.4 

0.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=548

95.0 

88.7 

27.7 

22.7 

1.4 

0.0 

0.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=141
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問 貴事業所において、事業を展開する上での問題点・課題はありますか。 

（あてはまるものすべてを選択） 

〔居宅介護支援：問33、居宅介護サービス：問36、介護保険施設等：問41〕 

▶ 居宅介護サービス事業所と介護保険施設等では「人材の確保が困難」が約８割と最も高く、

居宅介護支援事業所では「介護報酬に反映されない業務が多い」が７割弱と最も高くなっ

ている 

図表2-2-40 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※「従来から地域でサービス提供をしてきた事業主体が強い」は介護保険施設等の選択肢にはない 

 

 

  

居宅介護支援 居宅介護サービス 介護保険施設等 

9.9 

54.9 

19.7 

11.7 

9.9 

40.8 

53.5 

67.1 

10.8 

4.2 

4.2 

2.8 

5.6 

2.3 

0.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

利用者の確保が困難

人材の確保が困難

従業員の雇用条件・福利厚生

が不十分

事務など間接経費が高い

人件費が高い

経理・介護報酬請求事務など

事務作業が多い

介護報酬が低い

介護報酬に反映されない業務が多い

運営・運転資金の確保が困難

事業所（営業拠点）の

確保・維持が困難

従来から地域でサービス提供

をしてきた事業主体が強い※

サービス提供地域内に他の事業者

が多すぎて競争が激しい

その他

特にない

無回答
n=213

33.3 

84.4 

24.1 

12.8 

25.5 

24.8 

45.4 

39.7 

14.2 

8.5 

**

19.1 

1.4 

7.8 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=141

30.8 

76.8 

21.9 

15.5 

29.6 

29.2 

52.7 

36.3 

15.1 

9.1 

3.3 

13.1 

2.2 

7.3 

0.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=548
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問 川崎市内で事業を展開する上で、川崎市に支援・充実してほしいと思うことはありますか。

（あてはまるものすべてを選択） 

〔居宅介護支援：問34、居宅介護サービス：問37、介護保険施設等：問42〕 

▶ 居宅介護支援事業所では「処遇困難者への対応」が約６割、居宅介護サービス事業所では

「介護保険制度に関する最新・適切な情報の提供」が約５割、介護保険施設等では「医療・

介護・福祉の連携、ネットワークづくり」が４割を超えており、それぞれ最も高くなって

いる 

図表2-2-41 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

54.5 

41.3 

17.8 

11.7 

23.5 

22.1 

22.5 

26.8 

59.2 

35.7 

35.2 

34.3 

7.5 

2.8 

1.9 

0% 20% 40% 60% 80%

介護保険制度に関する

最新・適切な情報の提供

川崎市の高齢者保健福祉施策・

サービスに関する情報の提供

他の介護保険事業者に

関する情報の提供

市の広報やホームページを活用

した、事業所の効果的なPRの支援

事業者間の連携強化のための支援

ケアマネジャーやホームヘルパー

などサービス提供者養成の推進

ケアマネジャーやホーム

ヘルパーなどサービス提供者の

質の向上のための研修の実施

ケアマネジャーやサービス提供者

のための相談窓口の設置

処遇困難者への対応

サービス利用者や家族の介護保険

制度の理解向上に向けた取組

第２号被保険者の社会参加、

就労・復職支援サービスの提供

医療・介護・福祉の連携、ネット

ワークづくり

その他

特にない

無回答 n=213

居宅介護支援 居宅介護サービス 介護保険施設等 

48.5 

31.8 

16.2 

22.1 

23.9 

17.9 

17.7 

12.6 

29.4 

30.5 

9.9 

37.2 

3.3 

13.0 

1.1 

0% 20% 40% 60% 80%

n=548

41.8 

33.3 

12.8 

25.5 

21.3 

23.4 

26.2 

21.3 

34.8 

27.0 

4.3 

46.1 

6.4 

14.9 

3.5 

0% 20% 40% 60% 80%

n=141
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３ 居宅介護支援事業者調査 

問 令和７年10月１日現在、貴事業所が指定を受けているサービスすべてを選択してください。 

→「１ 調査対象事業所の概要」（P11）に掲載 
 

問１ 令和７年10月１日現在、貴事業所に所属するケアマネジャー数をご記入ください。 

（数字を入力） 

→「１ 調査対象事業所の概要」（P12）に掲載 

【令和７年度新規設問】 

問２ 貴事業所の介護保険の指定介護サービス事業に従事する従業員（ケアマネジャー）につ

いて、令和７年10月１日現在の在籍者数、１年間（令和６年10月１日から令和７年９月

30日まで）の採用者数及び離職者数をお答えください。（数字を入力） 

▶ 正規職員のケアマネジャーについて、採用者数の平均は0.41人、離職者数の平均は0.28

人となっている 

図表2-3-1 

 

 単位：人 

  １年間の採用者・離職者 

在籍者数 採用者数 離職者数 

ケアマネジャー（計） 

平均 

689 104 71 

3.30 0.52 0.36 

 1.正規職員 

平均 

567 80 56 

 2.73 0.41 0.28 

 2.非正規職員（計） 

平均 

122 24 15 

 0.68 0.14 0.09 

 
 

常勤労働者 

平均 

58 12 8 

 0.34 0.07 0.05 

 
 

短時間労働者 

平均 

71 7 8 

 0.41 0.04 0.05 

 3.派遣職員 

平均 

4  
 

 0.02 

※「離職者」とは、調査対象期間中に事業所を退職したり、解雇された方をいい、他企業への出向者や、同一企業内での転出入者、産休・育

児休暇取得者を除く。 

注）非正規職員は、内訳に無回答・回答不備等を含むため、合計人数と内訳の計は一致しない。 

  

令和７年度 
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10.3 

4.2 

17.8 

12.2 
13.6 

5.2 

21.6 

13.6 

1.4 

0%

10%

20%

30%

０人 １～19人 20～39人 40～59人 60～79人 80～99人 100～149人 150人以上 無回答

n=213

問３ 貴事業所における、令和７年９月のケアプラン作成実人数をご記入ください。 

（数字を入力） 

▶ ケアプラン作成の平均実人数が、前回調査より11.5人増加している 
 
① ケアプラン作成実人数９月合計（要介護１以上） 

図表2-3-2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▶ 予防プラン作成の平均実人数が、前回調査より0.3人減少している 
 
②地域包括支援センターから委託を受けた要支援１、２の予防プランの作成実人数９月合計 

図表2-3-3 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

16.4 

23.5 

28.2 

11.7 

17.8 

2.3 

0%

10%

20%

30%

０人 １～９人 10～19人 20～29人 30人以上 無回答

n=213

令和７年度平均：17.6人 
令和４年度平均：17.3人 
令和元年度平均：21.7人 

令和７年度平均要介護度：2.3 
 

令和７年度平均：84.0人 
令和４年度平均：72.5人 
令和元年度平均：66.7人 
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10.3 
6.1 

9.9 

28.2 
32.4 

13.1 

0%

10%

20%

30%

40%

50%

80％

未満

80％以上

90％未満

90％以上

95％未満

95％以上

100％未満

100％ 無回答

n=213

11.3 

7.0 

19.2 

10.8 
12.7 

6.1 

18.8 

11.3 

2.8 

0%

10%

20%

30%

０人 １～

19人

20～

39人

40～

59人

60～

79人

80～

99人

100～

149人

150人

以上

無回答

n=213

問３-１ ①の９月合計のうち、川崎市の被保険者を対象としたケアプラン作成実人数をご記入

ください。（数字を入力） 

▶ 川崎市の被保険者対象のケアプラン作成の平均人数が、前回調査より8.0人増加している 
 
（１）川崎市の被保険者対象のケアプラン作成実人数 

図表2-3-4 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▶ 川崎市の被保険者の平均割合は９割弱となっている 
 
（２）ケアプラン作成実人数のうち、川崎市の被保険者の割合 

図表2-3-5 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問３-２ ①の９月合計のうち、転居等の理由で介護報酬を請求できなかったケースはあります

か。実人数をご記入ください。（数字を入力） 

▶ 介護報酬を請求できなかった人数を「０人」と回答している事業所が約８割となっている 

図表2-3-6 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

84.5 

4.7 3.8 1.9 1.4 2.8 0.9 

0%

20%

40%

60%

80%

100%

０人 １人 ２人 ３人 ４人 ５人以上 無回答

n=213

実人数 
令和７年度平均：0.5人 
令和４年度平均：0.4人 
令和元年度平均：0.3人 

 
未請求の割合 

令和７年度平均：0.5％ 
令和４年度平均：0.9％ 
令和元年度平均：0.6％ 

令和７年度平均要介護度：2.2 
 

令和７年度平均：74.4人 
令和４年度平均：66.4人 
令和元年度平均：60.2人 

令和７年度平均：87.4％ 
令和４年度平均：90.1％ 
令和元年度平均：85.8％ 
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83.1

9.4
3.3 2.3 0.0 0.9 0.9

0%

20%

40%

60%

80%

100%

０人 １人 ２人 ３人 ４人 ５人以上 無回答

n=213

16.4

16.8

7.3

40.4

42.1

31.8

23.9

24.8

39.2

18.8

16.3

13.5

0.5

0.0

8.2

0% 25% 50% 75% 100%

令和７年度 n=213

令和４年度 n=202

令和元年度 n=245

黒字 おおむね収支均衡 赤字 わからない 無回答

問３-３ ①の９月合計のうち、虐待あるいは虐待が疑われるケースはありますか。実人数をご

記入ください。（数字を入力） 

▶ 虐待あるいは虐待が疑われるケースが「０人」（ない）と回答している事業所の割合が約

８割となっている 

図表2-3-7 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問４ 貴事業所における居宅介護支援事業について、昨年度の収支の状況はいかがですか。 

（１つを選択） 

▶ 「赤字」の事業所の割合が前回調査から変化はなく、２割を超えている 

図表2-3-8 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問５ 貴事業所において、介護報酬請求事務にかかる時間は、１か月あたりおよそ何時間程度

ですか。（数字を入力） 

→「２ 共通設問の比較」（P17）に掲載 

 

  

実人数 
令和７年度平均：0.3人 
令和４年度平均：0.3人 
令和元年度平均：0.3人 

 
割合 

令和７年度平均：0.4％ 
令和４年度平均：0.5％ 
令和元年度平均：0.5％ 
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問６ 貴事業所では、ケアプラン作成の新規依頼があった場合に、どの程度対応（提供）でき

る体制にありますか。（１つを選択） 

▶ ケアプラン作成の新規依頼に「対応できる体制にない」事業所の割合が前回調査より大幅

に減少している 

図表2-3-9 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問７ 貴事業所では、地域包括支援センターから、予防ケアプラン作成の新規依頼があった場

合に、どの程度対応（提供）できる体制にありますか。（１つを選択） 

▶ 予防ケアプラン作成の新規依頼に「対応できない」事業所の割合が前回調査より減少した

ものの、３割を超えている 

図表2-3-10 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問７-１ 「対応できない」と答えた事業所におうかがいします。 

対応できない理由について、あてはまるものを選択してください。（１つを選択） 

▶ 予防ケアプラン作成の新規依頼に対応できない理由として「採算が合わない」事業所の割

合が前回調査より大幅に増加し、４割となっている 

図表2-3-11 

 

 

 

 

 

 

 

  

14.1

25.2

18.0

46.0

51.0

51.4

21.6

11.9

16.3

5.6

3.0

4.5

3.3

1.0

2.4

8.5

7.9

1.6

0.9

0.0

5.7

0% 25% 50% 75% 100%

令和７年度 n=213

令和４年度 n=202

令和元年度 n=245

対応できる

体制にない

５件未満 ５～10件

程度

11～20件

程度

21件以上 わからない 無回答

40.0

25.0

32.5

28.6

33.8

20.5

31.4

41.3

45.8

0.0

0.0

1.2

0% 25% 50% 75% 100%

令和７年度 n=70

令和４年度 n=80

令和元年度 n=83

採算が合わない 必要な人材が揃っていない その他 無回答

32.9

39.6

33.9

39.9

38.6

40.4

11.7

8.9

11.0

1.9

2.0

2.4

2.3

0.5

1.2

9.4

10.4

1.6

1.9

0.0

9.4

0% 25% 50% 75% 100%

令和７年度 n=213

令和４年度 n=202

令和元年度 n=245

対応

できない

１～２件

程度

３～５件

程度

６～10件

程度

11件以上 わからない 無回答
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問８ 貴事業所では、ケアプランに、利用者や家族の要望・意向をどの程度反映できています

か。（１つを選択） 

▶ 「すべてのケース」で要望や意向を反映できている事業所の割合が前回調査より増加し、

４割を超えている 

図表2-3-12 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問９ 貴事業所では、ケアプランを作成するにあたり、利用者の課題の分析（アセスメント）

をどの程度実施できていますか。（１つを選択） 

▶ 「すべてのケース」で課題の分析を実施できている事業所の割合が前回調査より増加し、

約７割となっている 

図表2-3-13 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問10 貴事業所では、介護保険サービス以外のインフォーマルサービスも含めた、総合的な視

点をもったケアプランの作成をしていますか。（１つを選択） 

▶ 「すべてのケース」で総合的な視点をもったケアプラン作成ができている事業所の割合が

前回調査より微増し、２割を超えている 

図表2-3-14 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

44.6

39.6

43.7

49.8

56.9

51.8

2.8

3.5

3.3

1.4

0.0

0.0

1.4

0.0

1.2

0% 25% 50% 75% 100%

令和７年度 n=213

令和４年度 n=202

令和元年度 n=245

すべてのケース ７～９割程度 ４～６割程度 ２～３割程度 ほとんど

できていない

無回答

70.4

67.3

71.0

24.9

27.2

24.9

3.8

4.0

3.3

0.0

1.5

0.0

0.5

0.0

0.4

0.5

0.0

0.4

0% 25% 50% 75% 100%

令和７年度 n=213

令和４年度 n=202

令和元年度 n=245

すべてのケース ７～９割程度 ４～６割程度 ２～３割程度 ほとんどで

きていない

無回答

23.9

21.8

26.1

46.5

46.0

38.8

18.8

23.8

21.6

9.9

7.9

11.8

0.5

0.5

1.2

0.5

0.0

0.4

0% 25% 50% 75% 100%

令和７年度 n=213

令和４年度 n=202

令和元年度 n=245

すべてのケース ７～９割程度 ４～６割程度 ２～３割程度 ほとんどで

きていない

無回答
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問11 貴事業所では、利用者によるサービス事業所の選択について、どのように行っています

か。（１つを選択） 

▶ 「日頃から情報収集を行い、新規の事業所を含めて複数箇所を提示し、必要に応じて利用

者による見学等を行い、利用者の希望を聞いている」事業所の割合が前回調査から変化は

なく、８割を超えている 

図表2-3-15 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

83.1 

82.2 

82.9 

11.3 

10.9 

12.2 

4.2 

5.4 

4.1 

0.9 

1.5 

0.0 

0.5 

0.0 

0.8 

0% 25% 50% 75% 100%

令和７年度 n=213

令和４年度 n=202

令和元年度 n=245

日頃から情報収集

を行い、新規の事

業所を含めて複数

箇所を提示し、必

要に応じて利用者

による見学等を行

い、利用者の希望

を聞いている

日頃から情報収集

を行い、新規の事

業所を含めて複数

箇所を提示し、利

用者の希望を聞い

ている

これまでやり取り

のある事業所を

複数提示し、必

要に応じて利用

者による見学等

を行い、利用者

の希望を聞いて

いる

これまでやり取り

のある事業所を

複数提示し、利

用者の希望を聞い

ている

無回答
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問12 貴事業所において、川崎市で不足していると感じるサービスがありますか。特に不足し

ていると感じるサービス３つまでを選択してください。（サービス種別には、予防サー

ビスも含む） 

▶ 不足していると感じるサービスとして「訪問介護」の割合が前回調査より微減したものの、

３割を超えている 

図表2-3-16 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※「介護療養型医療施設」は令和元年度及び令和４年度の選択肢  

24.9

5.3

22.4

26.1

21.2

23.7

11.8

9.8

2.4

9.0

15.1

13.1

5.7

13.1

5.7

9.4

4.5

3.7

1.2

2.0

0.4

0.8

0.4

0.4

0.4

4.5

2.9

0% 10% 20% 30% 40%

n=245

33.7

20.8

14.4

29.7

13.9

23.3

12.4

8.9

11.4

10.9

10.4

10.4

3.5

5.9

2.5

5.4

4.5

3.5

3.5

3.5

2.0

0.0

0.0

0.0

0.0

7.4

0.0

0% 10% 20% 30% 40%

n=202

31.9

24.4

22.1

21.6

18.8

16.9

16.9

13.6

12.7

12.2

8.9

8.5

7.5

6.6

6.1

5.2

5.2

5.2

1.4

1.4

0.9

0.5

0.5

0.0

0.0

4.7

1.4

0% 10% 20% 30% 40%

訪問介護

居宅介護支援

通所リハビリテーション

定期巡回・随時対応型

訪問介護看護

療養通所介護

夜間対応型訪問介護

短期入所生活介護

介護医療院/

介護療養型医療施設※

訪問入浴介護

指定計画相談支援

（障害者総合支援法）

訪問リハビリテーション

介護老人保健施設

通所介護

介護老人福祉施設

（地域密着型を含む）

短期入所療養介護

看護小規模多機能型居宅介護

小規模多機能型居宅介護

認知症対応型通所介護

訪問看護

認知症対応型共同生活介護

特定施設入居者生活介護

居宅療養管理指導

福祉用具貸与

福祉用具購入

住宅改修

不足していると感じる

サービスはない

無回答 n=213

令和７年度 令和元年度 令和４年度 
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問13 ケアマネジャーとしての立場からみて、介護保険サービス以外の川崎市の保健福祉サー

ビスについて、もっと充実すべき、あるいは新たに行うべきだと感じられるサービスは

ありますか。（あてはまるものすべてを選択） 

▶ 充実すべき、あるいは新たに行うべきだと感じられるサービスについて、「権利擁護事業

（財産保全サービス等）」の割合が前回調査より増加し、約５割で最も高くなっている 

図表2-3-17 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※「認知症等行方不明SOSネットワーク事業」は令和元年度まで徘徊高齢者発見システム  

令和７年度 令和元年度 令和４年度 

43.1

49.5

37.6

24.8

31.2

14.9

28.2

12.9

9.9

5.4

1.0

1.0

15.3

8.9

0.0

0% 20% 40% 60%

n=202

47.9 

44.6 

30.0 

25.4 

23.5 

16.9 

16.4 

14.6 

5.6 

2.3 

2.3 

0.5 

16.0 

8.9 

0.9 

0% 20% 40% 60%

権利擁護事業

（財産保全サービス等）

高齢者外出支援サービス事業

（お出かけGo！）

高齢者短期入所ベッド

確保事業

紙おむつの給付

介護予防・日常生活支援

総合事業

緊急通報システム

認知症等行方不明SOS

ネットワーク事業※

訪問理美容サービス

高齢者住宅改造費助成

日常生活用具給付

（自動消火器、電磁調理器）

健幸福寿プロジェクト

寝具乾燥

その他の介護予防サービス

特にない

無回答 n=213

29.0

40.4

27.3

15.1

22.4

13.5

22.9

7.3

6.1

2.4

0.8

1.2

13.5

13.5

0.8

0% 20% 40% 60%

n=245
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問14 貴事業所では、サービス提供開始前の居宅サービス事業者とのサービス担当者会議（ケ

アカンファレンス）を、どの程度実施していますか（電話のみによるものは除く）。 

（１つを選択） 

▶ 「すべてのケース」でサービス担当者会議を実施できている事業所の割合が前回調査より

増加し、約７割となっている 

図表2-3-18 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問15 貴事業所では、ケアマネジャーによる訪問等により、利用者の状況の定期的（毎月）な

把握を実施していますか。（１つを選択） 

▶ 「すべてのケース」で利用者の定期的状況把握が実施できている事業所の割合が前回調査

より大幅に増加し、約９割となっている 

図表2-3-19 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問16 貴事業所では、モニタリングに要する時間について、１人あたりどれくらいの時間が必

要と考えますか。（１つを選択） 

▶ モニタリングに要する時間が『30分未満』の事業所の割合が前回調査より大幅に減少し、

約３割となっている 

図表2-3-20 

 

 

 

 

 

 

 

 
※『30分未満』＝「15分未満」＋「15～30分未満」  

1.4

2.0

1.6

27.7

40.1

30.2

60.6

49.0

55.9

2.3

2.5

2.9

7.5

6.4

9.0

0.5

0.0

0.4

0% 25% 50% 75% 100%

令和７年度 n=213

令和４年度 n=202

令和元年度 n=245

15分未満 15～

30分未満

30分～

１時間程度

１時間以上 特に目安は

決めていない

無回答 列1

69.0

61.9

80.0

25.8

29.2

18.0

4.2

6.4

1.2

0.0

2.0

0.4

0.5

0.5

0.0

0.5

0.0

0.4

0% 25% 50% 75% 100%

令和７年度 n=213

令和４年度 n=202

令和元年度 n=245

すべてのケース ７～９割程度 ４～６割程度 ２～３割程度 ほとんどで

きていない

無回答

88.7

77.7

91.8

6.1

19.3

3.7

3.3

2.0

0.4

0.5

1.0

0.4

0.9

0.0

1.6

0.5

0.0

2.0

0% 25% 50% 75% 100%

令和７年度 n=213

令和４年度 n=202

令和元年度 n=245

すべてのケース ７～９割程度 ４～６割程度 ２～３割程度 ほとんどで

きていない

無回答

『30分未満』 
29.1％ 
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問17 貴事業所の利用者の中で、介護医療院のニーズがありそうな方は何人くらいいますか。

（１つを選択、数字を入力） 

▶ 介護医療院のニーズがありそうな方が「いる」と回答した事業所の割合が前回調査より大

幅に減少し、約３割となっている 

図表2-3-21 

 

 

 

 

 

 

 

 

▶ 介護医療院のニーズがありそうな方が「いる」と回答した事業所のうち、「５人以上」と

なっている事業所が前回調査より大幅に減少し、約３割となっている 

図表2-3-22 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

31.0

42.1

50.6

35.2

32.2

23.7

31.9

25.7

20.0

1.9

0.0

5.7

0% 25% 50% 75% 100%

令和７年度 n=213

令和４年度 n=202

令和元年度 n=245

いる いない わからない 無回答 列3

21.2

5.9

13.7

30.3

14.1

25.0

19.7

4.7

23.4

0.0

4.7

3.2

28.8

60.0

30.6

0.0

10.6

4.0

0% 25% 50% 75% 100%

令和７年度 n=66

令和４年度 n=85

令和元年度 n=124

１人 ２人 ３人 ４人 ５人以上 無回答 列2
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7.4

6.4

5.0

2.5

4.5

3.5

10.4

3.0

1.0

1.0

3.0

2.5

0.5

4.5

0.0

59.9

22.8

9.9

16.3

5.0

11.9

7.9

2.0

2.5

1.5

0.0

5.0

18.3

0.0

0% 20% 40% 60% 80%

n=202

8.5 

7.5 

5.6 

5.2 

4.2 

4.2 

3.3 

2.8 

2.8 

2.8 

2.3 

2.3 

2.3 

1.9 

0.5 

53.5 

24.4 

15.0 

14.6 

7.0 

6.6 

3.8 

2.8 

2.3 

0.9 

0.5 

3.8 

20.2 

1.4 

0% 20% 40% 60% 80%

訪問入浴介護事業者

訪問介護事業者

居宅療養管理指導事業者

短期入所生活介護事業者

小規模多機能型居宅介護事業者

訪問看護事業者

他の居宅介護支援事業所

看護小規模多機能型

居宅介護事業者

通所リハビリテーション事業者

短期入所療養介護事業者

夜間対応型訪問介護事業者

訪問リハビリテーション事業者

通所介護事業者

定期巡回・随時対応型

訪問介護看護事業者

福祉用具貸与・購入事業者

病院の医師

地域のかかりつけ医師

利用者の家族

障害者相談支援センター

介護医療院/

介護療養型医療施設※

区役所・地区健康

福祉ステーション

サービス付き高齢者向け住宅

地域包括支援センター

介護老人保健施設

介護老人福祉施設

住宅改修事業者

その他

連絡調整や連携が困難な

事業者や関連機関はない

無回答
n=213

4.1

6.9

5.7

1.2

2.9

5.3

4.5

1.6

0.4

2.0

1.6

2.4

1.2

2.9

0.4

55.5

21.6

9.4

8.2

2.9

10.6

6.1

2.4

1.2

1.6

0.8

1.6

19.2

2.4

0% 20% 40% 60% 80%

n=245

問18 貴事業所において、連絡調整や連携が取りにくいと感じる事業者や関連機関等はありま

すか。（あてはまるものすべてを選択） 

▶ 「病院の医師」と連絡調整や連携が取りにくいと感じる事業所の割合が前回調査より減少

したものの、５割を超えている 

図表2-3-23 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

令和７年度 令和元年度 令和４年度 

『サービス 

事業者』 

『サービス 

事業者以外』 

※「介護療養型医療施設」は令和元年度及び令和４年度の選択肢 
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問19 利用者や家族からあげられる苦情の内容について、次の中から多いもの５つまでを選択

してください。 

▶ 「サービスの質や内容に関すること」の割合が前回調査から変化はないものの、４割を超

えている 

図表2-3-24 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

 

  

令和７年度 令和元年度 

44.1 

43.2 

31.9 

30.0 

19.2 

14.1 

14.1 

0.9 

3.8 

0.9 

16.9 

0.0 

0% 20% 40% 60%

サービスの質や内容に関すること

認定調査や要介護認定結果に

関すること

利用料や保険料負担に関すること

介護保険制度そのものに

関すること

職員の資質等に関すること

サービス利用等の手続きに

関すること

制度やサービスの説明に

関すること

ケアプランに関すること

その他

苦情については把握していない

苦情はない

無回答 n=213

45.5 

32.7 

39.6 

30.7 

23.8 

19.3 

16.3 

3.0 

6.9 

1.0 

10.9 

0.0 

0% 20% 40% 60%

n=202

令和４年度 

40.8 

55.5 

41.2 

34.3 

30.6 

17.6 

16.3 

2.0 

3.3 

0.8 

8.6 

0.8 

0% 20% 40% 60%

n=245
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90.2 

92.7 

87.8 

58.4 

83.7 

66.9 

71.4 

72.7 

62.9 

29.0 

21.2 

9.0 

0.0 

4.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=245

97.0 

96.5 

91.1 

77.2 

82.7 

66.8 

82.7 

67.3 

60.9 

29.2 

17.3 

7.4 

0.5 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=202

93.9 

93.4 

90.6 

85.9 

84.5 

72.8 

71.8 

71.4 

70.0 

26.3 

17.8 

4.2 

0.0 

0.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

業務上知り得た利用者や家族の

個人情報に関する守秘義務を

職員に徹底している

苦情・相談対応窓口（担当など）

を設置している

職員に対する健康診断を

定期的に実施している

感染症の予防や発生した場合の蔓延

防止に関する手引書を整備している

事業所内のわかりやすい場所

に運営規程を掲示している

居宅介護支援事業の基本的な業務

に関する手引書を整備している

職員に対する感染症の予防

接種を定期的に実施している

苦情・相談への対応に関する手続き

等を定めた手引書を整備している

サービス提供中に事故が発生した

場合の対応手順、責任者等を

定めた手引書を整備している

事業所独自の方法で、定期的に自ら

のサービスの質の評価を行っている

利用者からサービスの質に

関する評価を受けている

第三者機関によりサービスの

質に関する評価を受けている

上記について行っているものはない

無回答 n=213

問20 以下の取組について、貴事業所が実施しているものはどれですか。 

（あてはまるものすべてを選択） 

▶ 「業務上知り得た利用者や家族の個人情報に関する守秘義務を職員に徹底している」の割

合が前回調査より減少したものの、９割を超えている 

図表2-3-25 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

令和７年度 令和元年度 令和４年度 
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問21 貴事業所におけるケアマネジャーの研修参加状況についておうかがいします。 

過去１年間（令和６年10月１日～令和７年９月30日）のケアマネジャーの研修参加状況

について、あてはまるものすべてを選択してください。なお、常勤と非常勤の区別は、

雇用形態によります。 

▶ 「常勤のケアマネジャーの参加があった」割合が前回調査から変化はないものの、約９割

となっている 

図表2-3-26 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問21-１ 過去１年間（令和６年10月１日～令和７年９月30日）で、ケアマネジャーはどのよう

な研修に参加しましたか。（あてはまるものすべてを選択） 

▶ 参加があった研修のうち、「事例検討」の割合が前回調査から微増し７割弱、「介護保険制

度や関係法令」の割合が前回調査より減少し約６割となっている 

図表2-3-27 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

令和７年度 令和元年度 令和４年度 

90.1 

20.7 

1.9 

6.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

常勤のケアマネジャーの参加

があった

非常勤（常勤以外）のケアマ

ネジャーの参加があった

参加したケアマネジャー

はいない

無回答

n=213

91.6 

20.8 

7.9 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=202

83.3 

22.9 

3.7 

12.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=245

令和７年度 令和元年度 令和４年度 

66.7 

61.0 

45.6 

33.3 

32.3 

32.3 

31.8 

20.5 

0.0 

2.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

事例検討

介護保険制度や関係法令

コンプライアンス・

プライバシー保護

資格取得のための研修

安全対策（事故時の応急

措置等）、接遇・マナー

情報共有、記録・報告方法

介護技術・知識

その他

いずれも行っていない

無回答

n=195

65.6 

70.4 

28.5 

50.0 

26.9 

37.1 

34.9 

16.1 

0.0 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=186

71.2 

70.2 

30.2 

49.8 

23.4 

30.7 

32.2 

18.0 

0.0 

3.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=205
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問21-２ 過去１年間（令和６年10月１日～令和７年９月30日）で、ケアマネジャーの、問21-１

のような研修への参加状況はどの程度ですか。（１つを選択） 

▶ 研修参加状況について、「すべてのケアマネジャー」と回答した事業所が前回調査より増

加し、８割を超えている 

図表2-3-28 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問22 貴事業所では、事故や「ヒヤリ・ハット事例」については、ひと月に何件くらいありますか。

（１つを選択、数字を入力） 

→「２ 共通設問の比較」（P32）に掲載 

 

問23 貴事業所では、事故や「ヒヤリ・ハット事例」に関する周知、または研修等を行っていま

すか。（あてはまるものすべてを選択） 

→「２ 共通設問の比較」（P32）に掲載 

 

問24 貴事業所では、利用者からの「セクハラ」「いやがらせ・不当な要求・暴力」の発生につ

いては、ひと月に何件くらいありますか。（それぞれ１つを選択、数字を入力） 

→「２ 共通設問の比較」（P33・34）に掲載 

 

問25 貴事業所で「セクハラ」の対応策として、具体的に取り組んでいることは何ですか。 

（あてはまるものすべてを選択） 

→「２ 共通設問の比較」（P34）に掲載 

 

問26 貴事業所で「いやがらせ・不当な要求・暴力」の対応策として、具体的に取り組んでいる

ことを教えてください。（あてはまるものすべてを選択） 

→「２ 共通設問の比較」（P35）に掲載 

 

問27 介護・福祉現場で働く職員が、利用者・家族等からカスタマーハラスメントを受けた場

合の相談窓口（川崎市介護・障害福祉サービス事業所向けカスタマーハラスメント相談

窓口）があることを知っていますか。（１つを選択） 

→「２ 共通設問の比較」（P35）に掲載 

 

  

85.1 

80.1 

82.0 

9.2 

12.9 

9.8 

4.1 

4.8 

3.9 

0.5 

1.6 

1.5 

0.5 

0.5 

0.5 

0.5 

0.0 

2.4 

0% 25% 50% 75% 100%

令和７年度 n=195

令和４年度 n=186

令和元年度 n=205

すべての

ケアマネジャー

７～９割

程度

４～６割

程度

２～３割

程度

１割程度、

あるいは

それ以下

無回答
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問28 ケアマネジャーは、虐待あるいは虐待が疑われるケースを発見したり、サービス提供事

業者から報告があった場合、どのような対応をとっていますか。また、実際にそのよう

な例がない場合どのような対応をとるようにしていますか。 

（あてはまるものすべてを選択） 

▶ 「地域包括支援センターに相談するようにしている」事業所の割合が前回調査より微増し

約８割、「事業所内の上司や同僚に相談するようにしている」事業所の割合が前回調査よ

り微増し約７割となっている 

図表2-3-29 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

84.1

63.7

59.6

37.1

9.4

0.4

1.2

0.0

1.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=245

81.2

69.3

63.4

45.5

9.4

0.5

3.0

0.0

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=202

令和７年度 令和元年度 

82.2

70.4

57.7

39.0

8.5

0.5

0.9

0.0

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

地域包括支援センターに

相談するようにしている

事業所内の上司や同僚に

相談するようにしている

行政に相談するようにしている

川崎市の作成するマニュアルを

参考として、対応を検討する

ようにしている

他事業所のケアマネジャーに

相談するようにしている

誰にも相談せず

自分で対応している

その他

特に対応は考えていない

無回答 n=213

令和４年度 
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問29 貴事業所は、人材確保に向けて、どのような取組を実施されていますか。（あてはまる

ものすべてを選択） 

→「２ 共通設問の比較」（P21）に掲載 

 

問30 貴事業所では、ケアマネジャーの質の確保・向上を図るために、今後どのような視点を

重視した取組が必要だと思いますか。（あてはまるものすべてを選択） 

▶ 「ケアマネジメント技術やアセスメント能力の向上」が前回調査より減少したものの、約

８割で最も高くなっている 

図表2-3-30 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

80.7

72.3

71.3

61.4

65.3

63.4

60.9

53.0

13.9

9.9

3.5

0.5

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=202

77.5 

69.5 

68.5 

62.0 

61.0 

60.6 

54.9 

53.1 

19.7 

7.5 

2.3 

2.8 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ケアマネジメント技術や

アセスメント能力の向上

利用者の状態に応じた

応用技術の向上

制度に関する最新情報の取得

利用者への対応の仕方など

マナーやコミュニケーション

技術の向上

処遇困難者への対処能力の向上

ケアマネジャーとしての

基本姿勢の徹底

基本的な技術や

実践的知識の向上

苦情や相談への対処能力の向上

事業所内でのキャリアパスの構築

第三者評価の実施

（介護サービス情報の公表を除く）

その他

特にない

無回答 n=213

令和７年度 令和元年度 令和４年度 

69.8

59.6

64.1

48.6

60.0

48.6

46.5

44.1

15.9

11.4

2.0

1.6

4.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=245
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問31 貴事業所は、地域の中で次のような取組を行っていますか。 

（あてはまるものすべてを選択） 

→「２ 共通設問の比較」（P39）に掲載 

 

問32 貴事業所では、災害時の対策を実施・計画していますか。 

（あてはまるものすべてを選択） 

▶ 「災害対策マニュアル等を作成している」「災害時の備蓄対策をしている」割合が前回調

査より大幅に増加し、「災害対策マニュアル等を作成している」事業所は９割を超え、「災

害時の備蓄対策をしている」事業所は約７割となっている 

図表2-3-31 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

93.4 

69.5 

27.2 

16.9 

3.3 

2.8 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

災害対策マニュアル等を

作成している

災害時の備蓄対策をしている

施設の耐震対策（ガラスの飛散

防止・棚類の転倒防止など）を

実施している

防災訓練などで近隣の住民組織

（町内会、自主防災組織）と

連携したことがある

その他

特に何もしていない

無回答 n=213

68.3 

51.5 

26.2 

16.3 

7.4 

10.9 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=202

69.0 

34.7 

18.0 

18.0 

6.1 

11.4 

2.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=245

令和７年度 令和元年度 令和４年度 
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問33 貴事業所において、事業を展開する上での問題点・課題はありますか。 

（あてはまるものすべてを選択） 

▶ 「介護報酬に反映されない業務が多い」の割合が前回調査から変化はないものの７割弱と

なっており、最も高くなっている 

図表2-3-32 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

67.1 

54.9 

53.5 

40.8 

19.7 

11.7 

10.8 

9.9 

9.9 

4.2 

4.2 

2.8 

5.6 

2.3 

0.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

介護報酬に反映されない業務が多い

人材の確保が困難

介護報酬が低い

経理・介護報酬請求事務など

事務作業が多い

従業員の雇用条件・福利厚生

が不十分

事務など間接経費が高い

運営・運転資金の確保が困難

人件費が高い

利用者の確保が困難

事業所（営業拠点）の

確保・維持が困難

従来から地域でサービス提供

をしてきた事業主体が強い

サービス提供地域内に他の事業者

が多すぎて競争が激しい

その他

特にない

無回答
n=213

67.3 

57.4 

50.5 

33.2 

21.8 

12.4 

5.9 

10.9 

9.9 

7.4 

1.5 

2.5 

5.4 

5.9 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=202

66.1 

49.8 

42.9 

27.3 

14.7 

9.8 

5.7 

10.6 

13.9 

5.3 

3.3 

6.5 

3.7 

5.3 

1.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=245

令和７年度 令和元年度 令和４年度 
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問34 川崎市内で居宅介護支援事業を展開する上で、川崎市に支援・充実してほしいと思うこ

とはありますか。（あてはまるものすべてを選択） 

▶ 「処遇困難者への対応」が前回調査から減少して約６割、「介護保険制度に関する最新・

適切な情報の提供」が前回調査より減少したものの、５割を超えている 

図表2-3-33 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※「第２号被保険者の社会参加、就労・復職支援サービスの提供」「医療・介護・福祉の連携、ネットワークづくり」は令和７年度からの 

選択肢 

 

 

令和７年度 令和元年度 令和４年度 

59.2 

54.5 

41.3 

35.7 

35.2 

34.3 

26.8 

23.5 

22.5 

22.1 

17.8 

11.7 

7.5 

2.8 

1.9 

0% 20% 40% 60% 80%

処遇困難者への対応

介護保険制度に関する

最新・適切な情報の提供

川崎市の高齢者保健福祉

施策・サービスに関する

情報の提供

サービス利用者や家族の介護保険

制度の理解向上に向けた取組

第２号被保険者の社会参加、

就労・復職支援サービスの

提供※

医療・介護・福祉の連携、

ネットワークづくり※

ケアマネジャーやサービス提供者の

ための相談窓口の設置

事業者間の連携強化のための支援

ケアマネジャーやホーム

ヘルパーなどサービス提供者の

質の向上のための研修の実施

ケアマネジャーやホーム

ヘルパーなどサービス提供者

養成の推進

他の介護保険事業者に

関する情報の提供

市の広報やホームページを活用した、

事業所の効果的なＰＲの支援

その他

特にない

無回答 n=213

66.3 

59.9 

45.0 

43.6 

**

**

30.7 

30.7 

38.1 

31.2 

22.8 

11.9 

9.4 

5.0 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80%

n=202

54.3 

45.7 

30.2 

38.0 

**

**

28.2 

21.2 

22.9 

12.2 

13.5 

9.4 

8.2 

4.1 

2.9 

0% 20% 40% 60% 80%

n=245
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2.6 

32.7 

27.7 

23.5 

10.0 

2.6 
0.9 

0%

10%

20%

30%

40%

０人 １～

24人

25～

49人

50～

99人

100～

199人

200人

以上

無回答

n=548

４ 居宅介護サービス事業者調査 

問１ 貴事業所が提供している依頼状（別紙）に記載されているサービスについて、職員の実

人数をお答えください。（数字を入力） 

→「１ 調査対象事業所の概要」（P13）に掲載 

 

問２ 依頼状（別紙）に記載されているサービスについて、令和７年10月１日現在の実利用者

数は何人ですか。（数字を入力） 

▶ 平均実利用者数が、前回調査より0.8人減少している 
 
①サービスの実利用者数 ②サービス実利用者のうち、川崎市の 

                        被保険者の割合 

 

 

図表2-4-1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問３ 貴事業所が提供している依頼状（別紙）に記載されているサービスについて、昨年度の

収支の状況はいかがですか。（１つを選択） 

▶ 「黒字」の事業所の割合は前回調査より減少し、約２割となっている 

図表2-4-2 

 

 

 

  

令和７年度平均：56.2人 
令和４年度平均：57.0人 
令和元年度平均：54.3人 

令和７年度平均：88.4％ 
令和４年度平均：90.8％ 
令和元年度平均：87.3％ 

21.5 

27.2 

23.6 

34.7 

31.7 

35.2 

27.7 

28.7 

27.5 

14.8 

12.4 

10.0 

1.3 

0.0 

3.6 

0% 25% 50% 75% 100%

令和７年度 n=548

令和４年度 n=404

令和元年度 n=559

黒字 おおむね収支均衡 赤字 わからない 無回答

7.1 

14.1 

5.7 

15.5 

53.5 

4.2 

0%

20%

40%

60%

50％

未満

50％～

90％

未満

90％～

95％

未満

95％～

100％

未満

100％ 無回答

n=548
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図表2-4-3 単位：％ 

項 目 

回
答
者
数

（
事
業
所
） 

黒
字 

お
お
む
ね 

収
支
均
衡 

赤
字 

わ
か
ら
な
い 

全  体 548 21.5 34.7 27.7 14.8 

サ
ー
ビ
ス
種
別 

訪問介護 160 16.3 45.6 23.1 13.8 

訪問入浴介護 6 66.7 33.3 - - 

訪問看護 80 26.3 35.0 18.8 18.8 

訪問リハビリテーション 24 12.5 29.2 8.3 45.8 

通所介護 188 21.8 31.4 34.0 11.7 

通所リハビリテーション 14 28.6 35.7 7.1 28.6 

短期入所生活介護 39 23.1 25.6 48.7 - 

小規模多機能型居宅介護 24 33.3 12.5 41.7 12.5 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 13 15.4 23.1 30.8 30.8 

法
人
の
種
類 

株式会社 293 23.9 33.8 27.0 14.3 

有限会社 33 6.1 45.5 30.3 18.2 

医療法人 50 26.0 26.0 18.0 26.0 

社会福祉法人 93 20.4 30.1 33.3 14.0 

社団法人・財団法人 10 40.0 40.0 10.0 10.0 

ＮＰＯ法人 23 17.4 47.8 26.1 8.7 

協同組合 16 6.3 37.5 50.0 6.3 

非法人 3 - 33.3 - 66.7 

その他 24 20.8 45.8 29.2 4.2 

※「無回答」は掲載を省略 

 

問４ 貴事業所が提供している依頼状（別紙）に記載されているサービスについて、介護報酬

請求事務にかかる時間は、１か月あたりおよそ何時間程度ですか。（数字を入力） 

→「２ 共通設問の比較」（P17）に掲載 

 

問５ 貴事業所が提供している依頼状（別紙）に記載されているサービスについて、新規のサー

ビス依頼があった場合に、どの程度対応（提供）できる体制にありますか。（１つを選択） 

▶ 新規のサービス依頼に５件以上対応できる事業所の割合が増えている 

図表2-4-4 

 

 

 

 

 

  

8.6 

7.9 

8.6 

48.0 

52.5 

45.1 

28.6 

27.0 

27.9 

7.3 

4.2 

6.8 

2.7 

2.5 

2.3 

4.0 

5.9 

5.7 

0.7 

0.0 

3.6 

0% 25% 50% 75% 100%

令和７年度 n=548

令和４年度 n=404

令和元年度 n=559

対応できる

体制にない

５件未満 ５～10件

程度

11～20件

程度

21件

以上

わからない 無回答
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問６ 貴事業所が提供している依頼状（別紙）に記載されているサービスについて、利用者一

人ひとりに対して課題と目標を明確にしたサービス提供計画に基づくサービス提供をで

きていますか。（１つを選択） 

▶ 「すべてのケース」で計画に基づくサービス提供を実施できている事業所の割合が前回調

査より増加し、約５割となっている 

図表2-4-5 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問７ 貴事業所が提供している依頼状（別紙）に記載されているサービスを提供するにあたり、

ケアマネジャーとの連携やケアプランについて、問題と感じられることはありますか。 

（あてはまるものすべてを選択） 

▶ サービス提供にあたっての問題は、全体的に減少傾向がみられる 

図表2-4-6 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

15.9

12.9

19.7

10.6

15.4

12.0

12.2

9.8

12.7

7.7

6.1

39.2

3.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

n=559

49.5 

46.8 

48.8 

43.1 

45.8 

40.6 

4.7 

4.2 

4.3 

0.5 

1.0 

1.4 

1.6 

2.2 

2.5 

0.5 

0.0 

2.3 

0% 25% 50% 75% 100%

令和７年度 n=548

令和４年度 n=404

令和元年度 n=559

すべてのケース ７～９割程度 ４～６割程度 ２～３割程度 ほとんどで

きていない

無回答

15.1

13.9

13.7

12.2

11.5

9.3

7.7

7.5

7.1

6.0

3.8

52.4

0.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

ケアカンファレンスが不十分

ケアマネジャーとの

連絡がとりにくい

利用者の変化やニーズ

について対応が遅い

利用者に関するサービス

事業者の意見を聞いてほしい

ケアプランの課題の分析

（アセスメント）が不十分

利用者への訪問・連絡が不十分

ケアプラン実施後の評価が不十分

ケアプランが利用者の

状況に対応していない

自立支援という視点に立った

ケアプランとなっていない

介護保険以外のサービスを含めた

総合的なケアプランとなっていない

その他

特にない

無回答 n=548

令和７年度 令和元年度 令和４年度 

21.0

12.4

19.3

12.9

13.6

12.4

8.2

9.9

10.9

8.7

4.7

41.8

0.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

n=404
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問８ 貴事業所が提供している依頼状（別紙）に記載されているサービスにおける利用者や家族

からあげられる苦情の内容について、次の中から多いもの５つまでを選択してください。 

▶ 「サービスの質や内容に関すること」の割合が前回調査から変化はないものの、３割を超

えている 

図表2-4-7 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

  

令和７年度 令和元年度 

35.0 

23.7 

15.7 

12.2 

10.2 

8.8 

6.6 

5.1 

5.5 

3.5 

33.2 

0.2 

0% 20% 40% 60%

サービスの質や内容に関すること

職員の資質等に関すること

利用料や保険料負担に関すること

介護保険制度そのものに関すること

制度やサービスの説明に関すること

認定調査や要介護認定結果に

関すること

サービス利用等の手続きに

関すること

個別のサービス計画に関すること

その他

苦情については把握していない

苦情はない

無回答 n=548

35.4 

33.2 

19.3 

15.3 

9.7 

5.4 

9.4 

4.2 

3.2 

3.0 

28.5 

0.0 

0% 20% 40% 60%

n=404

30.4 

30.1 

18.4 

16.6 

11.6 

15.2 

5.9 

3.9 

7.0 

1.8 

25.4 

3.4 

0% 20% 40% 60%

n=559

令和４年度 
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問９-１ 貴事業所の介護保険の指定介護サービス事業に従事する従業員（①訪問介護員と②介

護職員）について、令和７年10月１日現在の在籍者数、１年間（令和６年10月１日か

ら令和７年９月30日まで）の採用者数及び離職者数をお答えください。 

▶ 事業所における訪問介護員や介護職員の離職者のうち、１年未満に離職する人の割合は３

割を超えている 

図表2-4-8 

 

                               単位：人 

  ア  イ   

 
 

１年間の採用者・

離職者 
 離職者の内数 

（勤務年数別） 
 

離職者に占める割合 

 
在籍者数 採用者数 離職者数 １年未満 

１年以上 

３年未満 
３年以上 １年未満 

１年以上 

３年未満 
３年以上 

２職種（計） 

平均 

7,043 1,239 845  397 369 851  
35.5% 25.6% 33.8% 

13.21 2.40 1.64 0.81 0.75 1.67 

①
訪
問
介
護
員 

（
サ
ー
ビ
ス
提
供
責
任
者
は
含
ま
ず
） 

訪問介護員（計） 

平均 

2,834 508 296  128 169 399  
32.6% 28.5% 33.5% 

5.87 1.09 0.64 0.28 0.37 0.85 

 
1.正規職員 

平均 

733 177 89  37 51 131  
26.9% 33.3% 32.1% 

1.58 0.39 0.20 0.08 0.11 0.29 

 
2.非正規職員（計） 

平均 

1,992 332 208  103 106 284  
32.9% 26.5% 34.1% 

4.23 0.73 0.46 0.23 0.23 0.62 

  
常勤労働者 

平均 

409 77 61  28 37 39  
34.7% 26.5% 18.4% 

0.91 0.17 0.14 0.06 0.08 0.09 

  
短時間労働者 

平均 

1,413 222 124  46 65 188  
30.5% 23.8% 40.0% 

3.09 0.50 0.28  0.10 0.15 0.42 

 3.派遣職員 

平均 

113  
 

 
   

 
   

 0.25   

②
介
護
職
員 

 
（
看
護
職
員
は
含
ま
ず
） 

介護職員（計） 

平均 

4,169 730 542  277 187 445  
38.4% 23.8% 34.2% 

8.49 1.54 1.15 0.6 0.4 0.94 

 
1.正規職員 

平均 

1,783 296 243  112 73 179  
35.0% 23.8% 35.9% 

3.76 0.64 0.53 0.25 0.16 0.39 

 
2.非正規職員（計） 

平均 

2,198 392 287  164 98 233  
41.4% 22.9% 28.9% 

4.60 0.85 0.62 0.36 0.22 0.51 

  
常勤労働者 

平均 

828 140 117  54 38 92  
27.1% 25.0% 36.5% 

1.79 0.31 0.26 0.12 0.09 0.20 

  
短時間労働者 

平均 

1,309 281 180  101 61 108  
47.2% 20.9% 27.0% 

2.82 0.62 0.40 0.23 0.14 0.24 

 3.派遣職員 

平均 

170  
 

 
   

 
   

 0.37   

※「離職者」とは、調査対象期間中に事業所を退職したり、解雇された方をいい、他企業への出向者や、同一企業内での転出入者、産

休・育児休暇取得者を除く。 

注）離職者の内数に無回答・回答不備等を含むため、イの合計がアの離職者数に一致しない場合がある。また、そのため、離職者に占

める割合の合計が100％にならない場合がある。 

  

令和７年度 
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【令和７年度新規設問】 

問９-２ 貴事業所の介護保険の指定介護サービス事業に従事する従業員（③サービス提供責任

者 ④生活相談員 ⑤看護職員 ⑥ＰＴ・ＯＴ・ＳＴ等 ⑦介護支援専門）について、令

和７年10月１日現在の在籍者数、１年間（令和６年10月１日から令和７年９月30日ま

で）の採用者数及び離職者数をお答えください。 

 

図表2-4-9 

 

                  単位：人                    単位：人 

 在籍者数 採用者数 離職者数      在籍者数 採用者数 離職者数 

５職種（計） 
平均 

3,579 598 416         

6.63 1.17 0.82        

③
サ
ー
ビ
ス
提
供
責
任
者 

職員（計） 
平均 

623 61 54  ⑥
Ｐ
Ｔ
・
Ｏ
Ｔ
・
Ｓ
Ｔ
等 

職員（計） 
平均 

579 90 50 

1.24 0.13 0.11 1.22 0.19 0.11 

 
1.正規職員 

平均 

465 35 42   1.正規職員 
平均 

420 64 38 

0.96 0.08 0.09 0.95 0.15 0.09 

 
2.非正規職員（計） 

平均 

157 26 10   2.非正規職員（計） 
平均 

151 25 12 

0.34 0.06 0.02 0.34 0.06 0.03 

  
常勤労働者 

平均 

72 13 3    常勤労働者 
平均 

33 5 3 

0.16 0.03 0.01 0.08 0.01 0.01 

  
短時間労働者 

平均 

66 10 3    短時間労働者 
平均 

113 19 9 

0.15 0.02 0.01  0.26 0.04 0.02 

 3.派遣職員 
平均 

0 
  

  3.派遣職員 
平均 

5 
  

 0.00   0.01 

④
生
活
相
談
員 

職員（計） 
平均 

529 51 27  
⑦
介
護
支
援
専
門 

職員（計） 
平均 

267 29 27 

1.09 0.11 0.06 0.56 0.06 0.06 

 
1.正規職員 

平均 

383 40 18   1.正規職員 
平均 

187 21 18 

0.83 0.09 0.04  0.42 0.05 0.04 

 
2.非正規職員（計） 

平均 

142 11 9   2.非正規職員（計） 
平均 

79 6 9 

0.31 0.02 0.02  0.18 0.01 0.02 

  
常勤労働者 

平均 

73 5 5    常勤労働者 
平均 

50 2 6 

0.16 0.01 0.01   0.11 0.00 0.01 

  
短時間労働者 

平均 

78 8 2    短時間労働者 
平均 

37 4 3 

0.17 0.02 0.00   0.08 0.01 0.01 

 3.派遣職員 
平均 

0 
  

 
 

3.派遣職員 
平均 

1 
  

 0.00  0.00 

⑤
看
護
職
員 

職員（計） 
平均 

1,581 367 258         

3.14 0.77 0.54         

 1.正規職員 
平均 

766 185 113         

 1.64 0.41 0.25         

 2.非正規職員（計） 
平均 

729 188 145         

 1.53 0.41 0.32         

  常勤労働者 
平均 

241 52 52         

  0.53 0.12 0.12         

  短時間労働者 
平均 

471 132 91         

  1.02 0.29 0.20         

 
3.派遣職員 

平均 

69 
  

        

0.15         

※「離職者」とは、調査対象期間中に事業所を退職したり、解雇された方をいい、他企業への出向者や、同一企業内での転出入者、産

休・育児休暇取得者を除く。 

注）離職者の内数に無回答・回答不備等を含むため、イの合計がアの離職者数に一致しない場合がある。また、そのため、離職者に占

める割合の合計が100％にならない場合がある。  

令和７年度 
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問10 貴事業所では、従業員の過不足の状況はどうですか。従業員全体と、職種別にご回答く

ださい。（それぞれ１つを選択、当該職種がいない場合は「当該職種はいない」を選択） 

▶ 従業員の『不足感あり』と回答した事業所の割合は約７割となっている 

図表2-4-10 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※『不足感あり』＝「大いに不足」＋「不足」＋「やや不足」 

※「当該職種はいない」「無回答」を除いた事業所数を母数としている 

 

図表2-4-11 従業員全体の過不足状況 単位：％ 

項 目 

回
答
者
数 

（
事
業
所
） 

大
い
に 

不
足 

不
足 

や
や
不
足 

適
当 

過
剰 

『
不
足
感

あ
り
』 

全  体 476 11.6 25.6 34.2 27.1 1.5 71.4 

サ
ー
ビ
ス
種
別 

訪問介護 120 18.3 36.7 30.8 14.2 - 85.8  

訪問入浴介護 5 20.0 40.0 20.0 20.0 - 80.0  

訪問看護 73 13.7 19.2 39.7 26.0 1.4 72.6  

訪問リハビリテーション 20 - 25.0 25.0 50.0 - 50.0  

通所介護 172 7.6 19.8 34.3 36.6 1.7 61.6  

通所リハビリテーション 12 8.3 8.3 41.7 41.7 - 58.3  

短期入所生活介護 39 12.8 33.3 30.8 17.9 5.1 76.9  

小規模多機能型居宅介護 23 8.7 26.1 47.8 13.0 4.3 82.6  

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 12 8.3 25.0 33.3 33.3 - 66.7  

法
人
の
種
類 

株式会社 250 13.2 23.2 33.6 28.8 1.2 70.0 

有限会社 28 10.7 10.7 46.4 32.1 - 67.9 

医療法人 44 4.5 22.7 40.9 31.8 - 68.2 

社会福祉法人 87 9.2 31.0 33.3 21.8 4.6 73.6 

社団法人・財団法人 9 11.1 22.2 22.2 44.4 - 55.6 

ＮＰＯ法人 20 10.0 40.0 35.0 15.0 - 85.0 

協同組合 13 23.1 53.8 23.1 - - 100.0 

非法人 2 - - 50.0 50.0 - 50.0 

その他 21 14.3 28.6 28.6 28.6 - 71.4 

※『不足感あり』＝「大いに不足」＋「不足」＋「やや不足」 

※「当該職種はいない」「無回答」を除いた事業所数を母数としている  

令和７年度 

22.2 

24.7 

15.3 

7.0 

1.7 

10.4 

4.7 

11.6 

35.2 

35.4 

23.9 

15.9 

11.8 

20.2 

15.9 

25.6 

25.0 

25.9 

29.1 

26.2 

16.0 

27.6 

20.6 

34.2 

17.6 

13.9 

30.1 

50.0 

68.9 

41.7 

57.9 

27.1 

0.0 

0.0 

1.5 

0.9 

1.7 

0.0 

0.9 

1.5 

0% 25% 50% 75% 100%

①訪問介護員 n=216

②サービス提供責任者

n=158

③介護職員 n=326

④看護職員 n=328

⑤生活相談員 n=238

⑥PT・OT・ST等 n=163

⑦介護支援専門員

n=107

⑧従業員全体 n=476

大いに不足 不足 やや不足 適当 過剰

『不足感あり』

71.4％ 
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問10-１ 「従業員全体でみた場合」で「大いに不足」「不足」「やや不足」と回答した事業所

におうかがいします。不足した理由はどれですか。（あてはまるものすべてを選択） 

▶ 『不足感あり』と回答した事業所のうち、「採用が困難である」と回答した事業所の割合

は７割を超えている 

図表2-4-12 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表2-4-13 単位：％ 

項 目 

回
答
者
数 

（
事
業
所
） 

採
用
が
困
難
で
あ
る 

事
業
を
拡
大
し
た
い
が 

人
材
が
確
保
で
き
な
い 

離
職
率
が
高
い 

（
定
着
率
が
低
い
） 

全  体 340 75.0 28.5 20.9 

サ
ー
ビ
ス
種
別 

訪問介護 103 77.7 34.0 19.4 

訪問入浴介護 4 25.0 25.0 25.0 

訪問看護 53 60.4 41.5 18.9 

訪問リハビリテーション 10 80.0 40.0 10.0 

通所介護 106 73.6 21.7 19.8 

通所リハビリテーション 7 85.7 42.9 28.6 

短期入所生活介護 30 86.7 16.7 36.7 

小規模多機能型居宅介護 19 89.5 10.5 15.8 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 8 87.5 25.0 25.0 

法
人
の
種
類 

株式会社 175 75.4 29.1 20.0 

有限会社 19 47.4 36.8 21.1 

医療法人 30 80.0 30.0 6.7 

社会福祉法人 64 84.4 20.3 29.7 

社団法人・財団法人 5 40.0 40.0 20.0 

ＮＰＯ法人 17 64.7 23.5 23.5 

協同組合 13 100.0 30.8 15.4 

非法人 1 - 100.0 - 

その他 15 66.7 33.3 26.7 

※「その他」「無回答」は掲載を省略  

75.0

28.5

20.9

8.5

0.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

採用が困難である

事業を拡大したいが

人材が確保できない

離職率が高い

（定着率が低い）

その他

無回答
n=340

令和７年度 令和４年度 令和元年度 

80.6

18.1

14.2

6.5

2.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=309

77.4

26.6

16.4

6.8

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=323
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問10-２ 「採用が困難である」と回答した事業所におうかがいします。採用が困難な原因は何

にあるとお考えですか。（あてはまるものすべてを選択） 

▶ 「採用が困難」と回答した事業所のうち、採用が困難な原因として「賃金が低い」が６割

を超えて最も高くなっている 

図表2-4-14 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

63.9

45.1

38.4

16.5

13.3

7.5

7.5

3.1

16.9

8.6

0.4

0% 20% 40% 60% 80%

賃金が低い

仕事がきつい

（身体的・精神的）

社会的評価が低い

休みが取りにくい

雇用が不安定

労働時間が長い

キャリアアップの

機会が不十分

夜勤が多い

その他

わからない

無回答 n=255

56.0

40.4

32.4

16.0

13.6

5.6

8.4

2.0

20.0

11.6

0.0

0% 20% 40% 60% 80%

n=250

57.0

48.2

34.5

17.7

13.3

6.8

5.2

7.6

29.7

5.6

0.0

0% 20% 40% 60% 80%

n=249

令和７年度 令和４年度 令和元年度 
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問11 貴事業所は、人材確保に向けて、どのような取組を実施されていますか。 

（あてはまるものすべてを選択） 

▶ 「採用にあたり、多様な募集ルートを活用し、募集を行っている」事業所の割合が最も高

く、約７割となっている 

図表2-4-15 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

令和７年度 令和元年度 

77.3

44.9

27.2

28.8

22.0

11.6

2.0

4.8

4.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=559

69.8

56.2

35.1

34.2

29.5

13.9

2.2

5.9

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=404

令和４年度 

72.1 

49.1 

31.0 

30.3 

28.3 

19.2 

1.6 

5.8 

1.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

採用にあたり、多様な募集ルートを

活用し、募集を行っている

従業員の悩みや不安・不満、疑問点

等について、上司や同僚に気軽に

相談できる体制づくりに努めている

従業員の賃金について、職能給や

業績給を導入し、モチベーション

の向上に努めている

採用にあたり、ケアの理念や経営理念、

業務内容等を詳細に説明し、就労ニーズ

とのミスマッチの解消に努めている※

従業員の介護能力と就労ニーズを

把握しながら能力開発に努めている

外国人従業員の雇用を含め、

多様な方法を検討している

その他

特にない

無回答

n=548
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図表2-4-16 単位：％ 

項 目 

回
答
者
数
（
事
業
所
） 

採
用
に
あ
た
り
、
多
様
な
募
集
ル
ー
ト
を
活
用
し
、

募
集
を
行
っ
て
い
る 

従
業
員
の
悩
み
や
不
安
・
不
満
、
疑
問
点
等
に
つ
い

て
、
上
司
や
同
僚
に
気
軽
に
相
談
で
き
る
体
制
づ
く

り
に
努
め
て
い
る 

従
業
員
の
賃
金
に
つ
い
て
、
職
能
給
や
業
績
給
を
導

入
し
、
モ
チ
ベ
ー
シ
ョ
ン
の
向
上
に
努
め
て
い
る 

採
用
に
あ
た
り
、
ケ
ア
の
理
念
や
経
営
理
念
、
業
務

内
容
等
を
詳
細
に
説
明
し
、
就
労
ニ
ー
ズ
と
の
ミ
ス

マ
ッ
チ
の
解
消
に
努
め
て
い
る 

従
業
員
の
介
護
能
力
と
就
労
ニ
ー
ズ
を
把
握
し
な

が
ら
能
力
開
発
に
努
め
て
い
る 

外
国
人
従
業
員
の
雇
用
を
含
め
、
多
様
な
方
法
を
検

討
し
て
い
る 

全  体 548 72.1 49.1 31.0 30.3 28.3 19.2 

サ
ー
ビ
ス
種
別 

訪問介護 160 68.8 53.1 31.9 24.4 28.8 10.6 

訪問入浴介護 6 83.3 16.7 - - 16.7 50.0 

訪問看護 80 72.5 46.3 31.3 37.5 30.0 5.0 

訪問リハビリテーション 24 62.5 25.0 25.0 25.0 8.3 - 

通所介護 188 70.7 47.3 31.9 27.7 29.3 23.4 

通所リハビリテーション 14 64.3 50.0 28.6 50.0 14.3 21.4 

短期入所生活介護 39 87.2 66.7 35.9 48.7 38.5 64.1 

小規模多機能型居宅介護 24 87.5 50.0 25.0 41.7 20.8 25.0 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 13 76.9 46.2 30.8 23.1 38.5 23.1 

法
人
の
種
類 

株式会社 293 75.4 50.5 32.8 32.4 31.7 18.1 

有限会社 33 48.5 45.5 30.3 18.2 24.2 9.1 

医療法人 50 66.0 40.0 32.0 36.0 14.0 12.0 

社会福祉法人 93 80.6 58.1 29.0 37.6 29.0 41.9 

社団法人・財団法人 10 80.0 20.0 20.0 10.0 - - 

ＮＰＯ法人 23 69.6 47.8 21.7 21.7 17.4 13.0 

協同組合 16 81.3 43.8 31.3 12.5 37.5 - 

非法人 3 33.3 33.3 - - 33.3 - 

その他 24 41.7 41.7 37.5 16.7 33.3 4.2 

※「その他」「特にない」「無回答」は掲載を省略 
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問11-１ 「採用にあたり、多様な募集ルートを活用し、募集を行っている」と答えた事業所におう

かがいします。どのようなルートを活用していますか。（あてはまるものすべてを選択） 

▶ 多様な募集ルートのうち、「求人情報誌・求人情報サイトの掲載」を活用している事業所

の割合が８割弱、「従業員からの紹介」が７割を超えている 

図表2-4-17 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※ 令和４年度より「求人情報誌・求人情報サイトの掲載」「人材紹介会社を通じた採用」「派遣会社からの介護派遣の活用」「就職合同説

明会（福祉のお仕事就職・転職フェア）への参加」を追加 

 

  

76.5

72.9

69.9

62.8

57.0

32.2

23.5

19.5

4.3

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

求人情報誌・求人情報

サイトの掲載

従業員からの紹介

職業安定所（ハローワーク）

ホームページ

人材紹介会社を通じた採用

就職合同説明会（福祉のお仕事

就職・転職フェア）への参加

派遣会社からの介護派遣の活用

学校訪問

その他

無回答 n=395

令和７年度 令和元年度 

**

74.1

79.2

64.8

**

**

**

22.9

36.8

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=432

71.3

74.5

73.4

56.4

54.6

24.1

27.0

12.8

6.4

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=282

令和４年度 
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図表2-4-18 単位：％ 

項 目 

回
答
者
数 

（
事
業
所
） 

求
人
情
報
誌
・
求
人
情
報
サ
イ
ト
の

掲
載 

従
業
員
か
ら
の
紹
介 

職
業
安
定
所
（
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
） 

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ 

人
材
紹
介
会
社
を
通
じ
た
採
用 

就
職
合
同
説
明
会
（
福
祉
の
お
仕
事

就
職
・
転
職
フ
ェ
ア
）
へ
の
参
加 

派
遣
会
社
か
ら
の
介
護
派
遣
の
活
用 

学
校
訪
問 

全  体 395 76.5 72.9 69.9 62.8 57.0 32.2 23.5 19.5 

サ
ー
ビ
ス
種
別 

訪問介護 110 75.5 75.5 65.5 53.6 48.2 29.1 11.8 13.6 

訪問入浴介護 5 80.0 100.0 100.0 80.0 100.0 80.0 - 80.0 

訪問看護 58 67.2 65.5 55.2 67.2 84.5 10.3 6.9 8.6 

訪問リハビリテーション 15 73.3 46.7 46.7 66.7 66.7 20.0 6.7 13.3 

通所介護 133 79.7 66.9 75.2 60.9 42.1 31.6 23.3 15.8 

通所リハビリテーション 9 66.7 88.9 77.8 66.7 66.7 55.6 33.3 11.1 

短期入所生活介護 34 91.2 91.2 100.0 88.2 73.5 79.4 76.5 64.7 

小規模多機能型居宅介護 21 76.2 95.2 61.9 66.7 57.1 33.3 52.4 23.8 

定期巡回・随時対応型 

訪問介護看護 
10 60.0 70.0 60.0 50.0 90.0 10.0 40.0 20.0 

法
人
の
種
類 

株式会社 221 78.3 74.2 64.7 57.9 58.4 22.6 17.6 11.8 

有限会社 16 56.3 81.3 56.3 50.0 31.3 12.5 6.3 6.3 

医療法人 33 78.8 66.7 69.7 72.7 66.7 33.3 27.3 18.2 

社会福祉法人 75 85.3 78.7 88.0 82.7 72.0 66.7 53.3 48.0 

社団法人・財団法人 8 62.5 37.5 75.0 37.5 25.0 12.5 12.5 12.5 

ＮＰＯ法人 16 56.3 62.5 75.0 68.8 18.8 43.8 6.3 12.5 

協同組合 13 53.8 76.9 61.5 69.2 38.5 38.5 - 30.8 

非法人 1 - - - - - - - - 

その他 10 90.0 60.0 70.0 30.0 40.0 10.0 20.0 10.0 

※「その他」「無回答」は掲載を省略  
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4.5

43.8

16.1
11.6

2.7
5.4

9.8
6.3

0.0 
0%

10%

20%

30%

40%

50%

０人 １人 ２人 ３人 ４人 ５人 ６～９人 10人以上 無回答

n=112

【令和７年度新規設問】 

問12 外国人労働者を雇用していますか。（１つを選択） 

▶ 外国人を雇用している割合は約２割となっている 

図表2-4-19 

 

 

 

 

 

図表2-4-20 単位：％ 

項 目 

回
答
者
数 

（
事
業
所
） 

は
い 

い
い
え 

全  体 548 20.4 77.9 

サ
ー
ビ
ス
種
別 

訪問介護 160 11.3 87.5 

訪問入浴介護 6 66.7 33.3 

訪問看護 80 3.8 96.3 

訪問リハビリテーション 24 8.3 83.3 

通所介護 188 21.8 76.1 

通所リハビリテーション 14 7.1 92.9 

短期入所生活介護 39 64.1 35.9 

小規模多機能型居宅介護 24 62.5 37.5 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 13 23.1 69.2 

法
人
の
種
類 

株式会社 293 17.4 80.9 

有限会社 33 18.2 81.8 

医療法人 50 18.0 80.0 

社会福祉法人 93 39.8 60.2 

社団法人・財団法人 10 10.0 90.0 

ＮＰＯ法人 23 21.7 78.3 

協同組合 16 12.5 81.3 

非法人 3 - 100.0 

その他 24 4.2 87.5 

※「無回答」は掲載を省略 

 

【令和７年度新規設問】 

問12-１ 「はい」と答えた事業所におうかがいします。令和７年10月１日現在、外国人労働者

を何人雇用していますか。（数字を入力） 

▶ 雇用している外国人の平均人数は3.19人となっている 

図表2-4-21 

 

 

 

 

 

  

20.4 77.9 1.6

0% 25% 50% 75% 100%

令和７年度 n=548

はい いいえ 無回答

令和７年度平均：3.19人 
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問13 貴事業所で、離職防止や定着促進のため重点を置いて取り組んだことはどれですか。 

（あてはまるものすべてを選択） 

▶ 「職場内の仕事上のコミュニケーションの円滑化を図ること」の割合が前回調査から減少

したものの、最も高くなっている 

図表2-4-22 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

63.9 

65.1 

62.1 

44.7 

49.2 

36.7 

39.7 

40.8 

32.6 

34.7 

31.3 

18.4 

25.0 

24.5 

28.3 

27.5 

27.9 

13.1 

1.3 

3.0 

2.0 

0% 20% 40% 60% 80%

n=559

65.5 

64.4 

60.0 

46.4 

44.9 

43.1 

42.9 

42.5 

38.3 

32.3 

31.4 

30.5 

29.9 

28.5 

26.8 

26.3 

24.8 

9.7 

0.7 

1.8 

0.4 

0% 20% 40% 60% 80%

職場内の仕事上のコミュニケーション

の円滑化を図ること

労働時間（時間帯・総労働時間）

の希望を聞くこと

賃金・労働時間等の労働条件（休暇を

取りやすくすることも含める）の改善

業務改善や効率化等による働き

やすい職場づくりに力を入れること

仕事内容の希望を聞くこと

（持ち場の移動など）

悩み、不満、不安などの相談窓口を

設けている（メンタルヘルスケア）

能力や仕事ぶりを評価し、

配置や処遇への反映

非正規職員から正規職員への

転換の機会を設けること

能力開発の充実（社内研修、

社外講習等の受講・支援等）

キャリアに応じた給与体系の整備

経営者・管理者と従業員が経営方針、

ケア方針を共有する機会の設置

健康対策や健康管理に力を入れること

職員の仕事内容と必要な能力等の明示

職場環境を整えること（休憩室、談話

室、出社時に座れる席の確保など）

新人の指導担当・アドバイザーの設置

管理者・リーダー層の部下育成や動機

付け能力向上に向けた教育研修の実施

福利厚生を充実させ、職場内の交流を深

めること（同好会、親睦会の実施含む）

子育て支援を行うこと（子ども

預かり所の設置や保育費用支援等）

その他

特に取り組んだことはない

無回答 n=548

令和７年度 

69.8 

62.6 

58.7 

46.5 

50.7 

44.3 

46.8 

47.8 

36.6 

34.7 

28.2 

31.7 

29.0 

26.7 

25.7 

20.5 

20.0 

10.6 

1.5 

1.7 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80%

n=404

令和４年度 令和元年度 
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図表2-4-23      単位：％ 

項 目 

回
答
者
数
（
事
業
所
） 

職
場
内
の
仕
事
上
の
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
の

円
滑
化
を
図
る
こ
と 

労
働
時
間
（
時
間
帯
・
総
労
働
時
間
）
の
希
望
を

聞
く
こ
と 

賃
金
・
労
働
時
間
等
の
労
働
条
件
（
休
暇
を
取
り

や
す
く
す
る
こ
と
も
含
め
る
）
の
改
善 

業
務
改
善
や
効
率
化
等
に
よ
る
働
き
や
す
い
職

場
づ
く
り
に
力
を
入
れ
る
こ
と 

仕
事
内
容
の
希
望
を
聞
く
こ
と
（
持
ち
場
の
移

動
な
ど
） 

悩
み
、
不
満
、
不
安
な
ど
の
相
談
窓
口
を
設
け
て

い
る
（
メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
ケ
ア
） 

能
力
や
仕
事
ぶ
り
を
評
価
し
、
配
置
や
処
遇
へ

の
反
映 

非
正
規
職
員
か
ら
正
規
職
員
へ
の
転
換
の
機
会

を
設
け
る
こ
と 

能
力
開
発
の
充
実
（
社
内
研
修
、
社
外
講
習
等
の

受
講
・
支
援
等
） 

キ
ャ
リ
ア
に
応
じ
た
給
与
体
系
の
整
備 

経
営
者
・
管
理
者
と
従
業
員
が
経
営
方
針
、
ケ
ア

方
針
を
共
有
す
る
機
会
の
設
置 

健
康
対
策
や
健
康
管
理
に
力
を
入
れ
る
こ
と 

職
員
の
仕
事
内
容
と
必
要
な
能
力
等
の
明
示 

職
場
環
境
を
整
え
る
こ
と
（
休
憩
室
、
談
話
室
、

出
社
時
に
座
れ
る
席
の
確
保
な
ど
） 

新
人
の
指
導
担
当
・
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
の
設
置 

管
理
者
・
リ
ー
ダ
ー
層
の
部
下
育
成
や
動
機
付

け
能
力
向
上
に
向
け
た
教
育
研
修
の
実
施 

福
利
厚
生
を
充
実
さ
せ
、
職
場
内
の
交
流
を
深

め
る
こ
と
（
同
好
会
、
親
睦
会
の
実
施
含
む
） 

子
育
て
支
援
を
行
う
こ
と
（
子
ど
も
預
か
り
所

の
設
置
や
保
育
費
用
支
援
等
） 

全  体 548 65.5 64.4 60.0 46.4 44.9 43.1 42.9 42.5 38.3 32.3 31.4 30.5 29.9 28.5 26.8 26.3 24.8 9.7 

サ
ー
ビ
ス
種
別 

訪問介護 160 65.6 74.4 64.4 37.5 50.6 53.8 43.1 43.8 39.4 38.1 35.0 36.9 25.0 26.3 28.1 25.6 26.3 8.1 

訪問入浴介護 6 33.3 16.7 83.3 33.3 16.7 66.7 50.0 66.7 66.7 66.7 - 83.3 - 66.7 66.7 66.7 66.7 - 

訪問看護 80 73.8 66.3 53.8 55.0 43.8 48.8 38.8 40.0 45.0 26.3 31.3 32.5 40.0 31.3 33.8 30.0 23.8 12.5 

訪問リハビリ
テーション 

24 45.8 20.8 50.0 37.5 33.3 16.7 29.2 8.3 12.5 16.7 4.2 4.2 37.5 16.7 16.7 20.8 8.3 8.3 

通所介護 188 66.0 67.0 61.7 45.2 41.5 33.0 42.6 39.4 37.2 25.5 30.9 23.9 27.7 25.5 20.2 22.3 22.9 6.9 

通所リハビリ
テーション 

14 50.0 42.9 42.9 71.4 50.0 14.3 28.6 21.4 21.4 21.4 14.3 14.3 7.1 21.4 35.7 28.6 28.6 7.1 

短期入所 

生活介護 
39 64.1 56.4 66.7 64.1 51.3 56.4 56.4 71.8 48.7 46.2 41.0 46.2 35.9 33.3 35.9 25.6 35.9 20.5 

小規模多機能

型居宅介護 
24 66.7 58.3 375 45.8 41.7 45.8 45.8 50.0 33.3 50.0 33.3 25.0 33.3 41.7 25.0 41.7 25.0 12.5 

定期巡回・ 
随時対応型 

訪問介護看護 
13 76.9 53.8 69.2 61.5 46.2 46.2 61.5 61.5 30.8 46.2 46.2 38.5 61.5 53.8 30.8 30.8 15.4 23.1 

法
人
の
種
類 

株式会社 293 66.6 64.8 59.7 44.4 45.7 45.1 47.1 43.7 38.9 36.9 33.8 29.4 34.1 30.0 28.0 32.8 23.9 8.5 

有限会社 33 63.6 75.8 81.8 33.3 42.4 30.3 45.5 39.4 30.3 21.2 24.2 24.2 15.2 24.2 9.1 15.2 39.4 9.1 

医療法人 50 66.0 60.0 58.0 62.0 46.0 32.0 40.0 34.0 44.0 24.0 20.0 24.0 24.0 30.0 32.0 22.0 22.0 14.0 

社会福祉法人 93 65.6 58.1 51.6 61.3 48.4 49.5 40.9 53.8 38.7 30.1 30.1 35.5 29.0 29.0 28.0 22.6 24.7 15.1 

社団法人・ 

財団法人 
10 60.0 70.0 90.0 40.0 60.0 10.0 40.0 30.0 40.0 10.0 30.0 20.0 50.0 30.0 40.0 20.0 10.0 10.0 

ＮＰＯ法人 23 69.6 82.6 73.9 30.4 43.5 43.5 30.4 26.1 43.5 26.1 52.2 60.9 8.7 8.7 17.4 13.0 26.1 - 

協同組合 16 68.8 62.5 43.8 37.5 43.8 56.3 18.8 25.0 43.8 31.3 25.0 37.5 31.3 43.8 25.0 18.8 31.3 12.5 

非法人 3 - 33.3 33.3 - - - 33.3 - - - - - - 33.3 - - - - 

その他 24 62.5 66.7 62.5 29.2 25.0 45.8 33.3 45.8 20.8 41.7 33.3 25.0 33.3 20.8 33.3 12.5 29.2 4.2 

※「その他」「特に取り組んだことはない」「無回答」は掲載を省略 
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問14 貴事業所では、過去１年間（令和６年10月１日～令和７年９月30日）に採用した職員の

人数や質をどのように評価していますか。（１つを選択） 

▶ 「質には満足だが、人数は確保できていない」の割合が前回調査より微減したものの、 

３割を超えている 

図表2-4-24 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表2-4-25 単位：％ 

項 目 

回
答
者
数 

（
事
業
所
） 

人
数
・
質
と
も
に 

確
保
で
き
て
い
る 

人
数
は
確
保
で
き
て

い
る
が
、
質
に
は
満

足
し
て
い
な
い 

質
に
は
満
足
だ
が
、

人
数
は
確
保
で
き
て

い
な
い 

人
数
・
質
と
も
に 

確
保
で
き
て
い
な
い 

全  体 548 19.9 14.6 32.7 30.7 

サ
ー
ビ
ス
種
別 

訪問介護 160 15.0 6.3 41.3 35.0 

訪問入浴介護 6 16.7 - 66.7 16.7 

訪問看護 80 26.3 12.5 35.0 25.0 

訪問リハビリテーション 24 33.3 12.5 16.7 25.0 

通所介護 188 22.3 22.9 28.2 25.0 

通所リハビリテーション 14 21.4 - 35.7 35.7 

短期入所生活介護 39 7.7 17.9 15.4 59.0 

小規模多機能型居宅介護 24 8.3 25.0 29.2 37.5 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 13 38.5 7.7 46.2 7.7 

法
人
の
種
類 

株式会社 293 21.5 14.3 33.1 29.7 

有限会社 33 12.1 12.1 39.4 24.2 

医療法人 50 24.0 16.0 28.0 30.0 

社会福祉法人 93 15.1 17.2 29.0 37.6 

社団法人・財団法人 10 30.0 10.0 60.0 - 

ＮＰＯ法人 23 4.3 13.0 43.5 39.1 

協同組合 16 18.8 6.3 18.8 56.3 

非法人 3 33.3 - 33.3 - 

その他 24 29.2 16.7 33.3 16.7 

※「無回答」は掲載を省略 

  

19.9 

17.1 

13.4 

14.6 

15.3 

17.0 

32.7 

35.1 

27.7 

30.7 

32.4 

34.0 

2.2

0.0

7.9

0% 25% 50% 75% 100%

令和７年度 n=548

令和４年度 n=404

令和元年度 n=559

人数・質ともに

確保できている

人数は確保できて

いるが、質には

満足していない

質には満足だが、

人数は確保でき

ていない

人数・質ともに

確保できていない

無回答 列1
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問15 貴事業所では、「介護プロフェッショナルのキャリア段位制度」を導入していますか。 

（１つを選択） 

▶ 「当面導入の予定はない」が４割を超えており、「この制度を知らない」は約４割となっ

ている 

図表2-4-26 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

3.6

5.7

5.0

3.1

2.5

3.0

9.1

11.6

7.3

44.7

40.6

43.3

38.1

39.6

35.1

1.3

0.0

6.3

0% 25% 50% 75% 100%

令和７年度 n=548

令和４年度 n=404

令和元年度 n=559

すでに導入して

おり、評価者

（ｱｾｯｻｰ）

登録者がいる

すでに導入して

おり、レベル認定

に取り組む、又は

レベル認定を受けた

介護職員がいる

導入を予定

している

当面導入の

予定はない

この制度を

知らない

無回答 列1
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【令和７年度新規設問】 

問16 ＬＩＦＥ関連加算を算定可能な通所介護・通所リハビリテーション・認知症対応型通所

介護・地域密着型通所介護・小規模多機能型居宅介護・看護小規模多機能型居宅介護事

業所におうかがいします。貴事業所では、ＬＩＦＥ関連加算を算定していますか。 

（１つを選択） 

▶ ＬＩＦＥ関連加算を算定している割合は約３割となっている 

図表2-4-27 

 

 

 

 

 

 

図表2-4-28 単位：％ 

項 目 

回
答
者
数 

（
事
業
所
） 

は
い 

い
い
え 

全  体 548 27.6 43.1 

サ
ー
ビ
ス
種
別 

訪問介護 160 0.6 42.5 

訪問入浴介護 6 - 16.7 

訪問看護 80 2.5 58.8 

訪問リハビリテーション 24 16.7 50.0 

通所介護 188 62.2 37.8 

通所リハビリテーション 14 71.4 28.6 

短期入所生活介護 39 12.8 38.5 

小規模多機能型居宅介護 24 50.0 50.0 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 13 - 46.2 

法
人
の
種
類 

株式会社 293 29.0 39.9 

有限会社 33 15.2 57.6 

医療法人 50 28.0 50.0 

社会福祉法人 93 32.3 41.9 

社団法人・財団法人 10 60.0 30.0 

ＮＰＯ法人 23 21.7 47.8 

協同組合 16 12.5 56.3 

非法人 3 - 33.3 

その他 24 12.5 50.0 

※「無回答」は掲載を省略 

  

27.6 43.1 29.4

0% 25% 50% 75% 100%

令和７年度 n=548

はい いいえ 無回答
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【令和７年度新規設問】 

問16-１ 算定していない事業所におうかがいします。貴事業所で、ＬＩＦＥの活用において課

題だと感じていることはありますか。（あてはまるものすべてを選択） 

▶ 「ＬＩＦＥへの入力の手間（時間の確保）」の割合が約４割で最も高くなっている 

図表2-4-29 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

38.6 

30.1 

28.0 

21.2 

20.8 

16.9 

12.7 

12.7 

5.9 

25.0 

14.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

LIFEへの入力の手間（時間の確保）

LIFEやLIFE関連加算についての職員への教育

LIFE関連加算の理解

LIFEの入力やLIFE関連加算算定の

ための人員が確保できない

LIFEの操作方法の理解

PCや介護記録ソフトなどのLIFEへの

入力機器の整備

フィードバックの活用方法がわからない

LIFE入力項目に関する実地指導への不安

その他

課題なし

無回答
n=236

令和７年度 
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図表2-4-30   単位：％ 

項 目 

回
答
者
数 

（
事
業
所
） 

Ｌ
Ｉ
Ｆ
Ｅ
へ
の
入
力
の
手
間 

（
時
間
の
確
保
） 

Ｌ
Ｉ
Ｆ
Ｅ
や
Ｌ
Ｉ
Ｆ
Ｅ
関
連
加

算
に
つ
い
て
の
職
員
へ
の
教
育 

Ｌ
Ｉ
Ｆ
Ｅ
関
連
加
算
の
理
解 

Ｌ
Ｉ
Ｆ
Ｅ
の
入
力
や
Ｌ
Ｉ
Ｆ
Ｅ

関
連
加
算
算
定
の
た
め
の
人
員

が
確
保
で
き
な
い 

Ｌ
Ｉ
Ｆ
Ｅ
の
操
作
方
法
の
理
解 

Ｐ
Ｃ
や
介
護
記
録
ソ
フ
ト
な
ど

の
Ｌ
Ｉ
Ｆ
Ｅ
へ
の
入
力
機
器
の

整
備 

フ
ィ
ー
ド
バ
ッ
ク
の
活
用
方
法

が
わ
か
ら
な
い 

Ｌ
Ｉ
Ｆ
Ｅ
入
力
項
目
に
関
す
る

実
地
指
導
へ
の
不
安 

全  体 236 38.6 30.1 28.0 21.2 20.8 16.9 12.7 12.7 

サ
ー
ビ
ス
種
別 

訪問介護 68 20.6 20.6 23.5 10.3 19.1 16.2 10.3 7.4 

訪問入浴介護 1 - - - - - - - - 

訪問看護 47 21.3 12.8 14.9 4.3 6.4 8.5 10.6 4.3 

訪問リハビリテーション 12 33.3 25.0 41.7 41.7 33.3 16.7 25.0 16.7 

通所介護 71 71.8 52.1 36.6 38.0 32.4 25.4 16.9 22.5 

通所リハビリテーション 4 25.0 - 25.0 - - - - - 

短期入所 

生活介護 
15 26.7 20.0 33.3 20.0 13.3 - 6.7 13.3 

小規模多機能型居宅介護 12 58.3 66.7 50.0 41.7 33.3 33.3 16.7 25.0 

定期巡回・随時対応型 

訪問介護看護 
6 - - - 16.7 - 16.7 - - 

法
人
の
種
類 

株式会社 117 32.5 29.1 27.4 14.5 16.2 18.8 12.0 12.8 

有限会社 19 47.4 36.8 21.1 47.4 42.1 26.3 15.8 5.3 

医療法人 25 44.0 28.0 24.0 28.0 36.0 16.0 16.0 16.0 

社会福祉法人 39 38.5 28.2 28.2 25.6 10.3 12.8 7.7 12.8 

社団法人・ 

財団法人 
3 - - - - - - - - 

ＮＰＯ法人 11 72.7 72.7 63.6 27.3 45.5 27.3 27.3 36.4 

協同組合 9 55.6 33.3 55.6 22.2 22.2 - 22.2 - 

非法人 1 100.0 - 100.0 100.0 100.0 - 100.0 100.0 

その他 12 33.3 8.3 - 8.3 8.3 8.3 - - 

※「その他」「活用していない」「無回答」は掲載を省略 
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【令和７年度新規設問】 

問16-２ 算定している事業所におうかがいします。ＬＩＦＥをどのように活用していますか。

（あてはまるものすべてを選択） 

▶ 「職員間での情報共有」の割合が約４割で最も高くなっている 

図表2-4-31 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表2-4-32   単位：％ 

項 目 

回
答
者
数 

（
事
業
所
） 

職
員
間
で
の
情
報

共
有 

自
施
設
の
利
用
者

像
や
課
題
の
把
握 

ケ
ア
の
実
施
状
況

の
把
握 

ケ
ア
の
結
果
の
把

握 ケ
ア
の
在
り
方
の

見
直
し 

施
設
内
の
管
理
指

標
と
し
て
の
活
用 

利
用
者
や
家
族
へ

の
説
明 

全  体 151 41.1 39.1 37.1 33.8 24.5 22.5 19.2 

サ
ー
ビ
ス
種
別 

訪問介護 1 - 100.0 100.0 - - - - 

訪問入浴介護 - - - - - - - - 

訪問看護 2 - - - - - - - 

訪問リハビリテーション 4 25.0 50.0 - - 25.0 25.0 - 

通所介護 117 47.0 38.5 36.8 35.0 26.5 22.2 21.4 

通所リハビリテーション 10 20.0 50.0 30.0 10.0 - 20.0 - 

短期入所生活介護 5 20.0 40.0 40.0 40.0 - 20.0 20.0 

小規模多機能型居宅介護 12 25.0 33.3 58.3 58.3 41.7 33.3 25.0 

定期巡回・随時対応型 
訪問介護看護 

- - - - - - - - 

法
人
の
種
類 

株式会社 85 50.6 41.2 44.7 40.0 30.6 32.9 24.7 

有限会社 5 40.0 40.0 60.0 - 20.0 - 20.0 

医療法人 14 42.9 64.3 35.7 35.7 21.4 21.4 - 

社会福祉法人 30 20.0 30.0 23.3 23.3 13.3 6.7 10.0 

社団法人・財団法人 6 33.3 - 16.7 16.7 - - 33.3 

ＮＰＯ法人 5 40.0 60.0 40.0 40.0 20.0 20.0 20.0 

協同組合 2 - - - - 50.0 - - 

非法人 - - - - - - - - 

その他 3 33.3 33.3 - 33.3 33.3 - 33.3 

※「活用していない」「無回答」は掲載を省略  

令和７年度 

41.1 

39.1 

37.1 

33.8 

24.5 

22.5 

19.2 

19.2 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

職員間での情報共有

自施設の利用者像や課題の把握

ケアの実施状況の把握

ケアの結果の把握

ケアの在り方の見直し

施設内の管理指標としての活用

利用者や家族への説明

活用していない

無回答 n=151
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91.4 

91.9 

84.1 

87.5 

86.2 

81.8 

71.0 

72.3 

63.3 

35.8 

34.9 

9.7 

0.7 

2.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=559

問17 以下の取組について、貴事業所が実施しているものはどれですか。 

（あてはまるものすべてを選択） 

▶ 「事業所独自の方法で、定期的に自らのサービスの質の評価を行っている」、「利用者から

サービスの質に関する評価を受けている」、「第三者機関によりサービスの質に関する評価

を受けている」割合が低くなっている 

図表2-4-33 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

90.7 

90.3 

88.3 

88.3 

86.3 

80.3 

76.5 

72.1 

58.8 

36.1 

33.8 

12.0 

0.7 

0.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

業務上知り得た利用者や家族

の個人情報に関する守秘義務

を職員に徹底している

苦情・相談対応窓口（担当など）

を設置している

感染症の予防や発生した場合の

蔓延防止に関する手引書を整備

している

職員に対する健康診断を

定期的に実施している

事業所内のわかりやすい場所

に運営規程を掲示している

サービス提供中に事故が発生

した場合の対応手順、責任者等

を定めた手引書を整備している

苦情・相談への対応に関する

手続き等を定めた手引書を整備

している

職員に対する感染症の予防

接種を定期的に実施している

居宅サービス事業の基本的な業務に

関する手引書を整備している

事業所独自の方法で、定期的

に自らのサービスの質の評価

を行っている

利用者からサービスの質に

関する評価を受けている

第三者機関によりサービスの

質に関する評価を受けている

（介護サービス情報の公表を除く）

上記について行っているものはない

無回答
n=548

91.3 

91.3 

80.9 

90.6 

85.4 

79.5 

70.5 

72.5 

62.9 

35.6 

30.9 

10.4 

0.2 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=404

令和７年度 令和元年度 令和４年度 
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問18 貴事業所における職員の研修参加状況についておうかがいします。 

過去１年間（令和６年10月１日～令和７年９月30日）の職員の研修参加状況について、あ

てはまるものすべてを選択してください。なお、常勤と非常勤の区別は、雇用形態により

ます。 

▶ 「常勤の職員の参加があった」事業所の割合は前回調査より増加し、約９割となっている 

図表2-4-34 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問18-１ 過去１年間（令和６年10月１日～令和７年９月30日）で、職員はどのような研修に参

加しましたか。（あてはまるものすべてを選択） 

▶ 参加があった研修のうち、「安全対策（事故時の応急措置等）、接遇・マナー」の研修の参

加が増加し、８割弱で最も高くなっている 

図表2-4-35 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

68.2

76.2

49.8

48.3

43.3

48.7

23.8

12.1

0.0

3.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

安全対策（事故時の応急

措置等）、接遇・マナー

介護技術・知識

コンプライアンス・

プライバシー保護

事例検討

情報共有、記録・報告方法

介護保険制度や関係法令

資格取得のための研修

その他

いずれも行っていない

無回答 n=478

令和７年度 令和元年度 

89.4 

70.4 

5.3 

1.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

常勤職員の参加があった

非常勤（常勤以外）職員の

参加があった

参加した職員はいない

無回答

n=548

81.7 

63.1 

12.1 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=404

81.6 

61.2 

6.6 

7.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=559

令和７年度 令和元年度 令和４年度 

73.5

71.5

62.0

50.4

52.1

51.5

23.7

8.2

0.0

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

安全対策（事故時の応急

措置等）、接遇・マナー

介護技術・知識

コンプライアンス・

プライバシー保護

事例検討

情報共有、記録・報告方法

介護保険制度や関係法令

資格取得のための研修

その他

いずれも行っていない

無回答 n=355

76.8

73.2

69.7

54.1

50.2

48.4

22.7

11.5

0.2

2.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

安全対策（事故時の応急

措置等）、接遇・マナー

介護技術・知識

コンプライアンス・

プライバシー保護

事例検討

情報共有、記録・報告方法

介護保険制度や関係法令

資格取得のための研修

その他

いずれも行っていない

無回答 n=512

令和４年度 
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図表2-4-36 単位：％ 

項 目 

回
答
者
数
（
事
業
所
） 

安
全
対
策
（
事
故
時
の
応
急

措
置
等
）
、
接
遇
・
マ
ナ
ー 

介
護
技
術
・
知
識 

コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
・ 

プ
ラ
イ
バ
シ
ー
保
護 

事
例
検
討 

情
報
共
有
、
記
録
・
報
告
方
法 

介
護
保
険
制
度
や
関
係
法
令 

資
格
取
得
の
た
め
の
研
修 

全  体 512 76.8 73.2 69.7 54.1 50.2 48.4 22.7 

サ
ー
ビ
ス
種
別 

訪問介護 150 88.0 81.3 81.3 58.0 66.0 60.7 21.3 

訪問入浴介護 5 100.0 100.0 100.0 60.0 20.0 - 60.0 

訪問看護 75 60.0 48.0 54.7 52.0 42.7 45.3 18.7 

訪問リハビリテーション 19 57.9 21.1 31.6 31.6 26.3 42.1 5.3 

通所介護 175 74.3 76.0 71.4 52.6 48.6 40.6 20.6 

通所リハビリテーション 12 50.0 83.3 66.7 50.0 25.0 41.7 8.3 

短期入所生活介護 39 87.2 92.3 64.1 48.7 30.8 46.2 48.7 

小規模多機能型居宅介護 24 75.0 83.3 62.5 58.3 54.2 58.3 29.2 

定期巡回・随時対応型 

訪問介護看護 
13 92.3 69.2 76.9 84.6 53.8 53.8 23.1 

法
人
の
種
類 

株式会社 277 81.6 75.5 77.6 58.5 58.8 51.6 21.3 

有限会社 28 50.0 50.0 50.0 32.1 35.7 28.6 28.6 

医療法人 45 68.9 60.0 60.0 57.8 42.2 60.0 15.6 

社会福祉法人 93 76.3 86.0 64.5 45.2 29.0 37.6 26.9 

社団法人・財団法人 9 77.8 66.7 44.4 44.4 33.3 44.4 - 

ＮＰＯ法人 22 77.3 59.1 77.3 54.5 63.6 50.0 31.8 

協同組合 15 80.0 73.3 73.3 73.3 60.0 73.3 26.7 

非法人 2 50.0 - - - 100.0 50.0 - 

その他 18 66.7 72.2 38.9 55.6 50.0 44.4 27.8 

※「その他」「いずれも行っていない」「無回答」は掲載を省略 

 

 

問18-２ 過去１年間（令和６年10月１日～令和７年９月30日）で、職員の研修への参加状況は

どの程度ですか。（１つを選択） 

▶ 研修参加は「すべての職員」と回答した事業所の割合が前回調査より増加し、５割を超え

ている 

図表2-4-37 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

54.5 

47.0 

36.2 

25.0 

26.8 

28.9 

11.1 

14.9 

15.5 

6.3 

7.6 

11.3 

1.8 

3.7 

6.9 

1.4 

0.0 

1.3 

0% 25% 50% 75% 100%

令和７年度 n=512

令和４年度 n=355

令和元年度 n=478

すべての職員 ７～９割程度 ４～６割程度 ２～３割程度 １割程度、

あるいは

それ以下

無回答
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問19 貴事業所では、事故や「ヒヤリ・ハット事例」については、ひと月に何件くらいありますか。

（１つを選択、数字を入力） 

→「２ 共通設問の比較」（P32）に掲載 

 

問20 貴事業所では、事故や「ヒヤリ・ハット事例」に関する周知、または研修等を行っていま

すか。（あてはまるものすべてを選択） 

→「２ 共通設問の比較」（P32）に掲載 

 

問21 貴事業所では、利用者からの「セクハラ」「いやがらせ・不当な要求・暴力」の発生につ

いては、ひと月に何件くらいありますか。（それぞれ１つを選択、数字を入力） 

→「２ 共通設問の比較」（P33・34）に掲載 

 

問22 貴事業所で「セクハラ」の対応策として、具体的に取り組んでいることを教えてください。

（あてはまるものすべてを選択） 

→「２ 共通設問の比較」（P34）に掲載 

 

問23 貴事業所で「いやがらせ・不当な要求・暴力」の対応策として、具体的に取り組んでいる

ことを教えてください。（あてはまるものすべてを選択） 

→「２ 共通設問の比較」（P35）に掲載 

 

問24 介護・福祉現場で働く職員が、利用者・家族等からカスタマーハラスメントを受けた場

合の相談窓口（川崎市介護・障害福祉サービス事業所向けカスタマーハラスメント相談

窓口）があることを知っていますか。（１つを選択） 

→「２ 共通設問の比較」（P35）に掲載 

 

問25 貴事業所では、虐待の発生について、把握していますか。（１つを選択） 

→「２ 共通設問の比較」（P36）に掲載 

 

問26 貴事業所でこれまで確認された虐待事例の原因についてお答えください。 

（あてはまるものすべてを選択） 

→「２ 共通設問の比較」（P36）に掲載 

 

問27 貴事業所で虐待の対応策として、具体的に取り組んでいることを教えてください。 

（あてはまるものすべてを選択） 

→「２ 共通設問の比較」（P37）に掲載 
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問28 貴事業所では、虐待あるいは虐待が疑われるケースについて、どのような対応をとって

いますか。また、実際にそのような例がない場合、どのような対応をとるようにしてい

ますか。（あてはまるものすべてを選択） 

▶ 「発見した場合、管理者に報告するよう指導している」割合が前回調査より増加し、９割

を超えている 

図表2-4-38 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

令和７年度 令和元年度 

93.8

73.4

62.2

53.6

44.9

35.0

0.9

1.3

0.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

発見した場合、管理者に報告

するよう指導している

事業所内の上司や同僚に

相談できる環境を整えている

ケアマネジャーに報告するよう

指導している

事業所独自の対応マニュアル

を作成（準備）している

行政や地域包括支援センター

に相談するよう指導している

川崎市の作成するマニュアル

の周知に努めている

その他

特に対応は考えていない

無回答 n=548

令和４年度 

91.3

67.6

54.2

38.6

42.1

34.7

0.5

1.5

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=404

93.4

65.7

62.3

36.9

41.3

31.8

2.5

0.9

1.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=559
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問29 貴事業所では、次の介護福祉機器を導入しているものはありますか。（あてはまるもの

すべてを選択） 

▶ 導入している機器について「ベッド」が４割を超えており、最も高くなっている 

図表2-4-39 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

導入している 

40.8 

29.0 

22.9 

28.6 

21.8 

18.2 

17.5 

5.5 

6.1 

2.7 

3.6 

2.9 

16.6 

31.5 

0% 20% 40% 60%

n=559

令和７年度 令和元年度 

41.8 

25.5 

23.0 

22.8 

20.8 

16.6 

15.3 

4.5 

4.2 

1.0 

2.0 

2.7 

47.5 

0.0 

0% 20% 40% 60%

n=404

令和４年度 

42.7 

26.1 

25.7 

23.5 

21.5 

18.2 

17.0 

4.2 

4.0 

3.3 

1.3 

3.3 

45.3 

1.5 

0% 20% 40% 60%

ベッド（傾斜角度、高さが調整

できるもの。マットレスは除く）

シャワーキャリー

車いす体重計

自動車用車いすリフト（福祉車両の場合は、

車両本体を除いたリフト部分のみ）

特殊浴槽（移動用リフトと共に稼働

するもの、側面が開閉可能なもの）

エアーマット

（体位変換機能を有するもののみ）

ストレッチャー

（入浴用に使用するものを含む）

移動用リフト（立位補助機

〔スタンディングマシーン〕を含む）

昇降装置

（人の移動に使用するものに限る）

各種介護ロボット

座面昇降機能付き車いす

その他介護福祉機器

いずれも導入していない

無回答
n=548
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問30 次の介護福祉機器のうち、導入の有無にかかわらず、従業員の身体的負担軽減や腰痛予

防、緩和等に効果があると思われるものはどれですか。（あてはまるものすべてを選択） 

▶ 「ベッド」は従業員にとって効果があると思う割合が約６割となっている 

図表2-4-40 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

従業員にとって効果がある 令和７年度 令和元年度 

37.6 

27.4 

27.2 

30.4 

31.5 

28.8 

21.5 

23.8 

21.3 

21.3 

12.3 

8.1 

6.1 

33.1 

0% 20% 40% 60% 80%

n=559

63.6 

47.5 

40.3 

39.1 

37.6 

38.9 

31.7 

30.0 

28.2 

26.7 

4.2 

2.0 

13.6 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80%

n=404

58.6 

36.5 

38.9 

37.0 

35.9 

35.4 

29.6 

29.2 

28.6 

22.1 

5.7 

2.9 

15.9 

2.7 

0% 20% 40% 60% 80%

ベッド（傾斜角度、高さが調整

できるもの。マットレスは除く）

移動用リフト（立位補助機

〔スタンディングマシーン〕を含む）

特殊浴槽（移動用リフトと共に稼働

するもの、側面が開閉可能なもの）

車いす体重計

自動車用車いすリフト（福祉車両の場合は、

車両本体を除いたリフト部分のみ）

シャワーキャリー

昇降装置

（人の移動に使用するものに限る）

エアーマット

（体位変換機能を有するもののみ）

ストレッチャー

（入浴用に使用するものを含む）

座面昇降機能付き車いす

各種介護ロボット

その他介護福祉機器

いずれも効果は期待できない

無回答

n=548

令和４年度 
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問31 貴事業所では、介護ロボットの導入予定がありますか。なお、介護ロボットの例につい

ては、問31-１の選択肢を参照してください。（１つを選択） 

▶ 介護ロボットの「導入の予定はない」と回答した事業所は前回調査より微減し、約９割と

なっている 

図表2-4-41 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表2-4-42 単位：％ 

項 目 

回
答
者
数 

（
事
業
所
） 

す
で
に
導
入 

し
て
い
る 

導
入
を
予
定
（
検
討
） 

し
て
い
る 

導
入
の
予
定
は
な
い 

全  体 548 3.8 6.4 88.7 

サ
ー
ビ
ス
種
別 

訪問介護 160 1.3 3.1 95.0 

訪問入浴介護 6 66.7 - 33.3 

訪問看護 80 - 1.3 97.5 

訪問リハビリテーション 24 - - 91.7 

通所介護 188 0.5 4.3 95.2 

通所リハビリテーション 14 - 14.3 85.7 

短期入所生活介護 39 33.3 38.5 28.2 

小規模多機能型居宅介護 24 4.2 8.3 83.3 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 13 - 15.4 76.9 

法
人
の
種
類 

株式会社 293 2.0 3.4 93.2 

有限会社 33 3.0 3.0 93.9 

医療法人 50 - 6.0 92.0 

社会福祉法人 93 15.1 20.4 64.5 

社団法人・財団法人 10 - 10.0 90.0 

ＮＰＯ法人 23 - - 100.0 

協同組合 16 - - 100.0 

非法人 3 - - 100.0 

その他 24 - 4.2 91.7 

※「無回答」は掲載を省略 

  

3.8 

3.7 

4.1 

6.4 

5.4 

5.5 

88.7 

90.8 

83.4 

1.1 

0.0 

7.0 

0% 25% 50% 75% 100%

令和７年度 n=548

令和４年度 n=404

令和元年度 n=559

すでに導入している 導入を予定（検討）している 導入の予定はない 無回答 列1
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問31-１ 「すでに導入している」「導入を予定（検討）している」と答えた事業所におうかが

いします。どのような介護ロボットが、介護職員の負担軽減に効果があると思いま

すか。（あてはまるものすべてを選択） 

▶ 介護ロボットを導入している（予定している）事業所のうち、「センサーや通信機能を備

え、要介護者の見守りを支援するためのシステム」を導入している事業所の割合が大幅に

増加し、約７割と最も高くなっている 

図表2-4-43 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

令和７年度 令和４年度 

46.3 

50.0 

44.4 

38.9 

13.0 

3.7 

1.9 

1.9 

0% 20% 40% 60% 80%

n=54

令和元年度 

56.8 

51.4 

37.8 

29.7 

16.2 

5.4 

2.7 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80%

n=37

71.4 

60.7 

51.8 

30.4 

25.0 

8.9 

1.8 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80%

センサーや通信機能を備え、要介護者

の見守りを支援するためのシステム

介護する人が腰などにかかる負担

を軽減するために装着する機器

要介護者を抱え上げ、ベッドや

車いすなどへの移乗を補助する機器

癒しやセラピー効果を

目的としたロボット

要介護者の排せつ物を

自動的に処理する機器

外出する高齢者向けの

電動アシスト付き手押し車

その他

無回答
n=56
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問32 貴事業所では、職員の質の確保・向上を図るために、今後どのような視点を重視した取

組が必要だと思いますか。（あてはまるものすべてを選択） 

▶ 「利用者の状態に応じた応用技術の向上」が前回調査より減少し、約８割となっている 

図表2-4-44 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

80.7

68.0

69.8

54.4

42.0

41.3

41.9

36.5

23.8

10.0

0.0

1.4

1.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=559

83.9 

79.2 

78.2 

53.7 

49.3 

48.5 

38.6 

39.1 

25.2 

16.6 

1.5 

1.5 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=404

80.5 

79.4 

76.5 

51.5 

47.8 

47.8 

42.5 

38.9 

28.1 

15.3 

1.6 

2.7 

0.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

利用者の状態に応じた

応用技術の向上

基本的な技術や実践的知識の

向上

利用者への対応の仕方など

マナーやコミュニケーション

技術の向上

サービス提供者としての

基本姿勢の徹底

ケアマネジメント技術や

アセスメント能力の向上

苦情や相談への対処能力の向上

制度に関する最新情報の取得

処遇困難者への対処能力の向上

事業所内でのキャリアパスの構築

第三者評価の実施

（介護サービス情報の公表を除く）

その他

特にない

無回答 n=548

令和７年度 令和元年度 令和４年度 
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問33 貴事業所は、地域の中で次のような取組を行っていますか。 

（あてはまるものすべてを選択） 

▶ 「職場見学や職場体験・実習の受け入れ」や「ボランティアの受け入れ」の割合が、前回

調査より増加している 

図表2-4-45 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

38.5

41.1

25.2

21.1

27.2

20.0

11.3

12.7

5.7

9.3

1.1

13.2

3.6

0% 10% 20% 30% 40% 50%

n=559

29.5

25.5

32.9

22.3

16.8

17.1

9.2

8.2

9.2

5.0

1.5

23.0

0.0

0% 10% 20% 30% 40% 50%

n=404

令和７年度 令和４年度 

36.1 

35.0 

27.7 

22.8 

22.4 

20.3 

10.8 

10.6 

9.7 

6.6 

2.2 

20.4 

0.7 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

職場見学や職場体験・実習の受け入れ

ボランティアの受け入れ

介護保険外の生活支援サービスの提供

町内会・自治会等にメンバーとして参加・

日常的な関係づくり

祭りなどの地域行事に事業所として参加

事業所の設備や建物等を地域に開放

民生委員、関係機関等とともに

地域の見守りネットワークに参加

地域や学校において介護や健康づくり等に

関するセミナー・教室を開催・支援

他の事業所等と連携した利用者の支援

について手順やマニュアルを整備

介護者の集いを開催・支援

生活・介護支援や見守りのための

ボランティアの育成・組織化

いずれも行っていない

無回答 n=548

令和元年度 
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図表2-4-46 単位：％ 

項 目 

回
答
者
数
（
事
業
所
） 

職
場
見
学
や
職
場
体
験
・
実
習
の
受
け
入
れ 

ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
の
受
け
入
れ 

介
護
保
険
外
の
生
活
支
援
サ
ー
ビ
ス
の
提
供 

町
内
会
・
自
治
会
等
に
メ
ン
バ
ー
と
し
て 

参
加
・
日
常
的
な
関
係
づ
く
り 

祭
り
な
ど
の
地
域
行
事
に
事
業
所
と
し
て
参
加 

事
業
所
の
設
備
や
建
物
等
を
地
域
に
開
放 

民
生
委
員
、
関
係
機
関
等
と
と
も
に
地
域
の 

見
守
り
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
に
参
加 

地
域
や
学
校
に
お
い
て
介
護
や
健
康
づ
く
り
等 

に
関
す
る
セ
ミ
ナ
ー
・
教
室
を
開
催
・
支
援 

他
の
事
業
所
等
と
連
携
し
た
利
用
者
の
支
援
に 

つ
い
て
手
順
や
マ
ニ
ュ
ア
ル
を
整
備 

介
護
者
の
集
い
を
開
催
・
支
援 

生
活
・
介
護
支
援
や
見
守
り
の
た
め
の 

ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
の
育
成
・
組
織
化 

全  体 548 36.1 35.0 27.7 22.8 22.4 20.3 10.8 10.6 9.7 6.6 2.2 

サ
ー
ビ
ス
種
別 

訪問介護 160 21.9 13.1 55.6 20.0 11.9 11.9 6.3 6.9 10.6 4.4 1.9 

訪問入浴介護 6 83.3 - - - 16.7 - - - 16.7 - - 

訪問看護 80 27.5 3.8 17.5 16.3 22.5 12.5 10.0 16.3 11.3 5.0 - 

訪問リハビリテーション 24 29.2 25.0 8.3 16.7 20.8 4.2 4.2 12.5 4.2 4.2 4.2 

通所介護 188 40.4 54.8 17.6 24.5 20.2 19.7 9.6 8.0 8.0 6.9 2.1 

通所リハビリテーション 14 42.9 42.9 - 14.3 28.6 7.1 7.1 14.3 - - - 

短期入所生活介護 39 82.1 84.6 - 20.5 48.7 59.0 17.9 20.5 15.4 15.4 5.1 

小規模多機能型 

居宅介護 
24 45.8 62.5 50.0 66.7 54.2 66.7 50.0 20.8 12.5 16.7 8.3 

定期巡回・随時対応型 

訪問介護看護 
13 30.8 38.5 15.4 30.8 46.2 30.8 15.4 7.7 7.7 7.7 - 

法
人
の
種
類 

株式会社 293 31.4 27.0 30.4 24.6 18.1 14.3 9.6 8.9 11.6 5.1 2.4 

有限会社 33 18.2 36.4 27.3 21.2 18.2 6.1 6.1 3.0 - 6.1 - 

医療法人 50 36.0 24.0 20.0 22.0 32.0 12.0 12.0 12.0 8.0 - - 

社会福祉法人 93 69.9 69.9 15.1 19.4 33.3 45.2 12.9 17.2 7.5 9.7 3.2 

社団法人・財団法人 10 30.0 30.0 20.0 10.0 10.0 10.0 10.0 10.0 20.0 10.0 - 

ＮＰＯ法人 23 21.7 47.8 52.2 30.4 26.1 34.8 17.4 17.4 13.0 21.7 - 

協同組合 16 37.5 25.0 31.3 31.3 50.0 50.0 18.8 6.3 6.3 12.5 - 

非法人 3 - - 33.3 - - - - - - - 33.3 

その他 24 12.5 20.8 37.5 12.5 8.3 8.3 8.3 12.5 8.3 8.3 4.2 

※「いずれも行っていない」「無回答」は掲載を省略 
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問34 貴事業所では、災害時の対策を実施・計画していますか。（あてはまるものすべてを選択） 

▶ 「災害対策マニュアル等を作成している」割合が前回調査より大幅に増加し、９割を超え

ている 

図表2-4-47 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表2-4-48 単位：％ 

項 目 

回
答
者
数 

（
事
業
所
） 

災
害
対
策
マ
ニ
ュ

ア
ル
等
を
作
成
し

て
い
る 

災
害
時
の
備
蓄
対

策
を
し
て
い
る 

施
設
の
耐
震
対
策

を
実
施
し
て
い
る 

防
災
訓
練
な
ど
で

近
隣
の
住
民
組
織

と
連
携
し
た
こ
と

が
あ
る 

全  体 548 94.9 72.4 31.2 17.9 

サ
ー
ビ
ス
種
別 

訪問介護 160 92.5 65.0 25.6 10.0 

訪問入浴介護 6 100.0 16.7 33.3 16.7 

訪問看護 80 96.3 73.8 38.8 16.3 

訪問リハビリテーション 24 66.7 62.5 16.7 12.5 

通所介護 188 98.4 72.3 30.9 17.0 

通所リハビリテーション 14 92.9 85.7 42.9 14.3 

短期入所生活介護 39 100.0 97.4 38.5 43.6 

小規模多機能型居宅介護 24 95.8 91.7 41.7 41.7 

定期巡回・随時対応型 

訪問介護看護 
13 100.0 76.9 30.8 30.8 

法
人
の
種
類 

株式会社 293 96.6 70.3 30.7 16.0 

有限会社 33 97.0 66.7 18.2 9.1 

医療法人 50 86.0 80.0 34.0 16.0 

社会福祉法人 93 98.9 91.4 41.9 34.4 

社団法人・財団法人 10 80.0 40.0 20.0 10.0 

ＮＰＯ法人 23 95.7 60.9 17.4 4.3 

協同組合 16 100.0 62.5 37.5 12.5 

非法人 3 66.7 - - - 

その他 24 83.3 58.3 29.2 16.7 

※「その他」「特に何もしていない」「無回答」は掲載を省略  

94.9 

72.4 

31.2 

17.9 

1.8 

2.4 

0.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

災害対策マニュアル等を

作成している

災害時の備蓄対策をしている

施設の耐震対策（ガラスの飛散防止・

棚類の転倒防止など）を実施している

防災訓練などで近隣の住民組織（町内会、

自主防災組織）と連携したことがある

その他

特に何もしていない

無回答 n=548

81.4 

59.2 

26.7 

11.9 

3.0 

7.9 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=404

80.1 

53.5 

30.1 

22.4 

5.2 

6.4 

3.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=559

令和７年度 令和元年度 令和４年度 
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問35 令和９年度末までに、貴法人が川崎市内において拡充させたいと考えているサービス、

あるいは新たに参入を予定しているサービスはありますか。 

（あてはまるものすべてを選択） 

▶ 『参入意向がある』事業所の割合が前回調査より大幅に増加し、約４割となっている 

図表2-4-49 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

※『参入意向がある』＝100％－「参入意向のあるサービスはない」－「未定である」－「無回答」 

注）「介護医療院」は令和７年度からの選択肢  

7.7

7.1

5.8

4.7

3.1

1.8

1.3

1.1

0.9

0.9

0.7

0.7

0.7

0.7

0.7

0.5

0.4

0.4

0.4

0.2

0.2

0.2

0.2

0.2

0.0

0.0

0.0

5.5

2.2

67.9

1.8

0% 20% 40% 60% 80%

訪問介護

居宅介護支援

訪問看護

通所介護

訪問リハビリテーション

サービス付き高齢者向け住宅

看護小規模多機能型居宅介護

訪問入浴介護

小規模多機能型居宅介護

福祉用具貸与

認知症対応型通所介護

認知症対応型共同生活介護

介護老人福祉施設

定員30人未満で介護専用型の特定施設

介護予防サービス

通所リハビリテーション

夜間対応型訪問介護

居宅療養管理指導

短期入所生活介護

定期巡回・随時対応型

訪問介護看護

療養通所介護

短期入所療養介護

介護老人保健施設

特定施設入居者生活介護

介護専用型特定施設入居者生活介護

介護医療院（注）

定員30人未満の介護老人福祉施設

川崎市内を範囲に参入意向のある

サービスはない

その他

未定である

無回答
n=548

『参入意向

がある』

40.6％

7.0

6.1

4.3

5.9

2.5
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1.1
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2.1
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0.9
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0.7

0.0

0.2

0.0

0.0

**

0.7

12.2

1.4

57.1

5.5

0% 20% 40% 60% 80%

n=559

『参入意向

がある』

25.2％

7.2

5.9

2.2

5.2

1.0

1.5

2.7

0.0

2.0

1.0

1.5

1.5

0.7

0.5

2.7

1.5

0.5

0.0

1.0

1.5

0.0

0.2

0.2

0.0

0.0

**

0.5

8.7

3.2

66.3

0.0

0% 20% 40% 60% 80%

n=404

『参入意向

がある』

25.0％

令和７年度 令和元年度 令和４年度 
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問36 貴事業所が、事業を展開する上での問題点・課題はありますか。 

（あてはまるものすべてを選択） 

▶ 「人材の確保が困難」と回答した事業所の割合が前回調査より微減しているものの、８割

弱で最も高くなっている 

図表2-4-50 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

76.8 

52.7 

36.3 

30.8 

29.6 

29.2 

21.9 

15.5 

15.1 

13.1 

9.1 

3.3 

2.2 

7.3 

0.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

人材の確保が困難

介護報酬が低い

介護報酬に反映されない

業務が多い

利用者の確保が困難

人件費が高い

経理・介護報酬請求事務など

事務作業が多い

従業員の雇用条件・

福利厚生が不十分

事務など間接経費が高い

運営・運転資金の確保が困難

サービス提供地域内に他の

事業者が多すぎて競争が激しい

事業所（営業拠点）の

確保・維持が困難

従来から地域でサービス提供

をしてきた事業主体が強い

その他

特にない

無回答

n=548

令和７年度 令和元年度 

84.6 

42.8 

42.9 

30.9 

23.1 

30.1 

21.5 

7.7 

9.7 

18.6 

5.2 

5.5 

2.7 

3.0 

1.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=559

79.2 

37.6 

35.1 

29.5 

22.8 

24.0 

18.6 

10.4 

14.4 

11.1 

11.1 

3.0 

2.0 

9.2 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=404

令和４年度 
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図表2-4-51 単位：％ 

項 目 

回
答
者
数
（
事
業
所
） 

人
材
の
確
保
が
困
難 

介
護
報
酬
が
低
い 

介
護
報
酬
に
反
映
さ
れ
な
い
業
務
が

多
い 

利
用
者
の
確
保
が
困
難 

人
件
費
が
高
い 

経
理
・
介
護
報
酬
請
求
事
務
な
ど 

事
務
作
業
が
多
い 

従
業
員
の
雇
用
条
件
・
福
利
厚
生
が

不
十
分 

事
務
な
ど
間
接
経
費
が
高
い 

運
営
・
運
転
資
金
の
確
保
が
困
難 

サ
ー
ビ
ス
提
供
地
域
内
に
同
種
の 

事
業
者
が
多
す
ぎ
て
競
争
が
激
し
い 

事
業
所
（
営
業
拠
点
）
の
確
保
・ 

維
持
が
困
難 

従
来
か
ら
地
域
で
サ
ー
ビ
ス
提
供
を

し
て
き
た
事
業
主
体
が
強
い 

全  体 548 76.8 52.7 36.3 30.8 29.6 29.2 21.9 15.5 15.1 13.1 9.1 3.3 

サ
ー
ビ
ス
種
別 

訪問介護 160 83.1 58.8 38.1 23.8 26.3 33.1 15.6 13.8 18.1 8.1 10.0 3.1 

訪問入浴介護 6 83.3 33.3 - - 16.7 - 16.7 - - - 16.7 - 

訪問看護 80 76.3 37.5 36.3 37.5 36.3 23.8 22.5 21.3 10.0 20.0 7.5 3.8 

訪問リハビリ 

テーション 
24 62.5 29.2 29.2 12.5 12.5 16.7 16.7 12.5 4.2 12.5 8.3 4.2 

通所介護 188 73.9 56.4 36.2 34.6 31.4 31.4 24.5 14.9 17.0 15.4 6.9 3.2 

通所リハビリ 

テーション 
14 50.0 42.9 7.1 28.6 21.4 28.6 21.4 7.1 7.1 14.3 14.3 - 

短期入所 

生活介護 
39 82.1 64.1 48.7 38.5 41.0 30.8 25.6 25.6 20.5 15.4 12.8 2.6 

小規模多機能型 

居宅介護 
24 87.5 66.7 50.0 45.8 33.3 37.5 45.8 16.7 12.5 12.5 20.8 8.3 

定期巡回・ 

随時対応型 

訪問介護看護 

13 61.5 23.1 15.4 23.1 7.7 - 15.4 - 7.7 - - - 

法
人
の
種
類 

株式会社 293 75.8 51.2 34.8 27.6 28.7 26.3 22.5 17.1 16.7 12.6 10.9 5.1 

有限会社 33 75.8 66.7 45.5 42.4 45.5 45.5 21.2 12.1 33.3 18.2 6.1 3.0 

医療法人 50 74.0 30.0 30.0 28.0 14.0 30.0 22.0 14.0 4.0 10.0 4.0 2.0 

社会福祉法人 93 83.9 63.4 44.1 35.5 31.2 29.0 26.9 15.1 12.9 17.2 8.6 1.1 

社団法人・ 

財団法人 
10 60.0 50.0 30.0 30.0 30.0 40.0 10.0 10.0 10.0 20.0 20.0 - 

ＮＰＯ法人 23 82.6 47.8 30.4 34.8 34.8 39.1 30.4 13.0 8.7 - 4.3 - 

協同組合 16 93.8 75.0 37.5 43.8 31.3 18.8 - 12.5 18.8 12.5 12.5 - 

非法人 3 33.3 33.3 - - 66.7 - - - - - - - 

その他 24 70.8 54.2 37.5 33.3 37.5 41.7 12.5 16.7 12.5 12.5 4.2 - 

※「その他」「特にない」「無回答」は掲載を省略 
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問37 事業所において、川崎市内で居宅介護サービス事業を展開する上で、川崎市に支援・充

実してほしいと思うことはありますか。（あてはまるものすべてを選択） 

▶ 「介護保険制度に関する最新・適切な情報の提供」と回答した事業所の割合が前回調査か

ら変化はなく、約５割で最も高くなっている 

図表2-4-52 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※「医療・介護・福祉の連携、ネットワークづくり」「第２号被保険者の社会参加、就労・復職支援サービスの提供」は令和７年度からの 

選択肢 

  

48.5 

37.2 

31.8 

30.5 

29.4 

23.9 

22.1 

17.9 

17.7 

16.2 

12.6 

9.9 

3.3 

13.0 

1.1 

0% 20% 40% 60% 80%

介護保険制度に関する

最新・適切な情報の提供

医療・介護・福祉の連携、

ネットワークづくり※

川崎市の高齢者保健福祉施策・

サービスに関する情報の提供

サービス利用者や家族の介護保険

制度の理解向上に向けた取組

処遇困難者への対応

事業者間の連携強化のための支援

市の広報やホームページを

活用した、事業所の効果的な

ＰＲの支援

ケアマネジャーやホームヘルパー

などサービス提供者養成の推進

ケアマネジャーやホーム

ヘルパーなどサービス提供者の

質の向上のための研修の実施

他の介護保険事業者に

関する情報の提供

ケアマネジャーやサービス提供者

のための相談窓口の設置

第２号被保険者の社会参加、

就労・復職支援サービスの提供※

その他

特にない

無回答

n=548

令和７年度 令和元年度 

47.2 

**

26.3 

35.6 

27.4 

22.5 

16.6 

14.1 

22.0 

11.1 

15.2 

**

6.3 

14.1 

4.3 

0% 20% 40% 60% 80%

n=559

48.5 

**

32.9 

38.1 

29.2 

27.5 

20.0 

16.6 

18.3 

16.8 

14.6 

**

5.0 

16.8 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80%

n=404

令和４年度 
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70.9 

14.2 
8.5 

4.3 
1.4 0.0 0.7 

0%

20%

40%

60%

80%

０人 １～４人 ５～９人 10～29人 30～49人 50人以上 無回答

n=141

５ 介護保険施設等調査 

問 令和７年10月１日現在、貴施設が指定を受けているサービスすべてを選択してください。 

→「１ 調査対象事業所の概要」（P11）に掲載 

 

問１ 令和７年10月１日現在、貴施設における職員の実人数をご記入ください。（数字を入力） 

→「１ 調査対象事業所の概要」（P14）に掲載 

 

問２ 令和７年10月１日現在、貴施設の入所者で、在宅生活が可能な心身の状態の人はいますか。

（家族や住宅の状況は勘案せず、心身の状況のみを判断の対象としてください。） 

（数字を入力） 

▶ 在宅生活が可能な人の平均が、前回調査より2.15人減少している 
 

図表2-5-1 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表2-5-2  単位：％ 

項 目 

回
答
者
数 

（
事
業
所
） 

０
人 

１
～
４
人 

５
～
９
人 

10
～
29
人 

30
～
49
人 

50
人
以
上 

平
均
（
人
） 

全  体 141 70.9 14.2 8.5 4.3 1.4 - 1.99 

施
設
の
種
類 

介護老人福祉施設 39 79.5 12.8 5.1 2.6 - - 0.79 

介護老人保健施設 7 28.6 - - 57.1 14.3 - 14.71 

特定施設入居者生活介護 36 44.4 30.6 19.4 2.8 2.8 - 3.25 

認知症対応型共同生活介護 58 86.2 6.9 5.2 - - - 0.49 

法
人
の
種
類 

株式会社 77 70.1 15.6 10.4 1.3 1.3 - 1.62 

有限会社 0 - - - - - - - 

医療法人 12 75.0 - - 16.7 8.3 - 5.92 

社会福祉法人 49 73.5 14.3 8.2 4.1 - - 1.20 

社団法人・財団法人 0 - - - - - - - 

ＮＰＯ法人 2 50.0 50.0 - - - - 2.00 

その他 1 - - - 100.0 - - 22.00 

※「無回答」は掲載を省略  

令和７年度平均：1.99人 
令和４年度平均：4.14人 
令和元年度平均：2.61人 「在宅生活が可能

な人がいる」 

28.4％ 
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219 186 
33 46 44 64 

739 

1,336 

138 

1.81 1.52

0.28 0.38 0.36 0.53

5.73

10.20

1.13

0人

3人

6人

9人

12人

0人

500人

1,000人

1,500人

2,000人

在
宅

介
護
老
人
福
祉
施
設

介
護
老
人
保
健
施
設

介
護
医
療
院

認
知
症
対
応
型

共
同
生
活
介
護

特
定
施
設
入
居
者

生
活
介
護

病
院

死
亡

そ
の
他

実人数合計 平均人数

問３ 貴施設における令和５年４月１日～令和６年３月31日の退所者について、退所先または

退所理由ごとの実人数は、それぞれ何人ですか。（数字を入力） 

（１）退所者の実人数と平均人数 

図表2-5-3 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）退所先（退所理由）と平均人数 

図表2-5-4 単位：人 

項 目 

回
答
者
数 

（
事
業
所
） 

在
宅 

介
護
老
人
福
祉
施
設 

介
護
老
人
保
健
施
設 

介
護
療
養
型
医
療
施
設 

認
知
症
対
応
型
共
同
生

活
介
護 

特
定
施
設
入
居
者
生
活

介
護 

病
院 

死
亡 

そ
の
他 

合
計
人
数 

全  体 141 1.81 1.52 0.28 0.38 0.36 0.53 5.73 10.20 1.13 20.33 

施
設
の
種
類 

介護老人福祉施設 39 0.33 0.08 0.19 0.47 0.08 0.11 5.49 17.38 1.69 25.56 

介護老人保健施設 7 25.57 17.14 2.43 0.00 1.00 1.29 52.43 12.29 2.43 115.29 

特定施設入居者 

生活介護 
36 0.76 1.55 0.10 0.77 0.13 1.13 2.91 13.79 1.55 22.60 

認知症対応型 

共同生活介護 
58 0.07 0.26 0.13 0.11 0.63 0.34 1.30 2.02 0.23 4.33 

法
人
の
種
類 

株式会社 77 0.42 0.60 0.11 0.43 0.51 0.72 1.91 7.52 0.80 12.05 

有限会社 0 - - - - - - - - - - 

医療法人 12 12.56 10.00 1.33 0.00 0.44 0.56 14.45 4.82 0.80 37.00 

社会福祉法人 49 0.86 1.02 0.24 0.41 0.09 0.30 6.81 15.33 1.72 25.96 

社団法人・財団法人 0 - - - - - - - - - - 

ＮＰＯ法人 2 0.00 0.00 1.00 0.00 0.50 0.00 0.00 5.00 0.00 6.50 

その他 1 41.00 11.00 1.00 0.00 2.00 0.00 125.00 18.00 3.00 201.00 

  

令和７年度 

n=141 
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問４ 貴施設における介護保険施設サービスについて、昨年度の収支の状況はいかがですか。 

（１つを選択） 

▶ 「黒字」の事業所の割合が前回調査より大幅に増加し、約４割となっている 

図表2-5-5 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表2-5-6 単位：％ 

項 目 

回
答
者
数

（
事
業
所
） 

黒
字 

お
お
む
ね 

収
支
均
衡 

赤
字 

わ
か
ら
な
い 

全  体 141 39.0 32.6 18.4 7.8 

施
設
の
種
類 

介護老人福祉施設 39 23.1 33.3 41.0 - 

介護老人保健施設 7 42.9 28.6 14.3 14.3 

特定施設入居者生活介護 36 69.4 19.4 8.3 - 

認知症対応型共同生活介護 58 31.0 41.4 10.3 15.5 

法
人
の
種
類 

株式会社 77 45.5 33.8 9.1 9.1 

有限会社 0 - - - - 

医療法人 12 50.0 25.0 - 25.0 

社会福祉法人 49 28.6 30.6 36.7 2.0 

社団法人・財団法人 0 - - - - 

ＮＰＯ法人 2 - 100.0 - - 

その他 1 - - 100.0 - 

※「無回答」は掲載を省略 

 

 

 

問５ 貴施設において、介護報酬請求事務にかかる時間は、１か月あたりおよそ何時間程度で

すか。（数字を入力） 

→「２ 共通設問の比較」（P17）に掲載 

  

39.0 

28.3 

32.3 

32.6 

35.8 

29.7 

18.4 

27.5 

23.4 

7.8 

8.3 

12.7 

2.1

0.0

1.9

0% 25% 50% 75% 100%

令和７年度 n=141

令和４年度 n=120

令和元年度 n=158

黒字 おおむね収支均衡 赤字 わからない 無回答



第２章 介護保険事業者調査（５ 介護保険施設等調査） 

令和７年度 川崎市高齢者実態調査報告書 106   

問６ 貴施設では、施設サービス計画（ケアプラン）に、利用者や家族の要望・意向をどの程度

反映できていますか。（１つを選択） 

▶ 「すべてのケース」で反映できている事業所の割合は前回調査より微減し、約２割となっ

ている 

図表2-5-7 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問７ 貴施設では、施設利用者に定期的に歯科検診を実施していますか。（１つを選択） 

▶ 定期的に歯科検診を実施している施設は前回調査から変化はなく、約８割となっている 

図表2-5-8 

 

 

 

 

 

 

図表2-5-9 単位：％ 

項 目 

回
答
者
数

（
事
業
所
） 

は
い 

い
い
え 

全  体 141 82.3 17.7 

施
設
の
種
類 

介護老人福祉施設 39 69.2 30.8 

介護老人保健施設 7 85.7 14.3 

特定施設入居者生活介護 36 77.8 22.2 

認知症対応型共同生活介護 58 94.8 5.2 

法
人
の
種
類 

株式会社 77 89.6 10.4 

有限会社 0 - - 

医療法人 12 75.0 25.0 

社会福祉法人 49 71.4 28.6 

社団法人・財団法人 0 - - 

ＮＰＯ法人 2 100.0 - 

その他 1 100.0 - 

  

82.3 

82.5 

17.7 

17.5 

0.0 

0.0 

0% 25% 50% 75% 100%

令和７年度 n=141

令和４年度 n=120

はい いいえ 無回答

18.4 

20.0 

25.9 

63.1 

65.8 

59.5 

17.7 

11.7 

12.7 

0.0 

2.5 

0.6 

0.0 

0.0 

0.0 

0.7 

0.0 

1.3 

0% 25% 50% 75% 100%

令和７年度 n=141

令和４年度 n=120

令和元年度 n=158

すべてのケース ７～９割程度 ４～６割程度 ２～３割程度 ほとんどで

きていない

無回答
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問８ 貴施設では、施設利用者に歯科専門職による口腔ケアを実施していますか。 

（１つを選択） 

▶ 施設利用者に歯科専門職による口腔ケアを実施している施設は前回調査から変化はなく、

８割を超えている 

図表2-5-10 

 

 

 

 

 

 

 

図表2-5-11 単位：％ 

項 目 

回
答
者
数

（
事
業
所
） 

は
い 

い
い
え 

全  体 141 84.4 15.6 

施
設
の
種
類 

介護老人福祉施設 39 87.2 12.8 

介護老人保健施設 7 100.0 - 

特定施設入居者生活介護 36 83.3 16.7 

認知症対応型共同生活介護 58 82.8 17.2 

法
人
の
種
類 

株式会社 77 84.4 15.6 

有限会社 0 - - 

医療法人 12 75.0 25.0 

社会福祉法人 49 85.7 14.3 

社団法人・財団法人 0 - - 

ＮＰＯ法人 2 100.0 - 

その他 1 100.0 - 

 

 

  

84.4 

85.0 

15.6 

15.0 

0.0 

0.0 

0% 25% 50% 75% 100%

令和７年度 n=141

令和４年度 n=120

はい いいえ 無回答
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問９ 認知症対応型共同生活介護以外の施設におうかがいします。 

貴施設における、ユニットケアへの取組はどのようになっていますか。（１つを選択） 

▶ 「導入は考えていない（あてはまらないも含む）」事業所の割合が前回調査より減少し、４

割弱となっている 

図表2-5-12 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※選択肢の詳細 

 「実際に実施している」：「ハード面・ケアの実践ともに、実際にユニットケアを実施している」 

 「部分的に考え方・方法を取り入れている」：「ケアの実践において、部分的にユニットケアの考え方・方法を取り入れている」 

 「導入を具体的に検討している段階である」：「ユニットケアの導入を具体的に検討している段階である」 

 「関心はあるが、実際の動きはない」：「ユニットケアに関心はあるが、実際の動きはない」 

 「導入は考えていない」：「ユニットケアの導入は考えていない（あてはまらないも含む）」 

 

 

図表2-5-13 単位：％ 

項 目 

回
答
者
数 

（
事
業
所
） 

ハ
ー
ド
面
・
ケ
ア
の
実
践

と
も
に
、
実
際
に
ユ
ニ
ッ

ト
ケ
ア
を
実
施
し
て
い
る 

ケ
ア
の
実
践
に
お
い
て
、

部
分
的
に
ユ
ニ
ッ
ト
ケ
ア

の
考
え
方
・
方
法
を
取
り

入
れ
て
い
る 

ユ
ニ
ッ
ト
ケ
ア
の
導
入
を

具
体
的
に
検
討
し
て
い
る

段
階
で
あ
る 

ユ
ニ
ッ
ト
ケ
ア
に
関
心
は

あ
る
が
、
実
際
の
動
き
は

な
い 

ユ
ニ
ッ
ト
ケ
ア
の
導
入
は

考
え
て
い
な
い
（
あ
て
は

ま
ら
な
い
も
含
む
） 

全  体 85 17.6 17.6 2.4 7.1 35.3 

施
設
の
種
類 

介護老人福祉施設 39 23.1 23.1 5.1 5.1 30.8 

介護老人保健施設 7 14.3 - - 14.3 57.1 

特定施設入居者生活介護 36 11.1 16.7 - 8.3 38.9 

認知症対応型共同生活介護 3 33.3 - - - - 

法
人
の
種
類 

株式会社 34 14.7 17.6 - 8.8 35.3 

有限会社 - - - - - - 

医療法人 4 - - - 25.0 50.0 

社会福祉法人 45 22.2 20.0 4.4 4.4 33.3 

社団法人・財団法人 - - - - - - 

ＮＰＯ法人 1 - - - - - 

その他 - - - - - - 

※「その他」「わからない」「無回答」は掲載を省略 

※施設の種類は「認知症対応型共同生活介護」であるが、指定を受けているサービスを尋ねる設問で「認知症対応型通所介護」と回答した事

業所を含めている。 

  

17.6

20.5

18.8

17.6

16.4

16.5

2.4

1.4

3.5

7.1

9.6

10.6

35.3

43.8

32.9

1.2

0.0

1.2

1.2

8.2

1.2

17.6

0.0

15.3

0% 25% 50% 75% 100%

令和７年度 n=85

令和４年度 n=73

令和元年度 n=85

実際に

実施して

いる

部分的に

考え方・

方法を

取り入れ

ている

導入を

具体的に

検討して

いる段階

である

関心は

あるが、

実際の

動きはない

導入は

考えて

いない

その他 わからない 無回答
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問10 貴施設において、連絡調整や連携が取りにくいと感じる関連機関等はありますか。 

（あてはまるものすべてを選択） 

▶ 「連絡調整や連携が困難な関連機関等はない」と回答した事業所の割合が前回調査より大

幅に減少し、約５割となっている 

図表2-5-14 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

24.1

14.2

13.5

6.4

5.7

7.8

48.2

1.4

0% 20% 40% 60% 80%

利用者の家族

区役所・地区健康福祉

ステーション

その他の市役所関係機関

地域包括支援センター

かかりつけ医

その他

連絡調整や連携が困難な

関連機関等はない

無回答 n=141

令和７年度 令和元年度 

14.2

13.3

10.8

10.8

10.0

3.3

60.8

0.0

0% 20% 40% 60% 80%

n=120

34.2

17.1

12.7

13.3

4.4

6.3

38.6

4.4

0% 20% 40% 60% 80%

n=158

令和４年度 
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問11 貴施設における利用者や家族からあげられる苦情の内容について、次の中から多いもの

５つまでを選択してください。 

▶ 「サービスの質や内容に関すること」が前回調査より微増し、約５割で最も高くなってい

る 

図表2-5-15 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

50.4 

38.3 

14.9 

14.9 

7.8 

6.4 

5.0 

3.5 

11.3 

3.5 

22.7 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80%

サービスの質や内容に

関すること

職員の資質等に

関すること

利用料や保険料負担に

関すること

個別のサービス計画に

関すること

制度やサービスの説明に

関すること

サービス利用等の手続きに

関すること

認定調査や要介護認定結果に

関すること

介護保険制度そのものに

関すること

その他

苦情については把握

していない

苦情はない

無回答 n=141

令和７年度 令和元年度 

55.7

44.9

12.0

10.8

10.8

7.0

7.6

5.1

7.6

1.9

19.6

1.9

0% 20% 40% 60% 80%

n=158

49.2

40.8

18.3

12.5

10.8

5.8

4.2

5.0

10.8

0.8

25.8

0.0

0% 20% 40% 60% 80%

n=120

令和４年度 
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問12-１ 貴施設の介護保険の指定介護サービス事業に従事する従業員（①介護職員）について、

令和７年10月１日現在の在籍者数、１年間（令和６年10月１日から令和７年９月30日

まで）の採用者数及び離職者数をお答えください。また、離職者については、１年間

の離職者数を勤続年数別にお答えください。 

▶ 施設等における介護職員の離職者のうち、１年未満に離職する人は約３割となっている 

 

図表2-5-16 

 

           単位：人 

  ア  イ   

 
 

１年間の採用者・

離職者 
 離職者の内数 

（勤務年数別） 
 

離職者に占める割合 

 
在籍者数 採用者数 離職者数 １年未満 

１年以上 

３年未満 
３年以上 １年未満 

１年以上 

３年未満 
３年以上 

介護職員（計） 

平均 

3,966 752 581  196 190 283  
30.9% 26.3% 33.3% 

28.74 5.61 4.34 1.57 1.48 2.14 

 
1.正規職員 

平均 

2,159 377 324  97 113 160  
25.8% 29.2% 36.6% 

15.64 2.83 2.44 0.78 0.90 1.24 

 
2.非正規職員（計） 

平均 

1,527 355 250  99 84 109  
37.4% 25.2% 28.3% 

11.07 2.69 1.88 0.79 0.67 0.84 

  
常勤労働者 

平均 

696 141 83  24 26 50  
27.2% 21.0% 45.7% 

5.19 1.10 0.66 0.19 0.21 0.40 

  
短時間労働者 

平均 

784 204 153  73 50 52  
46.0% 29.9% 21.9% 

5.98 1.61 1.20  0.59 0.41 0.42 

 
3.派遣職員 

平均 

280  
 

 
   

 
   

2.12 

※「離職者」とは、調査対象期間中に事業所を退職したり、解雇された方をいい、他企業への出向者や、同一企業内での転出入者、産休・育

児休暇取得者を除く。 

注）離職者の内数に無回答・回答不備等を含むため、イの合計がアの離職者数に一致しない場合がある。また、そのため、離職者に占める割

合の合計が100％にならない場合がある。 

  

令和７年度 
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問12-２ 貴施設の介護保険の指定介護サービス事業に従事する従業員（②生活相談員 ③看護

職員 ④ＰＴ・ＯＴ・ＳＴ等 ⑤介護支援専門）について、令和７年10月１日現在の在

籍者数、１年間（令和６年10月１日から令和７年９月30日まで）の採用者数及び離職

者数をお答えください。 

 

図表2-5-17 

 

                  単位：人                    単位：人 

 在籍者数 採用者数 離職者数      在籍者数 採用者数 離職者数 

４職種（計） 
平均 

1,104 227 197         

8.00 1.75 1.52        

②
生
活
相
談
員 

職員（計） 
平均 

132 16 17  ④
Ｐ
Ｔ
・
Ｏ
Ｔ
・
Ｓ
Ｔ
等 

職員（計） 
平均 

127 14 16 

1.01 0.13 0.13 0.99 0.11 0.13 

 
1.正規職員 

平均 

121 15 17   
1.正規職員 

平均 

76 9 11 

0.98 0.12 0.14 0.63 0.08 0.09 

 
2.非正規職員（計） 

平均 

9 0 0   
2.非正規職員（計） 

平均 

48 4 5 

0.07 0.00 0.00 0.4 0.03 0.04 

  
常勤労働者 

平均 

7 0 0    
常勤労働者 

平均 

9 1 3 

0.06 0.00 0.00 0.08 0.01 0.03 

  
短時間労働者 

平均 

5 1 0    
短時間労働者 

平均 

40 4 2 

0.04 0.01 0.00  0.33 0.03 0.02 

 3.派遣職員 
平均 

0 
  

  
3.派遣職員 

平均 

2 
  

 0.00   0.02 

③
看
護
職
員 

職員（計） 
平均 

609 168 131  
⑤
介
護
支
援
専
門 

職員（計） 
平均 

236 29 33 

4.72 1.32 1.03 1.72 0.23 0.26 

 
1.正規職員 

平均 

266 72 61   
1.正規職員 

平均 

158 17 23 

2.15 0.59 0.49  1.21 0.14 0.19 

 
2.非正規職員（計） 

平均 

264 95 69   
2.非正規職員（計） 

平均 

69 11 10 

2.13 0.78 0.57  0.53 0.09 0.08 

  
常勤労働者 

平均 

83 24 22    
常勤労働者 

平均 

27 0 1 

0.67 0.20 0.18   0.21 0.00 0.01 

  
短時間労働者 

平均 

177 65 44    
短時間労働者 

平均 

27 7 5 

1.43 0.54 0.36   0.21 0.06 0.04 

 3.派遣職員 
平均 

82 
  

 
 

3.派遣職員 
平均 

0 
  

 0.66  0.00 

※「離職者」とは、調査対象期間中に事業所を退職したり、解雇された方をいい、他企業への出向者や、同一企業内での転出入者、産

休・育児休暇取得者を除く。 

注）離職者の内数に無回答・回答不備等を含むため、イの合計がアの離職者数に一致しない場合がある。また、そのため、離職者に占

める割合の合計が100％にならない場合がある。  

令和７年度 
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問13 貴施設では、従業員の過不足の状況はどうですか。従業員全体と、職種別にご回答くだ

さい。（それぞれ１つを選択、当該職種がいない場合は「当該職種はいない」を選択） 

▶ 従業員の『不足感あり』と回答した事業所の割合が約８割となっている 

図表2-5-18 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※『不足感あり』＝「大いに不足」＋「不足」＋「やや不足」 

※「当該職種はいない」「無回答」を除いた事業所数を母数としている 

 

図表2-5-19 従業員全体の過不足状況 単位：％ 

項 目 

回
答
者
数 

（
事
業
所
） 

大
い
に
不
足 

不
足 

や
や
不
足 

適
当 

過
剰 

『
不
足
感
あ
り
』 

全  体 131 16.8 25.2 37.4 19.8 0.8 79.4 

施
設
の
種
類 

介護老人福祉施設 39 20.5 30.8 35.9 10.3 2.6 87.2 

介護老人保健施設 7 28.6 14.3 28.6 28.6 - 71.4 

特定施設入居者生活介護 36 5.6 19.4 47.2 27.8 - 72.2 

認知症対応型共同生活介護 48 20.8 27.1 31.3 20.8 - 79.2 

法
人
の
種
類 

株式会社 71 14.1 22.5 35.2 28.2 - 71.8 

有限会社 0 - - - - - - 

医療法人 9 22.2 22.2 44.4 11.1 - 88.9 

社会福祉法人 48 18.8 31.3 37.5 10.4 2.1 87.5 

社団法人・財団法人 0 - - - - - - 

ＮＰＯ法人 2 - - 100.0 - - 100.0 

その他 1 100.0 - - - - 100.0 

※『不足感あり』＝「大いに不足」＋「不足」＋「やや不足」 

※「当該職種はいない」「無回答」を除いた事業所数を母数としている  

22.9 

2.3 

2.9 

7.3 

3.0 

16.8 

30.0 

11.5 

19.6 

16.4 

7.5 

25.2 

27.1 

14.9 

19.6 

16.4 

18.8 

37.4 

18.6 

70.1 

53.9 

60.0 

69.9 

19.8 

1.4 

1.1 

3.9 

0.0 

0.8 

0.8 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

0% 25% 50% 75% 100%

①介護職員 n=140

②生活相談員 n=87

③看護職員 n=102

④PT・OT・ST等 n=55

⑤介護支援専門員

（ケアマネジャー） n=133

⑥従業員全体 n=131

大いに不足 不足 やや不足 適当 過剰

令和７年度 

『不足感あり』 

79.4％ 
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問13-１ 「従業員全体でみた場合」で「大いに不足」「不足」「やや不足」と回答した施設に

おうかがいします。不足した理由はどれですか。（あてはまるものすべてを選択） 

▶ 『不足感あり』と回答した施設等のうち、「採用が困難である」と回答した事業所の割合

は約９割となっている 

図表2-5-20 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問13-２ 「採用が困難である」と回答した施設におうかがいします。 

採用が困難な原因は何にあるとお考えですか。（あてはまるものすべてを選択） 

▶ 「採用が困難」と回答した施設等のうち、原因として「賃金が低い」からと回答した事業

所の割合は前回調査より大幅に増加し、約７割となっている 

図表2-5-21 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

令和７年度 令和元年度 

87.9

17.8

6.5

9.3

0.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

 n=107

88.5

27.9

6.7

5.8

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

採用が困難である

離職率が高い

（定着率が低い）

事業を拡大したいが

人材が確保できない

その他

無回答
 n=104

70.7

54.3

44.6

15.2

15.2

9.8

9.8

8.7

20.7

3.3

0.0

0% 20% 40% 60% 80%

賃金が低い

仕事がきつい

（身体的・精神的）

社会的評価が低い

休みが取りにくい

夜勤が多い

労働時間が長い

雇用が不安定

キャリアアップの

機会が不十分

その他

わからない

無回答 n=92

49.4

48.2

26.5

16.9

15.7

12.0

12.0

7.2

27.7

8.4

0.0

0% 20% 40% 60% 80%

n=83

令和７年度 令和元年度 

87.4

24.2

6.3

7.4

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

 n=95

令和４年度 

56.4

56.4

52.1

24.5

24.5

7.4

10.6

6.4

31.9

0.0

0.0

0% 20% 40% 60% 80%

n=94

令和４年度 
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問14 貴施設は、人材確保に向けて、どのような取組を実施されていますか。 

（あてはまるものすべてを選択） 

▶ 「採用にあたり、多様な募集ルートを活用し、募集を行っている」の割合が前回調査より

微減し、約８割となっている 

図表2-5-22 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
  

令和７年度 令和元年度 

89.2

60.8

38.0

43.7

39.2

29.7

2.5

0.6

1.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=158

81.7

65.0

43.3

50.8

45.8

36.7

1.7

0.0

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=120

令和４年度 

80.1 

56.7 

46.8 

35.5 

30.5 

27.7 

4.3 

3.5 

0.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

採用にあたり、多様な募集ルートを

活用し、募集を行っている

従業員の悩みや不安・不満、疑問点

等について、上司や同僚に気軽に

相談できる体制づくりに努めている

外国人従業員の雇用を含め、

多様な方法を検討している

採用にあたり、ケアの理念や経営理念、

業務内容等を詳細に説明し、就労ニーズ

とのミスマッチの解消に努めている

従業員の賃金について、職能給や

業績給を導入し、モチベーション

の向上に努めている

従業員の介護能力と就労ニーズを

把握しながら能力開発に努めている

その他

特にない

無回答

n=141
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図表2-5-23 単位：％ 

項 目 

回
答
者
数
（
事
業
所
） 

採
用
に
あ
た
り
、
多
様
な
募
集
ル
ー
ト
を

活
用
し
、
募
集
を
行
っ
て
い
る 

従
業
員
の
悩
み
や
不
安
・
不
満
、
疑
問
点

等
に
つ
い
て
、
上
司
や
同
僚
に
気
軽
に
相

談
で
き
る
体
制
づ
く
り
に
努
め
て
い
る 

外
国
人
従
業
員
の
雇
用
を
含
め
、
多
様
な

方
法
を
検
討
し
て
い
る 

採
用
に
あ
た
り
、
ケ
ア
の
理
念
や
経
営
理

念
、
業
務
内
容
等
を
詳
細
に
説
明
し
、
就

労
ニ
ー
ズ
と
の
ミ
ス
マ
ッ
チ
の
解
消
に
努

め
て
い
る 

従
業
員
の
賃
金
に
つ
い
て
、
職
能
給
や
業

績
給
を
導
入
し
、
モ
チ
ベ
ー
シ
ョ
ン
の
向

上
に
努
め
て
い
る 

従
業
員
の
介
護
能
力
と
就
労
ニ
ー
ズ
を
把

握
し
な
が
ら
能
力
開
発
に
努
め
て
い
る 

全  体 141 80.1 56.7 46.8 35.5 30.5 27.7 

施
設
の
種
類 

介護老人福祉施設 39 87.2 56.4 61.5 43.6 30.8 33.3 

介護老人保健施設 7 71.4 28.6 71.4 42.9 57.1 14.3 

特定施設入居者生活介護 36 83.3 63.9 36.1 41.7 30.6 25.0 

認知症対応型共同生活介護 58 74.1 56.9 41.4 25.9 25.9 27.6 

法
人
の
種
類 

株式会社 77 77.9 62.3 40.3 37.7 28.6 28.6 

有限会社 0 - - - - - - 

医療法人 12 66.7 33.3 41.7 25.0 41.7 16.7 

社会福祉法人 49 85.7 53.1 55.1 36.7 28.6 28.6 

社団法人・財団法人 0 - - - - - - 

ＮＰＯ法人 2 100.0 100.0 100.0 - 50.0 50.0 

その他 1 100.0 - 100.0 - 100.0 - 

※「その他」「特にない」「無回答」は掲載を省略 
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問14-１ 「採用にあたり、多様な募集ルートを活用し、募集を行っている」と答えた事業所に

おうかがいします。どのようなルートを活用していますか。 

（あてはまるものすべてを選択） 

▶ 多様な募集ルートのうち、「従業員からの紹介」が約９割、「職業安定所（ハローワーク）」

が８割を超え、「求人情報誌・求人情報サイトの掲載」「ホームページ」が約８割となって

いる 

図表2-5-24 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※令和４年度より「求人情報誌・求人情報サイトの掲載」「人材紹介会社を通じた採用」「派遣会社からの介護派遣の活用」「就職合同説明

会（福祉のお仕事就職・転職フェア）への参加」を追加 

図表2-5-25 単位：％ 

項 目 

回
答
者
数
（
事
業
所
） 

従
業
員
か
ら
の
紹
介 

職
業
安
定
所 

（
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
） 

求
人
情
報
誌
・
求
人

情
報
サ
イ
ト
の
掲
載 

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ 

人
材
紹
介
会
社
を 

通
じ
た
採
用 

派
遣
会
社
か
ら
の 

介
護
派
遣
の
活
用 

就
職
合
同
説
明
会 

へ
の
参
加 

学
校
訪
問 

全  体 113 92.0 85.8 82.3 79.6 71.7 61.1 61.1 39.8 

施
設
の
種
類 

介護老人福祉施設 34 91.2 100.0 85.3 88.2 73.5 79.4 79.4 58.8 

介護老人保健施設 5 100.0 100.0 80.0 80.0 80.0 60.0 100.0 20.0 

特定施設入居者生活介護 30 96.7 93.3 90.0 83.3 90.0 53.3 63.3 46.7 

認知症対応型共同生活介護 43 90.7 69.8 74.4 72.1 55.8 51.2 39.5 23.3 

法
人
の
種
類 

株式会社 60 95.0 80.0 85.0 75.0 71.7 55.0 46.7 30.0 

有限会社 - - - - - - - - - 

医療法人 8 75.0 75.0 62.5 50.0 75.0 75.0 62.5 - 

社会福祉法人 42 90.5 95.2 81.0 90.5 71.4 66.7 81.0 61.9 

社団法人・財団法人 - - - - - - - - - 

ＮＰＯ法人 2 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 50.0 50.0 50.0 

その他 1 100.0 100.0 100.0 100.0 - 100.0 100.0 - 

※「その他」「無回答」は掲載を省略  

92.0

85.8

82.3

79.6

71.7

61.1

61.1

39.8

2.7

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

従業員からの紹介

職業安定所（ハローワーク）

求人情報誌・求人

情報サイトの掲載

ホームページ

人材紹介会社を通じた採用

派遣会社からの

介護派遣の活用

就職合同説明会（福祉のお仕事

就職・転職フェア）への参加

学校訪問

その他

無回答 n=113

令和７年度 令和元年度 令和４年度 

90.8 

84.4 

**

85.1 

**

**

**

41.8 

36.2 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=141

84.7 

91.8 

77.6 

69.4 

69.4 

55.1 

52.0 

29.6 

4.1 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=98
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0.0 

23.9

14.1
17.4

7.6 7.6

15.2 14.1

0.0 
0%

10%

20%

30%

40%

50%

０人 １人 ２人 ３人 ４人 ５人 ６～９人 10人以上 無回答

n=92

【令和７年度新規設問】 

問15 外国人労働者を雇用していますか。（１つを選択） 

▶ 外国人を雇用している割合は６割を超えている 

図表2-5-26 

 

 

 

 

 

図表2-5-27 単位：％ 

項 目 

回
答
者
数 

（
事
業
所
） 

は
い 

い
い
え 

全  体 141 65.2 33.3 

施
設
の
種
類 

介護老人福祉施設 39 76.9 23.1 

介護老人保健施設 7 28.6 71.4 

特定施設入居者生活介護 36 50.0 50.0 

認知症対応型共同生活介護 58 72.4 24.1 

法
人
の
種
類 

株式会社 77 63.6 36.4 

有限会社 0 - - 

医療法人 12 50.0 50.0 

社会福祉法人 49 73.5 24.5 

社団法人・財団法人 0 - - 

ＮＰＯ法人 2 100.0 - 

その他 1 - - 

※「無回答」は掲載を省略 

 

【令和７年度新規設問】 

問15-１ 前問で「はい」と答えた事業所におうかがいします。 

令和７年10月１日現在、外国人労働者を何人雇用していますか。（数字を入力） 

▶ 雇用している外国人の平均人数は4.95人となっている 

図表2-5-28 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

65.2 33.3 1.4

0% 25% 50% 75% 100%

令和７年度 n=141

はい いいえ 無回答

令和７年度平均：4.95人 
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問16 貴施設で、離職防止や定着促進のため重点を置いて取り組んだことはどれですか。 

（あてはまるものすべてを選択） 

▶ 「職場内の仕事上のコミュニケーションの円滑化を図ること」が前回調査より減少してい

るが、６割を超えて最も高くなっている 

図表2-5-29 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  

令和７年度 

67.1 

55.1 

66.5 

55.1 

53.2 

61.4 

48.1 

52.5 

56.3 

36.1 

48.7 

36.1 

43.0 

38.6 

27.2 

35.4 

37.3 

17.1 

0.6 

2.5 

1.3 

0% 20% 40% 60% 80%

n=158

令和元年度 

73.3 

51.7 

60.8 

60.0 

62.5 

51.7 

47.5 

53.3 

49.2 

43.3 

49.2 

36.7 

45.8 

48.3 

39.2 

38.3 

25.8 

16.7 

0.8 

1.7 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80%

n=120

64.5 

57.4 

55.3 

53.2 

52.5 

51.1 

49.6 

45.4 

44.7 

38.3 

35.5 

35.5 

34.0 

33.3 

32.6 

31.2 

22.0 

14.9 

2.1 

1.4 

0.7 

0% 20% 40% 60% 80%

職場内の仕事上のコミュニケーション

の円滑化を図ること

業務改善や効率化等による働き

やすい職場づくりに力を入れること

賃金・労働時間等の労働条件（休暇を

取りやすくすることも含める）の改善

悩み、不満、不安などの相談窓口を

設けている（メンタルヘルスケア）

非正規職員から正規職員への

転換の機会を設けること

労働時間（時間帯・総労働時間）

の希望を聞くこと

能力開発の充実（社内研修、

社外講習等の受講・支援等）

能力や仕事ぶりを評価し、

配置や処遇への反映

仕事内容の希望を聞くこと

（持ち場の移動など）

職員の仕事内容と必要な能力等の明示

新人の指導担当・アドバイザーの設置

経営者・管理者と従業員が経営方針、

ケア方針を共有する機会の設置

キャリアに応じた給与体系の整備

管理者・リーダー層の部下育成や動機

付け能力向上に向けた教育研修の実施

健康対策や健康管理に力を入れること

職場環境を整えること（休憩室、談話

室、出社時に座れる席の確保など）

福利厚生を充実させ、職場内の交流を深

めること（同好会、親睦会の実施含む）

子育て支援を行うこと（子ども

預かり所の設置や保育費用支援等）

その他

特に取り組んだことはない

無回答 n=141

令和４年度 
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図表2-5-30 単位：％ 

項 目 

回
答
者
数
（
事
業
所
） 

職
場
内
の
仕
事
上
の
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
の
円
滑
化
を

図
る
こ
と 

業
務
改
善
や
効
率
化
等
に
よ
る
働
き
や
す
い
職
場
づ
く
り

に
力
を
入
れ
る
こ
と 

賃
金
・
労
働
時
間
等
の
労
働
条
件
（
休
暇
を
取
り
や
す
く
す

る
こ
と
も
含
め
る
）
の
改
善 

悩
み
、
不
満
、
不
安
な
ど
の
相
談
窓
口
を
設
け
て
い
る
（
メ

ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
ケ
ア
） 

非
正
規
職
員
か
ら
正
規
職
員
へ
の
転
換
の
機
会
を
設
け
る

こ
と 

労
働
時
間
（
時
間
帯
・
総
労
働
時
間
）
の
希
望
を
聞
く
こ
と 

能
力
開
発
の
充
実
（
社
内
研
修
、
社
外
講
習
等
の
受
講
・
支

援
等
） 

能
力
や
仕
事
ぶ
り
を
評
価
し
、
配
置
や
処
遇
へ
の
反
映 

仕
事
内
容
の
希
望
を
聞
く
こ
と
（
持
ち
場
の
移
動
な
ど
） 

職
員
の
仕
事
内
容
と
必
要
な
能
力
等
の
明
示 

新
人
の
指
導
担
当
・
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
の
設
置 

経
営
者
・
管
理
者
と
従
業
員
が
経
営
方
針
、
ケ
ア
方
針
を
共

有
す
る
機
会
の
設
置 

キ
ャ
リ
ア
に
応
じ
た
給
与
体
系
の
整
備 

管
理
者
・
リ
ー
ダ
ー
層
の
部
下
育
成
や
動
機
付
け
能
力
向
上

に
向
け
た
教
育
研
修
の
実
施 

健
康
対
策
や
健
康
管
理
に
力
を
入
れ
る
こ
と 

職
場
環
境
を
整
え
る
こ
と
（
休
憩
室
、
談
話
室
、
出
社
時
に

座
れ
る
席
の
確
保
な
ど
） 

福
利
厚
生
を
充
実
さ
せ
、
職
場
内
の
交
流
を
深
め
る
こ
と

（
同
好
会
、
親
睦
会
の
実
施
含
む
） 

子
育
て
支
援
を
行
う
こ
と
（
子
ど
も
預
か
り
所
の
設
置
や
保

育
費
用
支
援
等
） 

全  体 141 64.5 57.4 55.3 53.2 52.5 51.1 49.6 45.4 44.7 38.3 35.5 35.5 34.0 33.3 32.6 31.2 22.0 14.9 

施
設
の
種
類 

介護老人 

福祉施設 
39 64.1 71.8 69.2 59.0 71.8 69.2 59.0 59.0 56.4 46.2 35.9 48.7 41.0 38.5 51.3 25.6 35.9 20.5 

介護老人 

保健施設 
7 28.6 71.4 42.9 57.1 42.9 42.9 57.1 42.9 71.4 14.3 42.9 42.9 42.9 - 14.3 28.6 - - 

特定施設入居者

生活介護 
36 83.3 66.7 52.8 50.0 47.2 36.1 52.8 44.4 44.4 44.4 44.4 27.8 41.7 33.3 22.2 47.2 19.4 25.0 

認知症対応型 

共同生活介護 
58 58.6 41.4 48.3 51.7 44.8 50.0 41.4 36.2 34.5 32.8 29.3 31.0 22.4 34.5 29.3 25.9 17.2 6.9 

法
人
の
種
類 

株式会社 77 68.8 54.5 51.9 51.9 42.9 42.9 45.5 41.6 40.3 40.3 36.4 29.9 29.9 35.1 28.6 36.4 20.8 11.7 

有限会社 0 - - - - - - - - - - - - - - - - - - 

医療法人 12 33.3 33.3 50.0 33.3 41.7 75.0 41.7 33.3 41.7 16.7 25.0 33.3 25.0 8.3 16.7 33.3 - - 

社会福祉法人 49 63.3 67.3 61.2 61.2 71.4 57.1 59.2 53.1 55.1 42.9 36.7 44.9 42.9 34.7 40.8 22.4 28.6 24.5 

社団法人・ 

財団法人 
0 - - - - - - - - - - - - - - - - - - 

ＮＰＯ法人 2 100.0 50.0 100.0 50.0 50.0 100.0 50.0 50.0 - - 50.0 50.0 - 100.0 100.0 50.0 50.0 - 

その他 1 100.0 100.0 - - - - - 100.0 - - - - 100.0 - - - - - 

※「その他」「特に取り組んだことはない」「無回答」は掲載を省略 
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問17 貴施設では、過去１年間（令和６年10月１日～令和７年９月30日）に採用した職員の人

数や質をどのように評価していますか。（１つを選択） 

▶ 「人数・質ともに確保できていない」と回答した事業所の割合が前回調査より増加し、４

割を超えている 

図表2-5-31 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表2-5-32 単位：％ 

項 目 

回
答
者
数
（
事
業
所
） 

人
数
・
質
と
も
に
確
保 

で
き
て
い
る 

人
数
は
確
保
で
き
て
い

る
が
、
質
に
は
満
足
し
て

い
な
い 

質
に
は
満
足
だ
が
、
人
数

は
確
保
で
き
て
い
な
い 

人
数
・
質
と
も
に
確
保 

で
き
て
い
な
い 

全  体 141 7.1 29.1 19.1 43.3 

施
設
の
種
類 

介護老人福祉施設 39 - 20.5 15.4 64.1 

介護老人保健施設 7 14.3 - 28.6 57.1 

特定施設入居者生活介護 36 16.7 36.1 25.0 22.2 

認知症対応型共同生活介護 58 5.2 34.5 15.5 41.4 

法
人
の
種
類 

株式会社 77 11.7 32.5 20.8 33.8 

有限会社 0 - - - - 

医療法人 12 - 16.7 33.3 41.7 

社会福祉法人 49 2.0 26.5 14.3 57.1 

社団法人・財団法人 0 - - - - 

ＮＰＯ法人 2 - 50.0 - 50.0 

その他 1 - - - 100.0 

※「無回答」は掲載を省略 

  

7.1

12.5 

10.8 

29.1

20.0 

20.3 

19.1

28.3 

20.9 

43.3

39.2 

44.9 

1.4

0.0

3.2

0% 25% 50% 75% 100%

令和７年度 n=141

令和４年度 n=120

令和元年度 n=158

人数・質ともに

確保できている

人数は確保できて

いるが、質には

満足していない

質には満足だが、

人数は確保でき

ていない

人数・質ともに

確保できていない

無回答
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問18 貴施設では、「介護プロフェッショナルのキャリア段位制度」を導入していますか。 

（１つを選択） 

▶ 「当面導入の予定はない」が約５割、「この制度を知らない」が約３割となっている 

図表2-5-33 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表2-5-34 単位：％ 

項 目 

回
答
者
数
（
事
業
所
） 

す
で
に
導
入
し
て
お
り
、

評
価
者
（
ア
セ
ッ
サ
ー
）
登

録
者
が
い
る 

す
で
に
導
入
し
て
お
り
、

レ
ベ
ル
認
定
に
取
り
組

む
、
又
は
レ
ベ
ル
認
定
を

受
け
た
介
護
職
員
が
い
る 

導
入
を
予
定
し
て
い
る 

当
面
導
入
の
予
定
は
な
い 

こ
の
制
度
を
知
ら
な
い 

全  体 141 3.5 7.8 7.8 51.1 29.1 

施
設
の
種
類 

介護老人福祉施設 39 7.7 2.6 12.8 66.7 10.3 

介護老人保健施設 7 - 14.3 - 57.1 28.6 

特定施設入居者生活介護 36 - 8.3 11.1 47.2 33.3 

認知症対応型共同生活介護 58 3.4 10.3 3.4 43.1 37.9 

法
人
の
種
類 

株式会社 77 2.6 10.4 5.2 42.9 37.7 

有限会社 0 - - - - - 

医療法人 12 - 16.7 - 50.0 33.3 

社会福祉法人 49 6.1 2.0 14.3 61.2 16.3 

社団法人・財団法人 0 - - - - - 

ＮＰＯ法人 2 - - - 100.0 - 

その他 1 - - - 100.0 - 

※「無回答」は掲載を省略  

3.5 

5.8 

6.3 

7.8 

4.2 

1.9 

7.8 

11.7 

9.5 

51.1 

50.8 

51.3 

29.1 

27.5 

27.2 

0.7 

0.0 

3.8 

0% 25% 50% 75% 100%

令和７年度 n=141

令和４年度 n=120

令和元年度 n=158

すでに導入して

おり、評価者

（ｱｾｯｻｰ）

登録者がいる

すでに導入して

おり、レベル認定

に取り組む、又は

レベル認定を受けた

介護職員がいる

導入を予定

している

当面導入の

予定はない

この制度を

知らない

無回答
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46.1 15.6 38.3

0% 25% 50% 75% 100%

令和７年度 n=141

はい いいえ 無回答 列4

【令和７年度新規設問】 

問19 ＬＩＦＥ関連加算を算定可能な通所介護・通所リハビリテーション・認知症対応型通所

介護・地域密着型通所介護・小規模多機能型居宅介護・看護小規模多機能型居宅介護事

業所におうかがいします。貴事業所では、ＬＩＦＥ関連加算を算定していますか。 

（１つを選択） 

▶ ＬＩＦＥ関連加算を算定している事業所の割合が４割を超えている 

図表2-4-35 

 

 

 

 

 

 

図表2-5-36 単位：％ 

項 目 

回
答
者
数 

（
事
業
所
） 

は
い 

い
い
え 

全  体 141 46.1 15.6 

施
設
の
種
類 

介護老人福祉施設 39 33.3 15.4 

介護老人保健施設 7 85.7 - 

特定施設入居者生活介護 36 47.2 19.4 

認知症対応型共同生活介護 58 48.3 15.5 

法
人
の
種
類 

株式会社 77 54.5 14.3 

有限会社 0 - - 

医療法人 12 50.0 16.7 

社会福祉法人 49 32.7 14.3 

社団法人・財団法人 0 - - 

ＮＰＯ法人 2 - 100.0 

その他 1 100.0 - 

※「無回答」は掲載を省略 
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【令和７年度新規設問】 

問19-１ 算定していない事業所におうかがいします。貴事業所で、ＬＩＦＥの活用において課

題だと感じていることはありますか。（あてはまるものすべてを選択） 

▶ 算定していない事業所でのＬＩＦＥの活用における課題として、「ＬＩＦＥやＬＩＦＥ関

連加算についての職員への教育」が５割となっている 

図表2-4-37 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

50.0 

45.5 

36.4 

36.4 

31.8 

31.8 

27.3 

18.2 

13.6 

0.0 

22.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

LIFEやLIFE関連加算に

ついての職員への教育

LIFEへの入力の手間（時間の確保）

LIFE関連加算の理解

フィードバックの活用方法がわからない

LIFEの操作方法の理解

LIFEの入力やLIFE関連加算

算定のための人員が確保できない

LIFE入力項目に関する

実地指導への不安

PCや介護記録ソフトなどの

LIFEへの入力機器の整備

その他

課題なし

無回答
n=22

令和７年度 
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【令和７年度新規設問】 

問19-２ 算定している事業所におうかがいします。ＬＩＦＥをどのように活用していますか。

（あてはまるものすべてを選択） 

▶ 算定している事業所でのＬＩＦＥの活用として、「自施設の利用者像や課題の把握」が６

割を超えている 

図表2-4-38 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

66.2 

52.3 

41.5 

29.2 

26.2 

23.1 

10.8 

9.2 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

自施設の利用者像や課題の把握

ケアの実施状況の把握

ケアの結果の把握

ケアの在り方の見直し

職員間での情報共有

施設内の管理指標としての活用

利用者や家族への説明

活用していない

無回答
n=65

令和７年度 
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問20 以下の取組について、貴施設が実施しているものはどれですか。 

（あてはまるものすべてを選択） 

▶ 「施設サービス事業等の基本的な業務に関する手引書を整備している」割合が、令和元年

度から大幅に減少している 

図表2-5-39 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

93.6 

90.8 

89.4 

87.9 

87.2 

87.2 

78.7 

71.6 

42.6 

34.8 

33.3 

29.8 

1.4 

0.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

職員に対する健康診断を

定期的に実施している

事業所内のわかりやすい場所

に運営規程を掲示している

苦情・相談対応窓口（担当など）

を設置している

職員に対する感染症の予防

接種を定期的に実施している

感染症の予防や発生した場合の

蔓延防止に関する手引書を整備

している

業務上知り得た利用者や家族

の個人情報に関する守秘義務

を職員に徹底している

サービス提供中に事故が発生

した場合の対応手順、責任者等

を定めた手引書を整備している

苦情・相談への対応に関する

手続き等を定めた手引書を

整備している

利用者からサービスの質に

関する評価を受けている

事業所独自の方法で、定期的

に自らのサービスの質の評価

を行っている

第三者機関によりサービスの

質に関する評価を受けている

施設サービス事業等の基本的な業務

に関する手引書を整備している

上記について行っているものはない

無回答
n=141

97.5 

92.5 

95.0 

93.3 

87.5 

92.5 

79.2 

70.8 

43.3 

39.2 

39.2 

35.0 

0.8 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=120

95.6 

87.3 

96.8 

89.2 

91.8 

91.1 

86.7 

77.8 

44.3 

32.3 

46.8 

79.1 

0.0 

1.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=158

令和７年度 令和元年度 令和４年度 
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問21 貴施設における職員の研修参加状況についておうかがいします。 

過去１年間（令和６年10月１日～令和７年９月30日）の職員の研修参加状況について、

あてはまるものすべてを選択してください。なお、常勤と非常勤の区別は、雇用形態に

よります。 

▶ 「常勤の職員の参加があった」事業所の割合は前回調査から変化はなく、９割を超えてい

る 

図表2-5-40 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問21-１ 過去１年間（令和６年10月１日～令和７年９月30日）で、職員はどのような研修に参

加しましたか。（あてはまるものすべてを選択） 

▶ 参加があった研修のうち、「介護技術・知識」の研修が前回調査から変化はなく、約９割

となっている 

図表2-5-41 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

82.1

75.0

62.9

40.0

39.3

37.9

42.9

12.9

0.0

2.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

介護技術・知識

安全対策（事故時の応急措置等）、

接遇・マナー

コンプライアンス・プライバシー保

護

介護保険制度や関係法令

事例検討

資格取得のための研修

情報共有、記録・報告方法

その他

いずれも行っていない

無回答 n=140

89.6

77.4

70.4

54.8

43.5

31.3

41.7

10.4

0.0

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

介護技術・知識

安全対策（事故時の応急

措置等）、接遇・マナー

コンプライアンス・

プライバシー保護

介護保険制度や関係法令

事例検討

資格取得のための研修

情報共有、記録・報告方法

その他

いずれも行っていない

無回答 n=115

87.2

84.2

74.4

57.1

53.4

48.9

48.1

9.0

0.0

3.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

介護技術・知識

安全対策（事故時の応急

措置等）、接遇・マナー

コンプライアンス・

プライバシー保護

介護保険制度や関係法令

事例検討

資格取得のための研修

情報共有、記録・報告方法

その他

いずれも行っていない

無回答 n=133

令和元年度 令和７年度 

令和７年度 令和元年度 

93.6 

77.3 

3.5 

2.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

常勤職員の参加があった

非常勤（常勤以外）職員の

参加があった

参加した職員はいない

無回答

n=141

94.2 

68.3 

4.2 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=120

84.8 

71.5 

1.3 

10.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=158

令和４年度 

令和４年度 
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図表2-5-42 単位：％ 

項 目 

回
答
者
数
（
事
業
所
） 

介
護
技
術
・
知
識 

安
全
対
策
（
事
故
時
の
応
急
措
置
等
）
、 

接
遇
・
マ
ナ
ー 

コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
・ 

プ
ラ
イ
バ
シ
ー
保
護 

介
護
保
険
制
度
や
関
係
法
令 

事
例
検
討 

資
格
取
得
の
た
め
の
研
修 

情
報
共
有
、
記
録
・
報
告
方
法 

全  体 133 87.2 84.2 74.4 57.1 53.4 48.9 48.1 

施
設
の
種
類 

介護老人福祉施設 38 100.0 92.1 63.2 55.3 50.0 60.5 31.6 

介護老人保健施設 7 71.4 85.7 71.4 42.9 57.1 42.9 28.6 

特定施設入居者生活介護 35 88.6 88.6 88.6 74.3 60.0 45.7 65.7 

認知症対応型共同生活介護 52 80.8 76.9 75.0 50.0 51.9 44.2 51.9 

法
人
の
種
類 

株式会社 71 81.7 81.7 80.3 60.6 54.9 43.7 60.6 

有限会社 - - - - - - - - 

医療法人 11 72.7 72.7 90.9 54.5 45.5 27.3 27.3 

社会福祉法人 48 97.9 89.6 62.5 54.2 50.0 60.4 33.3 

社団法人・財団法人 - - - - - - - - 

ＮＰＯ法人 2 100.0 100.0 100.0 50.0 100.0 100.0 100.0 

その他 1 100.0 100.0 - - 100.0 - - 

※「その他」「いずれも行っていない」「無回答」は掲載を省略 

 

 

問21-２ 過去１年間（令和６年10月１日～令和７年９月30日）で、職員の研修への参加状況は

どの程度ですか。（１つを選択） 

▶ 「すべての職員」が研修していると回答した事業所の割合が大幅に増加し、約５割となっ

ている 

図表2-5-43 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

49.6

38.3

25.7

27.8

30.4

27.1

13.5

17.4

31.4

7.5

9.6

11.4

0.0

4.3

2.9

1.5

0.0

1.4

0% 25% 50% 75% 100%

令和７年度 n=133

令和４年度 n=115

令和元年度 n=140

すべての職員 ７～９割程度 ４～６割程度 ２～３割程度 １割程度、

あるいは

それ以下

無回答
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問22 貴施設では、事故や「ヒヤリ・ハット事例」については、ひと月に何件くらいあります

か。（１つを選択、数字を入力） 

→「２ 共通設問の比較」（P32）に掲載 

 

問23 貴施設では、事故や「ヒヤリ・ハット事例」に関する周知、または研修等を行っています

か。（あてはまるものすべてを選択） 

→「２ 共通設問の比較」（P32）に掲載 

 

問24 貴施設では、利用者からの「セクハラ」「いやがらせ・不当な要求・暴力」の発生につい

ては、ひと月に何件くらいありますか。（１つを選択、数字を入力） 

→「２ 共通設問の比較」（P33・34）に掲載 

 

問25 貴施設で「セクハラ」の対応策として、具体的に取り組んでいることは何ですか。 

（あてはまるものすべてを選択） 

→「２ 共通設問の比較」（P34）に掲載 

 

問26 貴施設で「いやがらせ・不当な要求・暴力」の対応策として、具体的に取り組んでいるこ

とは何ですか。（あてはまるものすべてを選択） 

→「２ 共通設問の比較」（P35）に掲載 

 

問27 介護・福祉現場で働く職員が、利用者・家族等からカスタマーハラスメントを受けた場

合の相談窓口（川崎市介護・障害福祉サービス事業所向けカスタマーハラスメント相談

窓口）があることを知っていますか。（１つを選択） 

→「２ 共通設問の比較」（P35）に掲載 

 

問28 貴施設では、虐待の発生については、把握していますか。（１つを選択） 

→「２ 共通設問の比較」（P36）に掲載 

 

問29 貴施設でこれまで確認された虐待事例の原因についてお答えください。 

（あてはまるものすべてを選択） 

→「２ 共通設問の比較」（P36）に掲載 

 

問30 貴施設で虐待の対応策として、具体的に取り組んでいることは何ですか。 

（あてはまるものすべてを選択） 

→「２ 共通設問の比較」（P37）に掲載 
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問31 利用者の支援において、①課題別の委員会やワーキンググループをつくったり、②担当

者をおいたり、③このような体制をとらないまでも重点的に推進しているなど、貴施設

が力を入れているのは次のうちどれですか。（あてはまるものすべてを選択） 

▶ 「施設内虐待防止に向けた取組」の割合が増加しており、９割弱で最も高くなっている 

図表2-5-44 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

90.8 

87.2 

71.6 

68.8 

63.1 

63.1 

60.3 

56.0 

44.0 

42.6 

37.6 

0.7 

0.7 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

身体拘束防止に向けた取組

施設内虐待防止に向けた取組

余暇時間を楽しむための趣味・

レクリエーション活動とその支援

利用者の身の回りの行為（ＡＤＬ）が

安心・快適に行える環境づくり

利用者の好み、季節、地域の文化など

を考慮した食生活の工夫

利用者が身の回りの行為にできる限り

自立できることを目的とした支援

プライバシー保護のための工夫や配慮

利用者や家族からの相談ごとに対する

相談援助体制

ボランティアの積極的な受け入れと

地域への働きかけ

利用者の生活環境（アメニティー）の

快適さと衛生面への配慮

利用者と地域住民との交流の支援

その他

特にない

無回答 n=141

令和７年度 令和元年度 

78.5

84.2

63.9

72.2

56.3

62.0

53.2

55.7

38.6

50.0

44.9

1.3

1.9

0.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=158

82.5

85.0

76.7

80.0

67.5

70.8

59.2

60.0

16.7

45.8

21.7

2.5

0.0

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=120

令和４年度 
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問32 貴施設では、身体拘束をしないケアに向けてどのような取組を行っていますか。 

（あてはまるものすべてを選択） 

▶ 「身体拘束防止のための検討会や委員会を開いている」割合が最も高く、約９割となって

いる 

図表2-5-45 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

令和７年度 令和元年度 

89.2

78.5

75.3

50.0

47.5

41.1

23.4

22.8

8.9

1.9

1.3

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=158

89.2

86.7

75.0

60.0

52.5

49.2

30.8

24.2

8.3

0.0

0.8

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=120

92.2 

87.9 

68.1 

60.3 

50.4 

44.7 

28.4 

28.4 

7.1 

1.4 

0.0 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

身体拘束防止のための検討会や

委員会を開いている

身体拘束防止のための勉強会や

研修の開催や参加をしている

職員の意識改革に努めている

ベッド・車いす等を安全に使用でき

るように福祉用具の工夫をしている

職員の目の届く場所で

過ごしてもらう

ﾘﾊﾋﾞﾘやﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ等、拘束が

必要な状態にならないための

予防的ケアを充実させる

巡回の回数を多くする

徘徊防止のための設備面の

工夫・整備をしている

職員を増員し、見守りを強化する

その他

特に取組を行っていない

無回答 n=141

令和４年度 
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問33 貴施設では、次の介護福祉機器のうち導入しているものはありますか。（あてはまるも

のすべてを選択） 

▶ 導入している機器について、「ベッド」が前回調査より微増し、約９割と最も高くなって

いる 

図表2-5-46 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

導入している 

85.4 

69.6 

53.2 

62.0 

46.8 

49.4 

41.8 

10.1 

14.6 

10.1 

5.7 

8.2 

1.3 

5.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=158

令和７年度 令和元年度 

90.8 

71.7 

69.2 

62.5 

53.3 

59.2 

24.2 

10.8 

14.2 

5.0 

2.5 

10.0 

0.8 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=120

令和４年度 

92.2 

80.9 

70.9 

63.1 

51.8 

46.8 

29.1 

13.5 

7.1 

5.7 

5.0 

19.1 

2.1 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ベッド（傾斜角度、高さが調整

できるもの。マットレスは除く）

車いす体重計

エアーマット

（体位変換機能を有するもののみ）

シャワーキャリー

ストレッチャー

（入浴用に使用するものを含む）

特殊浴槽（移動用リフトと共に稼働

するもの、側面が開閉可能なもの）

自動車用車いすリフト（福祉車両の場合は、

車両本体を除いたリフト部分のみ）

移動用リフト（立位補助機

〔スタンディングマシーン〕を含む）

昇降装置

（人の移動に使用するものに限る）

各種介護ロボット

座面昇降機能付き車いす

その他介護福祉機器

いずれも導入していない

無回答
n=141
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問34 次の介護福祉機器のうち、導入の有無にかかわらず、従業員の身体的負担軽減や腰痛予

防、緩和等に効果があると思われるものはどれですか。（あてはまるものすべてを選択） 

▶ 「ベッド」は従業員にとって効果があると思う割合が約７割となっている 

図表2-5-47 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

従業員にとって効果がある 

61.4 

55.7 

43.0 

61.4 

47.5 

46.8 

48.7 

46.2 

33.5 

29.1 

22.2 

12.7 

1.3 

10.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=158

令和７年度 令和元年度 

70.8 

65.8 

59.2 

65.0 

55.8 

50.0 

50.8 

38.3 

34.2 

42.5 

6.7 

5.8 

1.7 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=120

令和４年度 

69.5 

61.7 

61.0 

60.3 

56.7 

56.7 

48.2 

44.0 

33.3 

32.6 

8.5 

10.6 

2.8 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ベッド（傾斜角度、高さが調整

できるもの。マットレスは除く）

特殊浴槽（移動用リフトと共に稼働

するもの、側面が開閉可能なもの）

移動用リフト（立位補助機

〔スタンディングマシーン〕を含む）

車いす体重計

エアーマット

（体位変換機能を有するもののみ）

ストレッチャー

（入浴用に使用するものを含む）

シャワーキャリー

自動車用車いすリフト（福祉車両の場合は、

車両本体を除いたリフト部分のみ）

座面昇降機能付き車いす

昇降装置

（人の移動に使用するものに限る）

各種介護ロボット

その他介護福祉機器

いずれも導入していない

無回答
n=141
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17.7

14.2

10.8

12.8

17.5

16.5

68.8

68.3

69.6

0.7

0.0

3.2

0% 25% 50% 75% 100%

令和７年度 n=141

令和４年度 n=120

令和元年度 n=158

すでに導入

している

導入を予定（検討）

している

導入の予定

はない

無回答

問35 貴施設では、介護ロボットの導入予定がありますか。なお、介護ロボットの例について

は、問35-１の選択肢を参照してください。（１つを選択） 

▶ 「すでに導入している」と回答した事業所の割合が前回調査より増加し、約２割となって

いる 

図表2-5-48 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表2-5-49 単位：％ 

項 目 

回
答
者
数
（
事
業
所
） 

す
で
に
導
入
し
て
い
る 

導
入
を
予
定
（
検
討
）
し

て
い
る 

導
入
の
予
定
は
な
い 

全  体 141 17.7 12.8 68.8 

施
設
の
種
類 

介護老人福祉施設 39 43.6 28.2 28.2 

介護老人保健施設 7 28.6 14.3 57.1 

特定施設入居者生活介護 36 13.9 11.1 75.0 

認知症対応型共同生活介護 58 1.7 3.4 93.1 

法
人
の
種
類 

株式会社 77 3.9 7.8 87.0 

有限会社 0 - - - 

医療法人 12 16.7 8.3 75.0 

社会福祉法人 49 38.8 22.4 38.8 

社団法人・財団法人 0 - - - 

ＮＰＯ法人 2 - - 100.0 

その他 1 100.0 - - 

※「無回答」は掲載を省略 
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問35-１ 「すでに導入している」「導入を予定（検討）している」と答えた施設におうかがい

します。どのような介護ロボットが、介護職員の負担軽減に効果があると思います

か。（あてはまるものすべてを選択） 

▶ 介護ロボットを導入している（予定している）事業所のうち、「センサーや通信機能を備

え、要介護者の見守りを支援するためのシステム」と回答した事業所の割合が前回調査よ

り微増し、８割を超えて最も高くなっている 

図表2-4-50 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表2-5-51 単位：％ 

項 目 

回
答
者
数 

（
事
業
所
） 

セ
ン
サ
ー
や
通
信
機

能
を
備
え
、
要
介
護
者

の
見
守
り
を
支
援
す

る
た
め
の
シ
ス
テ
ム 

介
護
す
る
人
が
腰
な

ど
に
か
か
る
負
担
を

軽
減
す
る
た
め
に
装

着
す
る
機
器 

要
介
護
者
を
抱
え
上

げ
、
ベ
ッ
ド
や
車
い
す

な
ど
へ
の
移
乗
を
補

助
す
る
機
器 

癒
し
や
セ
ラ
ピ
ー
効

果
を
目
的
と
し
た
ロ

ボ
ッ
ト 

要
介
護
者
の
排
せ
つ

物
を
自
動
的
に
処
理

す
る
機
器 

外
出
す
る
高
齢
者
向

け
の
電
動
ア
シ
ス
ト

付
き
手
押
し
車 

全  体 43 86.0 30.2 30.2 18.6 14.0 - 

施
設
の
種
類 

介護老人福祉施設 28 89.3 35.7 32.1 21.4 17.9 - 

介護老人保健施設 3 66.7 33.3 33.3 33.3 - - 

特定施設入居者生活介護 9 88.9 22.2 33.3 - - - 

認知症対応型共同生活介護 3 66.7 - - 33.3 33.3 - 

法
人
の
種
類 

株式会社 9 77.8 - 11.1 11.1 11.1 - 

有限会社 - - - - - - - 

医療法人 3 100.0 33.3 33.3 - - - 

社会福祉法人 30 90.0 40.0 36.7 20.0 16.7 - 

社団法人・財団法人 - - - - - - - 

ＮＰＯ法人 - - - - - - - 

その他 1 - - - 100.0 - - 

※「その他」「無回答」は掲載を省略  

令和７年度 令和４年度 

74.4 

39.5 

46.5 

30.2 

23.3 

14.0 

2.3 

4.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=43

令和元年度 

84.2 

42.1 

50.0 

26.3 

7.9 

7.9 

5.3 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=38

86.0 

30.2 

30.2 

18.6 

14.0 

0.0 

2.3 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

センサーや通信機能を備え、要介護者

の見守りを支援するためのシステム

介護する人が腰などにかかる負担

を軽減するために装着する機器

要介護者を抱え上げ、ベッドや

車いすなどへの移乗を補助する機器

癒しやセラピー効果を

目的としたロボット

要介護者の排せつ物を

自動的に処理する機器

外出する高齢者向けの

電動アシスト付き手押し車

その他

無回答
n=43
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問36 貴施設では、職員の質の確保・向上を図るために、今後どのような視点を重視した取組

が必要だと思いますか。（あてはまるものすべてを選択） 

▶ 「基本的な技術や実践的知識の向上」と回答した事業所の割合は前回調査から変化はな

く、約９割で最も高くなっている 

図表2-5-52 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

88.7

86.5

84.4

68.8

62.4

56.7

45.4

41.8

32.6

21.3

1.4

0.0

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

基本的な技術や実践的知識の向上

利用者の状態に応じた

応用技術の向上

利用者への対応の仕方など

マナーやｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ技術の向上

ケアマネジメント技術や

アセスメント能力の向上

サービス提供者としての

基本姿勢の徹底

苦情や相談への対処能力の向上

処遇困難者への対処能力の向上

制度に関する最新情報の取得

事業所内でのキャリアパスの構築

第三者評価の実施

その他

特にない

無回答 n=141

令和７年度 令和元年度 令和４年度 

88.3

82.5

84.2

69.2

62.5

56.7

55.8

41.7

36.7

20.8

0.8

0.0

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=120

82.9

82.3

88.6

51.9

51.3

44.3

39.9

25.3

22.8

12.7

3.2

0.6

1.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=158
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問37 貴施設は、地域の中で次のような取組を行っていますか。（あてはまるものすべてを選択） 

▶ 「ボランティアの受け入れ」の割合が前回調査より大幅に増加し、「ボランティアの受け

入れ」「職場見学や職場体験・実習の受け入れ」の割合が約６割となっている 

図表2-5-53 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

令和７年度 

61.7

60.3

41.1

39.0

38.3

17.0

14.9

14.2

9.2

7.8

3.5

7.8

0.0

0% 20% 40% 60% 80%

ボランティアの受け入れ

職場見学や職場体験・実習の受け入れ

祭りなどの地域行事に事業所として参加

町内会・自治会等にメンバーとして

参加・日常的な関係づくり

事業所の設備や建物等を地域に開放

民生委員、関係機関等とともに

地域の見守りネットワークに参加

地域や学校において介護や健康づくり等

に関するセミナー・教室を開催・支援

他の事業所等と連携した利用者の

支援について手順やマニュアルを整備

介護保険外の生活支援サービスの提供

介護者の集いを開催・支援

生活・介護支援や見守りのための

ボランティアの育成・組織化

いずれも行っていない

無回答 n=141

72.8 

72.8 

57.0 

48.1 

39.9 

19.0 

20.3 

7.6 

12.0 

10.8 

1.9 

0.0 

2.5 

0% 20% 40% 60% 80%

n=158

令和元年度 

45.0 

53.3 

35.8 

45.8 

29.2 

11.7 

13.3 

11.7 

14.2 

4.2 

0.8 

11.7 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80%

n=120

令和４年度 
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図表2-5-54 単位：％ 

項 目 

回
答
者
数
（
事
業
所
） 

ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
の
受
け
入
れ 

職
場
見
学
や
職
場
体
験
・
実
習
の
受
け
入
れ 

祭
り
な
ど
の
地
域
行
事
に
事
業
所
と
し
て
参
加 

町
内
会
・
自
治
会
等
に
メ
ン
バ
ー
と
し
て
参
加
・

日
常
的
な
関
係
づ
く
り 

事
業
所
の
設
備
や
建
物
等
を
地
域
に
開
放 

民
生
委
員
、
関
係
機
関
等
と
と
も
に
地
域
の
見

守
り
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
に
参
加 

地
域
や
学
校
に
お
い
て
介
護
や
健
康
づ
く
り
等

に
関
す
る
セ
ミ
ナ
ー
・
教
室
を
開
催
・
支
援 

他
の
事
業
所
等
と
連
携
し
た
利
用
者
の
支
援
に

つ
い
て
手
順
や
マ
ニ
ュ
ア
ル
を
整
備 

介
護
保
険
外
の
生
活
支
援
サ
ー
ビ
ス
の
提
供 

介
護
者
の
集
い
を
開
催
・
支
援 

生
活
・
介
護
支
援
や
見
守
り
の
た
め
の
ボ
ラ
ン

テ
ィ
ア
の
育
成
・
組
織
化 

全  体 141 61.7 60.3 41.1 39.0 38.3 17.0 14.9 14.2 9.2 7.8 3.5 

施
設
の
種
類 

介護老人 

福祉施設 
39 82.1 87.2 46.2 30.8 74.4 17.9 25.6 17.9 5.1 17.9 2.6 

介護老人 

保健施設 
7 57.1 100.0 - 14.3 - 14.3 14.3 - - - - 

特定施設入居者 

生活介護 
36 66.7 55.6 38.9 47.2 27.8 11.1 13.9 8.3 25.0 2.8 2.8 

認知症対応型 

共同生活介護 
58 46.6 41.4 43.1 43.1 25.9 20.7 8.6 17.2 3.4 5.2 5.2 

法
人
の
種
類 

株式会社 77 58.4 48.1 37.7 41.6 27.3 15.6 9.1 13.0 11.7 3.9 2.6 

有限会社 0 - - - - - - - - - - - 

医療法人 12 25.0 50.0 33.3 16.7 - 8.3 8.3 16.7 - - 8.3 

社会福祉法人 49 73.5 81.6 46.9 38.8 65.3 22.4 24.5 14.3 8.2 16.3 4.1 

社団法人・ 

財団法人 
0 - - - - - - - - - - - 

ＮＰＯ法人 2 100.0 50.0 100.0 100.0 50.0 - 50.0 50.0 - - - 

その他 1 100.0 100.0 - - - - - - - - - 

※「いずれも行っていない」「無回答」は掲載を省略 
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問38 貴施設では、災害時の対策を実施・計画していますか。（あてはまるものすべてを選択） 

▶ 「災害時の備蓄対策をしている」事業所の割合が前回調査より増加し、９割を超えている 

図表2-5-55 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表2-5-56 単位：％ 

項 目 

回
答
者
数
（
事
業
所
） 

災
害
時
の
備
蓄
対
策
を

し
て
い
る 

災
害
対
策
マ
ニ
ュ
ア
ル

等
を
作
成
し
て
い
る 

施
設
の
耐
震
対
策
を
実

施
し
て
い
る 

防
災
訓
練
な
ど
で
近
隣

の
住
民
組
織
と
連
携
し

た
こ
と
が
あ
る 

全  体 141 95.0 88.7 27.7 22.7 

施
設
の
種
類 

介護老人福祉施設 39 100.0 94.9 33.3 35.9 

介護老人保健施設 7 100.0 100.0 42.9 28.6 

特定施設入居者生活介護 36 100.0 83.3 33.3 19.4 

認知症対応型共同生活介護 58 87.9 87.9 19.0 15.5 

法
人
の
種
類 

株式会社 77 97.4 87.0 26.0 14.3 

有限会社 0 - - - - 

医療法人 12 - - - - 

社会福祉法人 49 9 9 3 3 

社団法人・財団法人 0 75.0 75.0 25.0 25.0 

ＮＰＯ法人 2 47 46 16 18 

その他 1 95.9 93.9 32.7 36.7 

※「その他」「特に何もしていない」「無回答」は掲載を省略 

  

95.0 

88.7 

27.7 

22.7 

1.4 

0.0 

0.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

災害時の備蓄対策をしている

災害対策マニュアル等を

作成している

施設の耐震対策を実施している

防災訓練などで近隣の住民

組織と連携したことがある

その他

特に何もしていない

無回答 n=141

90.0 

90.0 

35.8 

24.2 

0.0 

0.8 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=120

94.9 

87.3 

30.4 

22.8 

1.3 

0.0 

2.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=158

令和７年度 令和元年度 令和４年度 
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問38-１ 「災害時の備蓄対策をしている」と答えた施設におうかがいします。 

どのようなものをどの位備蓄していますか。（あてはまるものすべてを選択、数字

を入力） 

▶ 備蓄対策をしている施設等のうち、「利用者に使用する医薬品」を備蓄している割合が前

回調査より大幅に増加し、５割弱となっている 

図表2-5-57 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表2-5-58 単位：％ 

項 目 

回
答
者
数
（
事
業
所
） 

利
用
者
や
従
業
員
に 

対
す
る
食
料
・
飲
料
水 

発
電
機 

利
用
者
に
使
用
す
る 

医
薬
品 

救
助
用
資
器
材 

燃
料 

全  体 125 99.2 62.4 47.2 31.2 28.8 

施
設
の
種
類 

介護老人福祉施設 37 97.3 81.1 51.4 40.5 37.8 

介護老人保健施設 7 100.0 100.0 85.7 28.6 71.4 

特定施設入居者生活介護 30 100.0 73.3 46.7 36.7 20.0 

認知症対応型共同生活介護 51 100.0 37.3 39.2 21.6 21.6 

法
人
の
種
類 

株式会社 67 100.0 49.3 40.3 28.4 20.9 

有限会社 - - - - - - 

医療法人 9 100.0 77.8 66.7 22.2 33.3 

社会福祉法人 46 97.8 80.4 52.2 37.0 34.8 

社団法人・財団法人 - - - - - - 

ＮＰＯ法人 2 100.0 - 100.0 50.0 100.0 

その他 1 100.0 100.0 - - 100.0 

※「その他」「無回答」は掲載を省略 

  

令和７年度 令和元年度 令和４年度 

99.2 

62.4 

47.2 

31.2 

28.8 

2.4 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

利用者や従業員に

対する食料・飲料水

発電機

利用者に使用する医薬品

救助用資器材

燃料

その他

無回答 n=125

99.1

56.5

32.4

34.3

38.9

0.9

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=108

100.0

43.3

59.3

24.0

35.3

9.3

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=150
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▶ 食料・飲料水を備蓄している施設等のうち、「３日分」を備蓄していると回答した事業所

の割合が前回調査から変化はなく、約７割となっている 
 
○食料・飲料水 

図表2-5-59 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▶ 医薬品を備蓄している施設等のうち、「３日分」を備蓄していると回答した事業所の割合

が前回調査より大幅に増加し、約５割となっている 
 
○医薬品 

図表2-5-60 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

0.0 

0.0 

0.0 

1.7 

0.0 

2.2 

49.2 

37.1 

36.0 

0.0 

5.7 

1.1 

47.5 

57.1 

52.8 

1.7 

0.0 

7.9 

0% 25% 50% 75% 100%

令和７年度 n=59

令和４年度 n=35

令和元年度 n=89

１日分 ２日分 ３日分 ４日分 ５日分以上 無回答

0.0

0.0

0.7

0.0

1.9

2.0

69.4

68.5

66.7

2.4

2.8

1.3

26.6

25.9

26.7

1.6

0.9

2.7

0% 25% 50% 75% 100%

令和７年度 n=124

令和４年度 n=108

令和元年度 n=150

１日分 ２日分 ３日分 ４日分 ５日分以上 無回答
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問39 令和９年度末までに、貴法人が川崎市内において拡充させたいと考えているサービス、

あるいは新たに参入を予定しているサービスはありますか。 

（あてはまるものすべてを選択） 

▶ 「未定である」事業所の割合が前回調査より微増し、７割を超えている 

図表2-5-61 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※『参入意向がある』＝100％－「川崎市内を範囲に参入意向のあるサービスはない」－「未定である」－「無回答」 

注）「介護医療院」は令和７年度からの選択肢 

6.4

2.8

2.1

2.1

2.1

2.1

2.1

2.1

1.4

1.4

1.4

1.4

1.4

0.7

0.7

0.7

0.7

0.7

0.7

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

1.4

7.8

75.9

1.4

0% 20% 40% 60% 80%

認知症対応型共同生活介護

訪問看護

居宅介護支援

訪問介護

小規模多機能型居宅介護

認知症対応型通所介護

福祉用具貸与

介護老人福祉施設

定期巡回・随時対応型訪問介護看護

看護小規模多機能型居宅介護

短期入所生活介護

特定施設入居者生活介護

サービス付き高齢者向け住宅

訪問リハビリテーション

通所介護

通所リハビリテーション

定員30人未満の介護老人福祉施設

定員30人未満で介護専用型の特定施設

介護予防サービス

夜間対応型訪問介護

訪問入浴介護

居宅療養管理指導

療養通所介護

短期入所療養介護

介護専用型特定施設入居者生活介護

介護老人保健施設

介護医療院（注）

その他

川崎市内を範囲に参入意向の

あるサービスはない

未定である

無回答
n=141

4.4 

0.6 

1.9 

3.2 

1.3 

1.3 

0.6 

0.0 

0.0 

1.3 

1.9 

0.6 

1.9 

1.9 

0.0 

1.3 

0.0 

0.0 

0.6 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

1.9 

13.9 

65.2 

7.0 

0% 20% 40% 60% 80%

n=158

6.7

4.2

3.3

3.3

1.7

0.8

1.7

2.5

0.8

2.5

3.3

4.2

3.3

1.7

3.3

0.8

0.0

0.0

3.3

0.8

0.0

0.0

0.0

0.8

0.0

0.8

**

1.7

5.8

74.2

0.0

0% 20% 40% 60% 80%

n=120

『参入意向 

がある』 

14.9％ 

『参入意向 

がある』 

20.0％ 

令和７年度 令和元年度 令和４年度 

『参入意向 

がある』 

13.9％ 

** 
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47.5 51.8 0.7

0% 25% 50% 75% 100%

令和７年度 n=141

あり なし 無回答 列4

【令和７年度新規設問】 

問40 貴施設には地域交流スペースはありますか。（１つを選択） 

▶ 地域交流スペースがある事業所の割合は約５割となっている 

図表2-5-62 

 

 

 

 

 

 

図表2-5-63 単位：％ 

項 目 

回
答
者
数 

（
事
業
所
） 

あ
り 

な
し 

全  体 141 47.5 51.8 

施
設
の
種
類 

介護老人福祉施設 39 76.9 23.1 

介護老人保健施設 7 14.3 85.7 

特定施設入居者生活介護 36 41.7 58.3 

認知症対応型共同生活介護 58 36.2 62.1 

法
人
の
種
類 

株式会社 77 40.3 58.4 

有限会社 0 - - 

医療法人 12 - 91.7 

社会福祉法人 49 67.3 32.7 

社団法人・財団法人 0 - - 

ＮＰＯ法人 2 100.0 - 

その他 1 - 100.0 

※「無回答」は掲載を省略 
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【令和７年度新規設問】 

問40-１ 「あり」と答えた施設におうかがいします。 

貴施設の地域交流スペースの使用頻度はどのくらいですか。（１つを選択） 

▶ 地域交流スペースの使用頻度は「ほとんどない（月１回より少ない）」割合が３割を超え

ている 

図表2-5-64 

 

 

 

 

 

 

 

 

【令和７年度新規設問】 

問40-２ 「あり」と答えた施設におうかがいします。 

貴施設の地域交流スペースの使用目的はどのようなものですか。（あてはまるもの

すべてを選択） 

▶ 地域交流スペースの使用目的として、「地域のボランティアグループ等による活動」と回

答している割合が５割を超えている 

図表2-5-65 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

22.4 13.4 10.4 16.4 35.8 1.5

0% 25% 50% 75% 100%

令和７年度 n=67

１週間に

２回以上

１週間に

１回程度

２週間に

１回程度

１か月に

１回程度

ほとんどない

（月１回より

少ない）

無回答

令和７年度 

55.2 

43.3 

31.3 

22.4 

19.4 

16.4 

1.5 

0% 20% 40% 60% 80%

地域のボランティア

グループ等による活動

会議（地域団体の会議・

町内会等の活動の場など）

地域住民との交流（食事会、

催し物、地域のイベントなど）

介護予防等に向けた活動

（健康教室、ミニデイサービス…

研修（地域住民等の外部者が

参加可能なものに限る）

その他

無回答 n=67
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問41 貴施設において、事業を展開する上での問題点・課題はありますか。 

（あてはまるものすべてを選択） 

▶ 「人材の確保が困難」と回答した事業所が前回調査より増加し、８割を超えている 

図表2-5-66 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

84.4 

45.4 

39.7 

33.3 

25.5 

24.8 

24.1 

19.1 

14.2 

12.8 

8.5 

1.4 

7.8 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

人材の確保が困難

介護報酬が低い

介護報酬に反映されない

業務が多い

利用者の確保が困難

人件費が高い

経理・介護報酬請求事務など

事務作業が多い

従業員の雇用条件・

福利厚生が不十分

サービス提供地域内に他の

事業者が多すぎて競争が激しい

運営・運転資金の確保が困難

事務など間接経費が高い

事業所（営業拠点）の

確保・維持が困難

その他

特にない

無回答

n=141

令和７年度 令和元年度 

86.7 

34.8 

43.7 

42.4 

25.3 

29.1 

20.3 

37.3 

10.8 

5.7 

6.3 

3.2 

1.9 

2.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=158

80.8 

36.7 

30.0 

34.2 

26.7 

16.7 

15.0 

13.3 

12.5 

10.0 

10.0 

6.7 

11.7 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=120

令和４年度 
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図表2-5-67 単位：％ 

項 目 

回
答
者
数
（
事
業
所
） 

人
材
の
確
保
が
困
難 

介
護
報
酬
が
低
い 

介
護
報
酬
に
反
映
さ
れ
な
い
業
務
が

多
い 

利
用
者
の
確
保
が
困
難 

人
件
費
が
高
い 

経
理
・
介
護
報
酬
請
求
事
務
な
ど
事

務
作
業
が
多
い 

従
業
員
の
雇
用
条
件
・
福
利
厚
生
が

不
十
分 

サ
ー
ビ
ス
提
供
地
域
内
に
他
の
事
業

者
が
多
す
ぎ
て
競
争
が
激
し
い 

運
営
・
運
転
資
金
の
確
保
が
困
難 

事
務
な
ど
間
接
経
費
が
高
い 

事
業
所
（
営
業
拠
点
）
の
確
保
・
維
持

が
困
難 

全  体 141 84.4 45.4 39.7 33.3 25.5 24.8 24.1 19.1 14.2 12.8 8.5 

施
設
の
種
類 

介護老人福祉施設 39 92.3 74.4 61.5 38.5 43.6 38.5 28.2 30.8 28.2 30.8 15.4 

介護老人保健施設 7 85.7 14.3 14.3 71.4 14.3 14.3 28.6 57.1 28.6 - 28.6 

特定施設入居者 

生活介護 
36 80.6 30.6 30.6 22.2 27.8 19.4 16.7 8.3 11.1 8.3 - 

認知症対応型 

共同生活介護 
58 81.0 37.9 34.5 32.8 13.8 20.7 24.1 12.1 5.2 5.2 6.9 

法
人
の
種
類 

株式会社 77 77.9 35.1 35.1 28.6 18.2 16.9 23.4 10.4 3.9 7.8 3.9 

有限会社 0 - - - - - - - - - - - 

医療法人 12 91.7 16.7 8.3 50.0 - 16.7 25.0 25.0 8.3 - 8.3 

社会福祉法人 49 91.8 71.4 57.1 38.8 42.9 38.8 26.5 32.7 32.7 24.5 16.3 

社団法人・財団法人 0 - - - - - - - - - - - 

ＮＰＯ法人 2 100.0 - - - - - - - - - - 

その他 1 100.0 - - - 100.0 100.0 - - - - - 

※「その他」「特にない」「無回答」は掲載を省略 
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問42 川崎市内で施設サービス事業を展開する上で、川崎市に支援・充実してほしいと思うこ

とはありますか。（あてはまるものすべてを選択） 

▶ 「医療・介護・福祉の連携、ネットワークづくり」と回答した事業所の割合が４割を超え

ており、最も高くなっている 

図表2-5-68 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※「医療・介護・福祉の連携、ネットワークづくり」「第２号被保険者の社会参加、就労・復職支援サービスの提供」は令和７年度からの 

選択肢 

 

 

 

令和７年度 令和元年度 

**

42.4 

32.3 

24.1 

31.6 

24.1 

24.1 

19.6 

29.7 

17.1 

14.6 

**

9.5 

11.4 

5.1 

0% 20% 40% 60% 80%

n=158

**

36.7 

32.5 

34.2 

30.0 

28.3 

28.3 

20.0 

31.7 

24.2 

22.5 

**

4.2 

17.5 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80%

n=120

令和４年度 

46.1 

41.8 

34.8 

33.3 

27.0 

26.2 

25.5 

23.4 

21.3 

21.3 

12.8 

4.3 

6.4 

14.9 

3.5 

0% 20% 40% 60% 80%

医療・介護・福祉の連携、

ネットワークづくり※

介護保険制度に関する

最新・適切な情報の提供

処遇困難者への対応

川崎市の高齢者保健福祉施策・

サービスに関する情報の提供

サービス利用者や家族の介護保険

制度の理解向上に向けた取組

ケアマネジャーやホームヘルパー

などサービス提供者の質の向上の

ための研修の実施

市の広報やホームページを活用した、

事業所の効果的なＰＲの支援

ケアマネジャーやホームヘルパー

などサービス提供者養成の推進

事業者間の連携強化のための支援

ケアマネジャーやサービス提供者

のための相談窓口の設置

他の介護保険事業者に関する情報の提供

第２号被保険者の社会参加、

就労・復職支援サービスの提供※

その他

特にない

無回答

n=141
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